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研究要旨 

【目 的】 本研究は、健康寿命の延伸、疾病予防、健康増進を目的に、特に健康無関心層に対

して効果的な介入を実施するため、（1）健康関心度に応じたグルーピングとその特性の把握、

（2）健康への関心度の概念の整理と定義づけ、定量化指標（健康関心度尺度（仮称））の開発、

（3）先行研究のレビューによる、健康無関心層を中心とした集団の特性に応じた具体的で効果

的な介入手法の検討、（4）健康無関心層も含めた疾病予防・健康づくりの推進に向けた取組の提

案することを目的とする。 
【方 法】 各担当分野において、研究 1＝ナッジ理論の応用パイロット事業とポピュレーショ

ンアプローチの類型化、研究 2＝健康関心度尺度の開発に向けた研究、研究 3＝行動科学を応用

して健康への関心度に関連する社会的属性に配慮して考案した職域保健プログラム「健診戦」の

効果に関する研究、研究 4＝食生活関心度尺度の開発と食生活への関心が低い者の特徴、研究 5
＝健康や禁煙への無関心とその喫煙や禁煙達成に与えた影響に関する研究、研究 6＝行動経済学

を応用した体を動かす人を増やす研究、研究 7＝マルチメディアを用いる、健康関心度に応じた

行動促進介入の探索に向けた研究を行った。 
【結 果】 （1）研究 1：複数の事業所にてナッジ理論の応用パイロット事業を実施した。健

康への関心度により集団を 3 層に分け、それぞれのリスクの低下の程度により、ポピュレーショ

ンアプローチの 4 つの類型を提示した。（2）研究 2：3 つの下位尺度からなる 12 項目の健康関

心度尺の質問票を作成し、その妥当性と信頼性を検証した。さらに、英語版の作成を行った。（3）
研究 3：健診戦参加者ほど BMI、体重、腹囲のプログラム前後で数値の改善がみられ、その効果

は特定保健指導対象者ほど明確であり、改善度合いに職位による差はみられなかった。（4）研究

4：食行動に関する健康無（低）関心層は、男性、低年齢層などの属性のほかに、暮らし向きに

ゆとりがそれほどない者が多いことが示された。また、12 項目、2 つの下位尺度からなる食生

活関心度尺度の信頼性・妥当性を確認した。さらに、男性, 未婚者, 暮らし向きにゆとりがない

者では，コロナ禍において食生活への関心度が低下する者が多いことが示された。（5）研究 5 で

は、男女ともに、関心度が低くなると喫煙者の割合が高くなる傾向を認めた。健康への関心度と

禁煙への行動変容ステージの相関が認められた。禁煙関連キャンペーンへの曝露と翌年の禁煙

達成については、禁煙支援書籍の読書経験にのみ有意な関連が見られた。（6）研究 6：対象者特

性に応じた介入の検討は少なかったが、身体活動促進に寄与する可能性のあるナッジを特定し

た。開発した新規プログラムは、無関心層にも一定の効果が認められた。（7）研究 7：マスメデ

ィアキャンペーンを用いた健康促進介入研究の論文のレビューから、ヘルスリテラシーに制限

1



のある集団に対しては、テレビやラジオなどの伝統的なメディアでの取り組みがあった一方、ス

マホなどの情報通信機器に習慣的にアクセスする集団へは Twitter などのソーシャルメディア

を用いた取り組みが報告されていた。また、インターネット質問紙調査の結果、低関心度・高習

慣の群には定期健診やがん検診の未受診者が多かった。これらの結果をもとに、「低関心度・高

習慣群」及び「高関心度・低習慣群」を対象としたマルチメディアキャンペーンをデザインした。 
【考 察】 健康無関心度の尺度の開発を行うとともに、健康無関心層の類型化の案を提示し、

アプローチ方法を検討した。同時に、喫煙・禁煙、食事、保健指導、身体活動・運動、減量の個

別な生活習慣について、健康無関心の観点から、具体的な介入方法を検討し、パイロット事業を

実施することができた。論文や研修会等を通じて、研究成果を広く普及啓発することができた。 
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究センター） 
 
A. 研究目的 
研究 1：ナッジ理論の応用パイロット事業とポ

ピュレーションアプローチの類型化（担当：福

田、渋谷、崎村） 
行動経済学やナッジが注目され、保健分野に

応用する試みが行われ、その応用により、いわ

ゆる健康無関心層に対しても効果的であるこ

とが期待されている。しかし、我が国で、ナッ

ジを応用した取り組みがどの程度実施されて

いるか、そして、健康無関心層の実態はよくわ

かっていない。そこで、（1）研究 1 では、中小

事業所において、行動経済学やナッジを応用し

た健康づくりの取組を実施し、効果検証するこ

と、（2）研究 2 では、健康への関心を考慮した

ポピュレーションアプローチの類型化および

類型ごとのアプローチ方法を提案すること、（3）

2



研究 3 では、研究班で蓄積された知見を実践の

現場に普及啓発することを目的とする。 
 
研究 2 健康関心度尺度の開発に向けた研究（担

当：石川） 
 本研究では、「健康無関心層」の特徴を明らか

にし、そのような集団に対する効果的なアプロ

ーチ方法を検討していくための前提となる、健

康関心度に関する概念の整理と尺度の開発を目

的とした。研究は、研究 2-1：健康関心度尺度の

作成と信頼性・妥当性の検証（2019 年度）、研究

2-2：健康関心度と健康行動との関連の検討およ

び健康無関心層の特性把握（2020 年度）、研究 2-
3：英語版健康関心度尺度の検討（2021 年度）に

大別される。 
 
研究 3：行動科学を応用して健康への関心度に関

連する社会的属性に配慮して考案した職域保健

プログラム「健診戦」の効果に関する研究（担当：

近藤） 
 特定健診等の効果は限局的と指摘されており、

効果的な職域でのメタボリックシンドローム対

策を見つける必要がある。特に、社会的なストレ

スを抱えやすい環境に置かれている場合、健康

づくりへの意欲を維持することが難しく、知識

啓発や健康教育などのアプローチだけでは健康

格差の拡大を招く可能性がある。健康格差の是

正に向けては社会属性による行動の特徴を踏ま

えた戦略的なアプローチが求められる。そこで、

昨年度検証して慢性疾患リスクの改善効果が認

められた職域保健プログラム「健診戦」が、特定

保健指導対象者か否かや、職位の異なる対象者

に対してそれぞれに効果を及ぼし得るかを検討

した。 
 
研究 4：食生活関心度尺度の開発と食生活への関

心が低い者の特徴（担当：林） 
 個人の主体的な行動変容を促すには，食生活

への関心度は重要な要因の一つと位置付けられ

る。そこで本研究では，既存データの再解析の結

果を踏まえて新たに Web 調査を実施し、食生活

への関心度を定量的に評価するための尺度を開

発した。また、縦断調査を実施し、コロナ禍にお

ける食生活への関心度の変化に関連する要因に

ついて検討を行った。 
 
研究 5：健康や禁煙への無関心とその喫煙や禁煙

達成に与えた影響に関する研究（担当：田淵） 
健康や禁煙への無関心が、新型タバコも含め

た喫煙状況や喫煙者における禁煙達成とどのよ

うに関連しているか調べた。研究 5-1（2019 年

度）は、健康への関心度別に加熱式及び電子タバ

コを含めた喫煙の実態を明らかにすることを目

的とした。研究 5-2（2020 年度）は、喫煙者に

おいて、健康への関心度別に禁煙への関心度（禁

煙への行動変容ステージ）を明らかにすること、

並びに禁煙への行動変容ステージ別に翌年の禁

煙実態を明らかにすることを目的とした。研究

5-3（2021 年度）は、紙巻タバコ喫煙者における

禁煙関連イベントの認知度・禁煙キャンペーン

への曝露と翌年の禁煙状況との関連を検討する

ことを目的とした。 
 
研究 6：行動経済学を応用した体を動かす人を増

やす研究（担当：甲斐、金森） 
行動経済学を活用した身体活動促進の検討は

少ない。そこで、本研究班では、5 つの課題を設

定し、無関心層にもアプローチ可能な身体活動

促進の手法を検討した。 
 
研究 7：マルチメディアを用いる、健康関心度に

応じた行動促進介入の探索に向けた研究（担当：

加藤） 
 本研究では、健康関心度に応じた行動促進介

入アプローチ（マルチメディアを用いる）を検討

するため、健康行動決定因子を探索するととも
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に、その因子を包含したメディアキャンペーン

をデザインすることを目的とした。 
研究は、研究 7-1）マスメディアキャンペーン

を用いた健康促進介入研究の文献検討（2019 年

度）、研究 7-2）特定保健指導実施率向上に向け

た健康関心度に応じた行動変容決定要因の調査

（2020 年度）、研究 7-3）メディアキャンペーン

のデザイン（2021 年度）に大別される。 
 
B．研究方法 
研究 1：ナッジ理論の応用パイロット事業とポ

ピュレーションアプローチの類型化 
研究 1-1 では、全国健康保険協会三重支部の

協力を得て、行動経済学やナッジを応用した健

康チャレンジ事業案（2020 年度：5 事業、2021
年度：2 事業）を提示し、事前のオンライン説

明会等にて希望事業所を募り、事業の実施を依

頼した。研究 1-2 では、健康への関心度により

集団を層に分け、それらのリスクの低下の程度

に応じたポピュレーションアプローチの類型

化した。さらに、類型ごとにアプローチ方法を

先行研究等から検討した。研究 1-3 では、研究

班で蓄積した研究成果を実践の現場に普及啓

発するために、論文等の掲載、研修会での講師、

HP の運営、ガイドブックの作成を進めた。 
 
研究 2：健康関心度尺度の開発に向けた研究 
 研究 2-1 の健康関心度尺度の作成では、健康

への関心について概念整理を行ったのちインタ

ーネット調査による横断研究（予備調査 n=400）
を実施し、信頼性・妥当性を検証した。研究 2-2
の健康関心度と健康行動との関連、健康無関心

層の特性把握についても同様にインターネット

調査を実施した（本調査 n=800）。研究 2-3 の英

語版の健康関心度尺度については、日本語版健

康関心度尺度を ISPOR タスクフォースのガイ

ドラインを参考に英語に翻訳した。 
 

研究 3：コ行動科学を応用して健康への関心度に

関連する社会的属性に配慮して考案した職域保

健プログラム「健診戦」の効果に関する研究 
株式会社博報堂ＤＹホールディングス、株式

会社博報堂、株式会社博報堂ＤＹメディアパー

トナーズの協力を得て行った、行動科学理論を

活用した「健診戦」という取り組みについて検討

を行った。 
2018 年と 2019 年の健診のデータがともに存

在する人（男性 2818 名、女性 879 名分）の健診

データを分析した。雇用形態等基本属性データ

も活用した。BMI、体重、腹囲のプログラム前後

値の差を評価した。またプログラム参加と特定

保健指導対象の有無、職位、年齢との交互作用を

みた。傾向スコアでの逆確率重み付けによりプ

ログラム参加群と非参加群の背景を調整した上

で、両群の結果を比較した。さらに。傾向スコア

での逆確率重み付けによりプログラム参加群と

非参加群の背景を調整した上で、層別分析で雇

用形態（正規雇用 vs 非正規雇用）職位（管理職

vs 一般職）ごとの両群の結果の差を比較した。 
 
研究 4：食生活関心度尺度の開発と食生活への関

心が低い者の特徴 
研究 4-1 では、2017 年度埼玉県民栄養調査デ

ータを二次利用した。調査対象は、県内の特徴を

表す 4 市（朝霞市、深谷市、桶川市、吉川市）か

ら無作為抽出された各５地区に在住者で、各地

区から無作為抽出された 30～50 歳代の男女各

10 名、60～65 歳の男女各 6 名、計 72 名、合計

30～65 歳男女 1,440 名である。 
研究 4-2 では、2020 年 7 月 1 日～3 日，民間

の調査会社（株式会社インテージ）に委託し，同

年 4 月～5 月のコロナの感染拡大に伴う緊急事

態宣言期間中に特定警戒都道府県に指定された

13 都道府県の 20～69 歳男女を対象に Web 調
査を実施した。 
 研究 4-3では、2020年の追跡調査として、2021
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年 9 月 1～6 日に Web 調査を実施した。対象者

は 2020 年の調査と同様の方法で抽出した。目標

サンプル数は 1 回目回答者を優先し，追加調査

者と併せて 2,000 人とし、回答者数が目標サン

プル数を超えた時点で調査を終了した。 
 質問項目、解析方法等のついては、資料 4 に

詳しく記載した。 
 
研究 5：健康や禁煙への無関心とその喫煙や禁煙

達成に与えた影響に関する研究 
研究 5-1 では、インターネット調査 JASTIS

研究データを分析し、健康への関心度及び性年

齢階級別の喫煙状況の基礎集計を行った。 
研究 5-2 では、喫煙者において、健康への関心

度別に禁煙への関心度（禁煙への行動変容ステ

ージ）を明らかにすること、並びに禁煙への行動

変容ステージ別に翌年の禁煙実態を明らかにす

ることを目的とし、JASTIS 研究 2019-2020 年

データを分析した。 
研究 5-3 では、JASTIS 研究 2019-2020 年デ

ータを用いた。禁煙関連イベントや情報に関す

る認知度は、健康日本 21、WHO（World Health 
Organization：世界保健機関）のタバコ規制枠組

み条約、世界禁煙デー、 COPD （ chronic 
obstructive pulmonary disease：慢性閉塞性肺

疾患）等に関し、それぞれ知っているかどうかを

聞いた。禁煙関連キャンペーンは、厚生労働省や

WHO の世界禁煙デーのポスター、COPD 啓発

プロジェクトのポスター、JT（日本たばこ産業

株式会社）によるテレビコマーシャルや新聞広

告をそれぞれ見たことがあるかどうか、そして

禁煙支援書籍を読んだことがあるかどうかを聞

いた。 
 
研究 6：行動経済学を応用した体を動かす人を増

やす研究 
まず対象者特性と行動経済学を用いた介入の

関係を整理した（課題①）。次に、本テーマに関

する知見を国内外の学術研究（課題②）および実

社会（課題③）から収集整理した。これらの知見

をもとに、身体活動促進の介入手法を考案・試行

する（課題④）とともに、知見を整理するための

モデルを構築した（課題⑤）。 
 
研究 7：マルチメディアを用いる、健康関心度に

応じた行動促進介入の探索に向けた研究 
研究 7-1「マスメディアキャンペーンを用いた健

康促進介入研究の文献検討」では、検索対象デー

タベース Pubmed の論文を対象として、検索語

「health promotion」、「effective」、「systematic 
review」を用いて文献を抽出した。抽出された文

献に対し、記述分析を行った。 
研究 7-2「特定保健指導実施率向上に向けた健康

関心度に応じた行動変容決定要因の調査」では、 
令和 2 年 10 月 27 日にインターネットによる質

問紙調査を行った。対象者はリサーチ会社登録

モニター全国 40～64 歳（5 歳刻みに男女 50名）

500 人であった。 
 なお、研究 7-1 および研究 7-2 の詳細は、資料

6 に記述した。 
研究 7-3「マルチメディアキャンペーンのデザ

イン」では、対象集団とその特徴（研究 2から）、

介入の目的、理論、実践的戦略、メディアチャネ

ルを一覧化した。 
 
（倫理的配慮） 
倫理審査の必要な調査研究（「人を対象とする

医学系研究に関する倫理指針」の対象）について

は、下記の通り、各分担研究者の属機関において

倫理審査を経て実施した。 
 
C．研究結果 
研究 1：ナッジ理論の応用パイロット事業とポ

ピュレーションアプローチの類型化 
研究 1-1 では、参加申込をした事業所数は

2020 年度 6 件、2021 年度 69 件のうち取組実
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施事業所数は 25 件であった。研究 1-2 では、

健康への関心度により集団を 3 層に分け、それ

ぞれのリスクの低下の程度により、ポピュレー

ションアプローチの 4 つの類型を提示した。さ

らに、それぞれの類型に含まれる具体的な方法

を示した。研究 1-3 では、学術雑誌、国民健康

保険関連の広報誌等においてナッジと行動経

済学に関する論文等を発表し、研修会やＨＰを

通じて情報提供した。さらに、研修会等で使用

できるガイドブックを作成した。 
 
研究 2：健康関心度尺度の開発に向けた研究 
 研究 2-1 のインターネット調査による横断研

究（予備調査）の結果、健康関心度尺度は 3 因子

12 項目となった。研究 2-2 の健康関心度と健康

行動との関連、健康無関心層の特性把握に関す

る調査の結果、健康関心度は年齢、学歴などの属

性と関連するとともに、健康行動とも関連を示

し、基本的には関心が高いほど健康的な行動が

とられていた。一方、下位尺度「健康への価値観」

は健康行動の種類によって関連が異なることが

示唆された。研究 2-3 の英語版の健康関心度尺

度については、日本語版健康関心度尺度を

ISPOR タスクフォースのガイドラインを参考に

英語に翻訳した。 
 
研究 3：行動科学を応用して健康への関心度に関

連する社会的属性に配慮して考案した職域保健

プログラム「健診戦」の効果に関する研究 
 社員 3428 人を対象に、2019 年に実施された

保健プログラム前後の健康診断結果を分析し、

傾向スコアでの逆確率重み付けによりプログラ

ム参加群と非参加群の背景を調整した上で評価

したところ、健診戦参加者ほど BMI、体重、腹

囲のプログラム前後で数値の改善がみられた。

その効果は特定保健指導対象者ほど明確であっ

た。層別分析で雇用形態（正規雇用 vs 非正規雇

用）職位（管理職 vs 一般職）ごとの両群の結果

の差を比較した結果、プログラム参加群では非

参加群に比べて BMI、体重、腹囲いずれでも検

査値に改善がみられ、その改善度合いに職位に

よる差はみられなかった。コミットメント等行

動科学に基づく工夫を施したプログラムは、職

域での心血管疾患対策として有用である可能性

がある。 
 
研究 4：食生活関心度尺度の開発と食生活への関

心が低い者の特徴 
研究 4-1 では、望ましい食行動を実践してい

ない者を栄養・食生活分野における健康無（低）

関心層と定義し、その関連要因について検討し

た結果、男性であることや、年齢層が低いことと

いった属性のほかに、暮らし向きにゆとりがそ

れほどない者が多いことが示された。また、望ま

しい食行動を実践するために必要な食知識や食

態度を持っていないこと等の特徴が明らかとな

った。 
研究 4-2 では、12 項目、2 つの下位尺度から

なる食生活関心度尺度の信頼性・妥当性を確認

した。また，下位尺度（食生活の重要度，食生活

の優先度）ごとの一次元性を確認後に合計得点

を算出し，食行動変容の準備性との関連を検討

したところ，基準関連妥当性も確認された。 
研究 4-3 では、男性, 未婚者, 暮らし向きにゆ

とりがない者では，コロナ禍において食生活へ

の関心度が低下する者が多いことが示された。

さらに，食生活の重要度が変わらず低い者も暮

らし向きにゆとりがない者で多かった。 
 
研究 5：健康や禁煙への無関心とその喫煙や禁煙

達成に与えた影響に関する研究 
研究 5-1 について、健康への関心度は、「自分

の健康をよくすることや維持することに対して

関心がある方だと思いますか」という質問に対

して、そう思うと回答した者を「高い」、ややそ

う思うを「やや高い」、あまりそう思わないを「や
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や低い」、そう思わないを「低い」とし、4 値に

分類した。健康への関心度別喫煙状況を示した。

男性では 50-59 歳、女性では 40-49 歳の年齢層

の喫煙率が高く、それぞれ 32.8%、13.3％であっ

た。男女ともに、関心度が低くなると喫煙者の割

合が高くなる傾向をみとめ、喫煙者の割合は関

心度が高い順に、男性では 17.8%、25.7%、34.8%、

29.2%、女性では 6.0%、9.5%、16.9%、13.4%で

あった。男女ともに、健康への関心度が低い方が、

紙巻きタバコ・新型タバコ・併用タバコそれぞれ

の使用割合が高い傾向を示した。 
研究 5-2 について、2019 年と 2020 年に実施

したインターネット調査の回答者のうち紙巻き

タバコ喫煙者であった男女 1,959 名を対象とし

て、2019 年時点の健康への関心度別に禁煙への

行動変容ステージを観察した後、2019 年時点の

禁煙への行動変容ステージ別に 2020 年の喫煙

状況を調べた。健康への関心度は「関心あり」「関

心なし」の 2 群、禁煙への行動変容ステージは

トランスセオレティカルモデルに基づき「無関

心期」「関心期」「準備期」「実行期」の 4 群に分

類し、2020 年調査時点で紙巻きタバコを「以前

は吸っていたが今は吸っていない（止めた）」と

回答した者を禁煙達成者と定義した。禁煙への

行動変容ステージを見ると、2019 年時点で喫煙

者のうち 75.9%が「無関心期」、11.1%が「関心

期」、6.2%が「準備期」、3.3%が「実行期」に該

当した。禁煙への行動変容ステージ別に健康へ

の関心度を見ると、「関心あり」と回答した喫煙

者は無関心期で最も少なく（64.8%）、実行期で

最も高く（84.4%）、禁煙ステージは健康への関

心と相関していた。2019 年時点の禁煙への行動

変容ステージ別に 2020 年の禁煙状況を見たと

ころ、それぞれのステージにおける禁煙達成者

の割合は「無関心期」で10.8%、「関心期」で15.7%、

「準備期」で 27.9%、「実行期」で 53.1%であっ

た。禁煙を既に始めている実行期で最も健康へ

の関心が高く、禁煙への行動変容ステージが高

いほど、翌年の禁煙達成率が高かった。禁煙への

関心度が将来の禁煙達成に影響していることが

示唆された。 
研究 5-3 について、2019 年時点で紙巻きタバ

コ・手巻きタバコを喫煙していた 1,959 名の喫

煙者のうち、2019 年時点で禁煙を試したことが

ある者は 491 名（25.1%）、2020 年時点で禁煙を

達成した者は 295 名（15.1％）であった。禁煙

関連イベントや禁煙につながる情報として、認

知度が最も高かったのは「COPD」で 21.4％、最

も低かったのは「健康日本 21」で 7.4％であっ

た。最も曝露割合の高かった禁煙・喫煙関連情報

は「JT のテレビコマーシャル」（32.3％）、最も

低かったのは「WHO の世界禁煙デーのポスター」

（10.9％）であった。禁煙関心層では、無関心層

と比較して、ほとんど全ての項目で認知度が高

かった。禁煙関連イベントや情報と翌年の禁煙

達成との関連を見ると、いずれも有意な関連は

見られなかった。禁煙関連キャンペーンへの曝

露と翌年の禁煙達成については、禁煙支援書籍

の読書経験にのみ有意な関連が見られ、禁煙支

援書籍の読書経験があると、ない場合と比べて

1.4 倍禁煙達成に至りやすいという結果が得ら

れた。禁煙関連イベントの認知度・禁煙キャンペ

ーンへの曝露と翌年の禁煙状況とは、禁煙支援

書籍以外全ての項目で有意な関連が見られなか

った。このことから、ポスターを見たりタバコの

リスクを知ったりすることが禁煙に結び付かな

い可能性がある。特に健康無関心層に対しては、

そもそも禁煙関連情報やキャンペーンの認知度

が低かったことから、ポピュレーションアプロ

ーチとしての禁煙促進キャンペーンの有効性に

は課題がある可能性がある。 
 
研究 6：行動経済学を応用した体を動かす人を増

やす研究 
 対象者特性に応じた介入の検討は少なかった

が、身体活動促進に寄与する可能性のあるナッ
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ジを特定した。開発した新規プログラムは、無関

心層にも一定の効果が認められた。これらの知

見から「活動的な選択を促すナッジのモデル」を

試作することができた。 
 
研究 7：マルチメディアを用いる、健康関心度に

応じた行動促進介入の探索に向けた研究 
研究 7-1 のマスメディアキャンペーンを用い

た健康促進介入研究の文献検討では、介入効果

を評価した研究のレビュー論文 6 本から、ヘル

スリテラシーに制限のある集団に対しては、テ

レビやラジオなどの伝統的なメディアでの取り

組みがあった一方、スマホなどの情報通信機器

に習慣的にアクセスする集団へは Twitter など

のソーシャルメディアを用いた取り組みが報告

されていた。 
研究 7-2 では、 健康関心度や健康習慣の高低

と、行動経済学的要因との関連性を明らかにす

るため、インターネット質問紙調査（n=500）を

行ったところ、低関心度・高習慣の群（n=75）
には定期健診（p<.05）、がん検診（p<.01）の未

受診者が多かった。また、他の 3 群と比較し、行

動経済学的要因（インセンティブ、規範、利己性）

の 3 項目で関連性があった。また、高関心度・低

習慣群（n=98）は健康行動の開始または継続に

ついて具体的な介入が望まれた。 
研究 7-3 では、「低関心度・高習慣群」及び「高

関心度・低習慣群」を対象としたマルチメディア

キャンペーンをデザインした。 
 
D．考察 
研究 1：ナッジ理論の応用パイロット事業とポ

ピュレーションアプローチの類型化 
研究 1-1 では、参加者の運動・身体活動、食生

活・栄養バランスに関する生活習慣の改善傾向

がみられる。中小事業所の担当者は、取組以前か

ら健康課題を認識し、取組を行うことが従業員

や事業所にとって利益につながることを認識し

ている傾向がある。また、何らかのきっかけがす

でにあったことで、参加意欲も高まった可能性

がある。今後も、中小事業所でも実装しやすい取

組の普及を図る。 
研究 1-2 では、類型化したアプローチ方法を

応用することで、理論的および体系的にアプロ

ーチすることが可能となる。 
研究 1-3 では、出版物や研修会などで研究成

果に関して発表する多くの機会を得ることで、

ナッジと行動経済学の普及を図ることができた。 
 
研究 2：健康関心度尺度の開発に向けた研究 
健康関心度の尺度を開発することができた。3

年目に作成した英語版健康関心度尺度について

ては、その信頼性・妥当性についても検証するこ

とで、日本のみならず諸外国の健康無関心層の

特性についても明らかにできると考える。 
さらに、健康無関心層をスクリーニングする

ためのカットオフ値の設定を含め、尺度得点の

持つ意味を検討していくとともに、対象者の健

康関心度に合わせた教育介入、情報提供のあり

方、また、健康関心度そのものを高めるための働

きかけについても検討していく必要がある。 
 
研究 3：行動科学を応用して健康への関心度に関

連する社会的属性に配慮して考案した職域保健

プログラム「健診戦」の効果に関する研究 
 行動科学に基づく複数の工夫を行った職域健

診を活用した健康推進プログラム「健診戦」には

効果があり、その効果は特定保健指導の対象者

ほど大きく、またその効果に職位による差を認

めなかった。今後、参加者の特徴を、その興味関

心や行動パターン等に基づきさらに詳しく分類

し、属性に応じたプログラムを提供するといっ

たテーラーメード化をするなどにより、より介

入ニーズの高い集団に対してより大きな効果を

期待できるようなプログラムを考案できる可能

性がある。 
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研究 4：食生活関心度尺度の開発と食生活への関

心が低い者の特徴 
 個人の主体的な行動変容を促すには，食生活

への関心度は重要な要因の一つと位置付けられ

る。本研究では、新たに食生活関心度を定量的に

把握するための尺度を開発し、コロナ禍におい

て食生活関心度の変化に関連する対象者の特徴

を明らかにした。特に，男性, 未婚者, 暮らし向

きにゆとりがない者では，コロナ禍において食

生活への関心度が低下する者が多いことが示さ

れた。さらに，食生活の重要度が変わらず低い者

も暮らし向きにゆとりがない者で多かった。国

では、東京栄養サミットの成果を踏まえて、「誰

一人取り残さない」栄養政策の推進を目指して

いる。そこで，本研究で明らかにしたリスクの高

い集団にも配慮した、包括的なアプローチを行

うことが重要であると示唆された。 

 
研究 5：健康や禁煙への無関心とその喫煙や禁煙

達成に与えた影響に関する研究 
今回の結果から、禁煙を既に始めている実行

期で最も健康への関心が高く、禁煙への行動変

容ステージが高いほど、翌年の禁煙達成率が高

かった。禁煙への関心度が将来の禁煙達成に影

響していることが示唆された。また、ポスターを

見たりタバコのリスクを知ったりすることが禁

煙に結び付かない可能性がある。特に健康無関

心層に対しては、そもそも禁煙関連情報やキャ

ンペーンの認知度が低かったことから、ポピュ

レーションアプローチとしての禁煙促進キャン

ペーンの有効性には課題がある可能性がある。 
まとめとして、健康への無関心は禁煙への無

関心と相関しており、それぞれが喫煙行動およ

び低い禁煙達成と関連していた。健康への無関

心層として、禁煙に関心のない喫煙者に注目し、

現状の禁煙啓発キャンペーンを改善し、有効な

介入策を模索していく必要がある。 

 
研究 6：行動経済学を応用した体を動かす人を増

やす研究 
プロンプティング、社会的規範等の行動経済

学やナッジの応用により、無関心層も含めて身

体活動を促進できる可能性があるが、継続性等

についてはさらなる検討が必要である。 
 
研究 7：マルチメディアを用いる、健康関心度に

応じた行動促進介入の探索に向けた研究 
 生活習慣病の予防行動を効果的に促進するた

めには、まず、関心度の高低および健康習慣の良

悪で集団を層別化し、次に各集団でのキャンペ

ーン目的を設定し、理論に基づいた介入活動を

デザインすることが望まれる。特に、活動の目的

達成度を測定するために、段階的な評価基準を

設けることが必要である。 
 
E．結論 
 健康無関心度の定義を検討し、健康関心度を

定量化する尺度の開発を行った。また、健康無関

心層の類型化の案を提示し、アプローチ方法を

検討した。同時に、喫煙・禁煙、食事、保健指導、

身体活動・運動、減量の個別な生活習慣について、

健康無関心の観点から、具体的な介入方法を検

討し、パイロット事業を実施することができた。

こうした結果は、論文や研修会等を通じて、地域

や職域等の実践者に普及啓発することができた。 
 
F．研究発表 
1．論文発表 
杉本九実、福田吉治．ポピュレーションアプロー

チの類型化：健康無関心層と健康格差の視点

から．日本公衆衛生雑誌．（印刷中） 
赤岩友紀 , 林芙美 , 坂口景子 , 武見ゆかり . 

COVID-19 流行下における食行動の変化，食

物アクセスの課題，食情報のニーズ：世帯の

経済状況別検討. 日本公衆衛生雑誌 2022; 
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69: 3-16.   
福田吉治、杉本九実．産業保健における行動経済

学の応用．産業医学ジャーナル．2021；44（3）：
98-103． 

福田吉治、杉本九実．身体活動促進のためのナッ

ジを活用したアプローチ インセンティブと

環境デザインの可能性．三重の国保．2021；
391：14-17． 

杉本九実、福田吉治．行動科学的視点からの教育

研修のあり方．産業精神保健．2021；29：24-
28． 

小澤千枝、石川ひろの、加藤美生、福田吉治．「健

康無関心層」の把握に向けた健康関心度尺度

の開発．日本健康教育学会誌．2021；29(3)：
266-277 

林芙美, 武見ゆかり, 赤岩友紀, 石川ひろの, 福
田吉治. COVID-19 感染拡大の影響下にお

ける人々の食生活への関心の変化と関連要

因: 食生活関心度尺度を用いた検討. 日本公

衆衛生雑誌 2021; 68: 618-630.  
川畑輝子, 武見ゆかり, 林芙美, 中村正和, 山田

隆司. 医療施設内コンビニエンスストアにお

けるナッジを活用した食環境整備の試み. フ
ードシステム研究 2021; 27: 226-231. 

Hayashi F, Takemi Y. Factors Influencing 
Changes in Food Preparation during the 
COVID-19 Pandemic and Associations with 
Food Intake among Japanese Adults. 
Nutrients 2021; 13(11), 3864. 

Sakaguchi K, Takemi Y, Hayashi F, Koiwai K, 
Nakamura M. Effect of workplace dietary 
intervention on salt intake and sodium-to-
potassium ratio of Japanese employees: A 
quasi-experimental study. J Occup Health. 
2021; 63: e12288. 

福田吉治、野村洋介．健康づくりにおけるナッジ

や行動経済学への期待．健診・検診や保健指

導への応用．三重の国保．2020；390：12-15． 

福田吉治、杉本九実．ナッジと行動経済学の基礎．

三重の国保．2020；389：12-15． 
福田吉治．ウィズコロナ時代の保健事業．埼玉の

国保．2020；309：1-3． 
福田吉治．ナッジと行動経済学を活用した健康

支援．臨床栄養、136（4）、426-428、2020． 
福田吉治．健康づくりにおけるナッジ（nudge）

と行動経済学の基本．日本栄養士会雑誌、63、
6-10、2020． 

福田吉治．ナッジ入門 ～健康づくりにおける

行動経済学の応用～ 最終回 ナッジを健康

づくりに活かすヒント．月刊健康づくり、503、
8、2020． 

杉本九実、福田吉治．行動科学的視点からの教育

研修のあり方．産業精神保健．2021；29：24-
28． 

福田吉治、甲斐裕子、近藤尚己、高橋勇太．ナッ

ジ理論を用いた健康施策のあり方（特別座談

会）．月刊健康づくり．2020；506：4-7. 
福田吉治．ナッジと行動経済学を活用した健康

支援．臨床栄養．2020；136：426-428． 
福田吉治．健康づくりにおけるナッジ（nudge）

と行動経済学の基本．日本栄養士会雑誌．

2020；63：6-10． 
林芙美. Healthy diet を超えて Sustainable diet

に注目が集まる国際的な研究動向. フードシ

ステム研究 2020; 27：93-101. 
髙野真梨子, 林芙美, 武見ゆかり. 世帯収入が低

い成人男女において,少ない食費でより多く

野菜を食べている者の特徴. 女子栄養大学紀

要 2020; 51: 31-41. 
林芙美．健康的な食生活の実践を促すナッジの

活用法．日本栄養士会雑誌、63、11-14、2020． 
石川ひろの．～健康づくりにおける行動経済学

の応用～第 11 回 ヘルスリテラシーとナッ

ジ．月刊健康づくり、502、8、2019． 
加藤美生．～健康づくりにおける行動経済学の

応用～第 10 回 エンターテイメント・エデ
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ュケーション．月刊健康づくり、501、8、2019． 
福田吉治．ナッジ入門 ～健康づくりにおける

行動経済学の応用～第 9 回 インセンティブ

（アメとムチ）を活用しよう、月刊健康づく

り、500、8、2019． 
甲斐裕子．～健康づくりにおける行動経済学の

応用～第 8 回 ナッジを活用した身体活動促

進．月刊健康づくり、499、8、2019． 
福田吉治．ナッジ入門 ～健康づくりにおける

行動経済学の応用～第 7 回 健康診断受診率

向上への応用．月刊健康づくり、498、8、2019． 
田淵貴大．～健康づくりにおける行動経済学の

応用～第 6 回 喫煙と飲酒をナッジする社会

政策．月刊健康づくり、497、8、2019． 
林芙美．～健康づくりにおける行動経済学の応

用～第 5 回 ナッジを活用した食生活支援．

月刊健康づくり、496、8、2019． 
下田哲広、近藤尚己．～健康づくりにおける行動

経済学の応用～第 4 回 ナッジの応用で健康

格差に立ち向かう 国内外の 2 つの事例．月

刊健康づくり、495、8、2019． 
福田吉治．ナッジ入門 ～健康づくりにおける

行動経済学の応用～第 3 回 それとなく行動

を起こさせる“仕掛け”行動経済学の基本理

論（2）．月刊健康づくり、494、8、2019． 
福田吉治．ナッジ入門 ～健康づくりにおける

行動経済学の応用～第 2 回 それとなく行動

を起こさせる“仕掛け”行動経済学の基本理

論（1）．月刊健康づくり、493、8、2019． 
福田吉治．ナッジ入門 ～健康づくりにおける

行動経済学の応用～第 1 回 なぜ、ナッジと

行動経済学なのか．月刊健康づくり、492、25、
2019． 

福田吉治．健康づくりにおける行動経済学とナ

ッジの応用．医学のあゆみ、271(10)、1152-
1156、2019． 

 
2．学会発表 

杉本九実、甲斐裕子、林芙美、山田卓也、野村洋

介、工藤敦智、杉山聡、福田吉治．中小企業

におけるナッジと応用したマッチング型健康

づくりプロジェクトの推進．第 94 回日本産

業衛生学会（松本）．2021 年 5 月． 
林芙美, 坂口景子, 髙野真梨子, 杉本九実, 福田

吉治．ナッジを活用した自動販売機で無糖飲

料の選択を促す取り組み．第 29 回日本健康

教育学会学術大会（青森、オンライン）．2021
年 9 月． 

津野香奈美，田淵貴大．禁煙への関心度（行動変

容ステージ）及び禁煙手法と翌年の禁煙状況．

第 28 回日本行動医学会，2021 年 11 月 
林芙美. With/After Corona 時代における食生活

支援. 第 62 回日本人間ドック学会学術大会 
シンポジウム. 2021 年 9 月（オンデマンド

配信） 
川畑輝子, 武見ゆかり, 林芙美, 中村正和, 山田

隆司. 病院内コンビニエンスストアの食環

境整備は, 売上増加および職員の食物摂取

改善を促す. 第 80 回日本公衆衛生学会総会. 
2021 年 12 月 

福田吉治．ナッジ理論と行動経済学の健康づく

りへの応用 考え方と事例紹介．令和元年愛

媛県地域保健研究集会．2020 年 1 月 30 日． 
福田吉治．健康無関心層を含めた健康づくりの

推進に向けて～ナッジと行動経済学の応用を

中心に～．第 51 回沖縄県公衆衛生学会．2020
年 1 月 10 日． 

杉本九実、福田吉治．ナッジおよび行動経済学の

COVID-19対策における教育機関での応用事

例．第 79 回日本公衆衛生学会（京都）．2020
年 10 月． 

小澤千枝、石川ひろの、加藤美生、福田吉治.「健

康無関心層」とは何か：尺度開発と妥当性の

検証. 第 12 回日本ヘルスコミュニケーショ

ン学会学術集会、2020 年 9 月. 
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H．知的財産権の出願・登録状況 （該当なし） 
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資料１ 
 

ナッジ理論の応用パイロット事業とポピュレーションアプローチの類型化 
 

研究代表者 福田 吉治  帝京大学大学院公衆衛生学研究科 教授 
研究分担者 渋谷 克彦  帝京大学大学院公衆衛生学研究科 講師 

 

研究要旨 

【目 的】 行動経済学やナッジが注目され、保健分野に応用する試みが行われ、その応用によ

り、いわゆる健康無関心層に対しても効果的であることが期待されている。しかし、我が国で、

ナッジを応用した取り組みがどの程度実施されているか、そして、健康無関心層の実態はよくわ

かっていない。そこで、（1）研究 1 では、中小事業所において、行動経済学やナッジを応用した

健康づくりの取組を実施し、効果検証すること、（2）研究 2 では、健康への関心を考慮したポピ

ュレーションアプローチの類型化および類型ごとのアプローチ方法を提案すること、（3）研究 3
では、研究班で蓄積された知見を実践の現場に普及啓発することを目的とする。 
【方 法】 研究１では、全国健康保険協会三重支部の協力を得て、行動経済学やナッジを応用

した健康チャレンジ事業案（2020 年度：5 事業、2021 年度：2 事業）を提示し、事前のオンラ

イン説明会等にて希望事業所を募り、事業の実施を依頼した。研究 2 では、健康への関心度によ

り集団を層に分け、それらのリスクの低下の程度に応じたポピュレーションアプローチの類型

化した。さらに、類型ごとにアプローチ方法を先行研究等から検討した。研究 3 では、研究班で

蓄積した研究成果を実践の現場に普及啓発するために、論文等の掲載、研修会での講師、HP の

運営、ガイドブックの作成を進めた。 
【結 果】 研究 1 では、参加申込をした事業所数は 2020 年度 6 件、2021 年度 69 件のうち取

組実施事業所数は 25 件であった。研究 2 では、健康への関心度により集団を 3 層に分け、それ

ぞれのリスクの低下の程度により、ポピュレーションアプローチの 4 つの類型を提示した。さら

に、それぞれの類型に含まれる具体的な方法を示した。研究 3 では、学術雑誌、国民健康保険関

連の広報誌等においてナッジと行動経済学に関する論文等を発表し、研修会やＨＰを通じて情

報提供した。さらに、研修会等で使用できるガイドブックを作成した。 
【考 察】 研究 1 では、参加者の運動・身体活動、食生活・栄養バランスに関する生活習慣の

改善傾向がみられる。中小事業所の担当者は、取組以前から健康課題を認識し、取組を行うこと

が従業員や事業所にとって利益につながることを認識している傾向がある。また、何らかのきっ

かけがすでにあったことで、参加意欲も高まった可能性がある。今後も、中小事業所でも実装し

やすい取組の普及を図る。研究 2 では、類型化したアプローチ方法を応用することで、理論的お

よび体系的にアプローチすることが可能となる。研究 3 では、出版物や研修会などで研究成果に

関して発表する多くの機会を得ることで、ナッジと行動経済学の普及を図ることができた。 
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研究協力者 
杉本 九実（帝京大学大学院公衆衛生学研究科） 
山田 卓也（帝京大学大学院公衆衛生学研究科） 
野村 洋介（帝京大学大学院公衆衛生学研究科） 
 
A. 研究目的 
 2017 年、行動経済学の研究者であるリチャー

ド・セイラ―氏がノーベル経済学賞を受賞後、行

動経済学、特に“ナッジ”が様々な分野で注目さ

れている。その流れは、公衆衛生の現場でも徐々

に広がりをみせ、地方公共団体や健康保険組合

の保健事業にもナッジが応用され始めている。

しかし、実際にはその団体数や応用方法等、具体

的な実態を調査した研究は、現時点で日本では

みられてない。 
 また、行動経済学やナッジに関連して、“健康

無関心層”が注目されている。一般に、健康診断

や保健指導、その他の保健活動への参加あるい

は行動変容を起こしにくい人たちのことを呼ぶ。

ただし、その定義や属性等については十分検討

されていない。 
そこで、（1）研究 1 では、中小事業所の健康

経営や健康づくりの推進を事業場外から専門家

が支援し健康経営優良法人の認定取得を目指す

こと、健康無関心層にも効果が期待されている、

行動経済学やナッジを応用した健康づくりの取

組を実施し、効果検証すること、（2）研究 2 で

は、健康無関心層の類型化および類型ごとのア

プローチ方法を提案すること、（3）研究 3 では、

研究班で蓄積された知見を実践の現場に普及啓

発することを目的とする。 
 
B．研究方法 
【研究１】  
対象は、全国健康保険協会三重支部に加入し、

健康事業所宣言に参加している事業所とした。

本取組の流れは、2020 年度では、（1）複数の研

究者が行動経済学やナッジを応用した健康づく

り事業案を提示、（2）事業所が希望する事業に立

候補、（3）研究者と事業所で面談を行い、双方が

実現可能性を検討の上、マッチング成立、（4）研

究者は 3 ヶ月間、事業所のサポーターとして定

期的に支援を実施、とした。事業は、事務所内で

簡単な運動を推進する「ながら運動」、チーム対

抗で歩数を競う「チーム対抗」、事業所から徒歩

通勤できる駐車場を利用する「寄り道パーキン

グ」、自販機で無糖飲料購入を促す「自販機無糖

飲料ナッジ」、社員食堂にてヘルスリテラシーを

高めるイベント「社食健康クイズ」の 5 つの事

業を提示した。事業実施前後に共通質問紙（基本

属性、生活習慣、健康関心度、メンタルヘルス、

プレゼンティーズム、ソーシャルキャピタルに

関する質問票を使用）、事業別質問紙（運動、食

生活などの具体的指標）を用いて、健康行動の変

化等について評価することを事業所に依頼した。 
2021 年度は、（1）行動経済学やナッジを応用

した健康チャレンジ事業（ながら運動、健康クイ

ズ）について、参加希望担当者を対象としたオン

ライン説明会を実施し、方法やポイント、必要な

媒体を提示、（2）取組実施前のアンケート調査

（参加者）を実施、（3）各事業所にて、3 か月間

独自に取組を実施、（4）取組実施後のアンケート

調査（参加者、担当者）を実施、とした。事業は、

事務所内で簡単な運動を推進する「ながら運動」、

ヘルスリテラシーを高めるイベント「健康クイ

ズ」の 2 事業を提示した。実施前後に参加者を

対象とした共通質問紙（基本属性、生活習慣、生

活習慣改善意欲に関する質問票）を用いて、健康

行動の変化等について評価を行った。また、実施

後に担当者を対象とした質問紙（Health Belief 
Model に準じた質問）およびヒアリング調査（承

諾が得られた 6 事業場の担当者に対しオンライ

ンにて30分程度実施）を行い、取組の実施状況、

取組実施に伴う促進要因や阻害要因の把握等に

ついて質的分析を行った。 
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【研究 2】 
健康への関心度により集団を 3 層に分け、そ

れぞれのリスクの低下の程度により、ポピュレ

ーションアプローチの 4 つの類型を提示した。

さらに、それぞれの類型に含まれる具体的な方

法を示した。なお、類型化は、Benach らの論文

を参考にした（Benach J, Malmusi D, Yasui Y, 
et al . A new typology of policies to tackle 
health inequalities and scenarios of impact 
based on Rose's population approach. J 
Epidemiol Community Health. 2013; 67: 286-
291）。 
 
【研究 3】 

研究班で蓄積した研究成果を実践の現場に普

及啓発するために、論文等の掲載、研修会での講

師、ＨＰの運営、ガイドブックの作成を進めた。 
ガイドブックは、「食行動・栄養」、「身体活動・

運動」、「健診・保健指導」、「喫煙対策」の 4 分野

をテーマとした。また、ナッジ理論として、

MINDSPAE、EAST、CAN をそれぞれの枠組み

として活用した。 
 
（倫理的配慮） 
 倫理審査が必要となる指針に該当する研究は

行っていない。 
 
C．研究結果 
【研究 1】 
 2020 年度の結果については以下となった。 

6 事業所から参加希望があり、サポーター等の

面談の結果、「ながら運動」2 事業所、「チーム対

抗」1 事業所、「自販機無糖飲料ナッジ」1 事業

所、「社食健康クイズ」3 事業所が参加となった

（1 事業所は 2 事業実施、「寄り道パーキング」

参加なし）（表 1）。2021 年 1 月現在、各事業の

サポーターが状況に応じて、訪問やメール、電話

にて定期的に進捗の確認およびアドバイス等を

行っている。取組の実施状況は概ね順調に経過

しており、事業所の担当者が参加状況を記録す

る、社内報で情報共有する等、従業員に対し取組

の見える化を図る工夫もされていた。一方、

COVID-19 の影響により、当初の予定より縮小

して実施、訪問により直接支援ができない等、取

組自体の限界も課題となった。 
2021 年度の結果については以下となった。取

組前後の参加者の基本属性を表 2 に示した。性

別は、取組前で男性 66.1％、女性 33.9％、取組

後で男性 67.2％、女性 32.8％であった。年齢構

成は、取組前で 51～55 歳が最も多く 13.9％、次

いで 46～50 歳 12.4％、41～45 歳 12.1％、取組

後で 51～55 歳が最も多く 16.0％、次いで 41～
45 歳 15.1％、46~50 歳 14.3％であった。職種

は、取組前で事務が最も多く 23.0％、次いで建

設・採掘 20.0％、専門・技術 17.3％、取組後で

事務が最も多く 26.9％、次いで建設・採掘 25.2％、

管理、専門・技術 10.9％であった。役職は、取

組前後で一般正社員が最も多く 64.1％、55.5％、

次いで管理職 16.6％、23.5％、役員 12.4％、

12.6％であった。最終学歴は、取組前で大学が最

も多く 41.6％、次いで高校 38.9％、専門学校

13.6％、取組後で高校が最も多く 43.7％、次い

で大学 42.0％、専門学校 12.6％であった。婚姻

の有無は、取組前後であり 65.1％、68.9％、なし

34.9％、31.1％であった。家族構成は、取組前後

で 3 人以上が最も多く 47.3％、47.1％、次いで

2 人 41.8％、44.5％、単身 10.9％、8.4％であっ

た。 
 取組前後での生活習慣の比較を表 3に示した。

なお、取組前後の集団構成が異なるため、単純集

計での比較とする。取組前後でよい生活習慣を

選択した参加者の割合が増加していた項目は、

「20 歳の時の体重から 10 ㎏以上増加していな

い」「日常生活において歩行または同等の身体活

動を 1 日 1 時間以上実施している」「ほぼ同じ年

齢の同性と比較して歩く速度が速い」「人と比較
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して食べる速度が遅い、普通」「運動や身体活動

の生活習慣の改善にすでに取り組んでいる（6 か

月未満）」「食生活や栄養バランスの生活習慣の

改善にすでに取り組んでいる（6 か月未満）」で

あった。 
 取組前後での生活習慣改善意欲の比較を表 4
に示した。運動・身体活動、食生活・栄養バラン

ス、喫煙習慣、健診・がん検診・保健指導の生活

習慣改善への質問項目にて、すでに改善に取り

組んでいる（6 か月以上）、すでに改善に取り組

んでいる（6 か月未満）、近いうちに改善するつ

もりであり、少しずつ始めている（概ね 1 か月

以内）、改善するつもりである（概ね6か月以内）

に回答した群を“意欲あり”群、改善するつもり

はないに回答した群を“意欲なし”群の 2 群に

分け、カイ 2 乗検定（比率の差の検定）を用い

て、取組前後で生活習慣改善の意欲に差がある

か検討した。運動改善意欲について、意欲ありは

取組前 74.5％、取組後 74.8％、意欲なしは取組

前 25.5％、取組後 25.2％で有意差はなかった

（p=0.95）。食生活改善意欲について、意欲あり

は取組前 67.8％、取組後 70.6％、意欲なしは取

組前 32.2％、取組後 29.4％で有意差はなかった

（p=0.568）。喫煙習慣改善意欲について、意欲

ありは取組前 18.1％、取組後 17.6％、意欲なし

は取組前 18.1％、取組後 17.6％で有意差はなか

った（p=0.986）。健診受診意欲について、意欲あ

りは取組前 81.9％、取組後 76.5％、意欲なしは

取組前 18.1％、取組後 23.5％で有意差はなかっ

た（p=0.185）。 
 担当者が実施した取組状況について表 5 に示

した。「健康チャレンジに取り組む以前から、従

業員の健康課題を感じていましたか」について、

そう感じた 46.4％、ややそう感じた 39.3％、あ

まりそう感じなかった 10.7％、感じなかった

3.6％であった。「健康チャレンジを行うことで、

従業員の健康状態が向上すると思っていました

か」について、そう思った 21.4％、ややそう思

った 64.3％、あまりそう思わなかった 14.3％で

あった。「健康チャレンジに取り組むのは、労力

的・時間的に大変でしたか」について、そう思っ

た 17.9％、ややそう思った 39.3％、あまりそう

思わなかった 39.3％、思わなかった 3.6％であっ

た。「健康チャレンジに取り組むきっかけはあり

ましたか」について、あった 28.6％、ややあっ

た 46.4％、あまりなかった 25.0％であった。「健

康チャレンジに取り組んでみて、達成感はあり

ましたか」について、あった 14.3％、ややあっ

た 46.4％、あまりなかった 25.0％、なかった

14.3％であった。「健康チャレンジの担当者とし

て、あなたにメリットはありましたか」について、

あった 10.7％、ややあった 53.6％、あまりなか

った 32.1％、なかった 3.6％であった。 
 具体的な取組状況を表 6、取組実施に伴う促進

要因、阻害要因の関連を図 1 に示した。具体的

な取組状況については、ヒアリングしたデータ

をコーディングし、コードをまとめてカテゴリ

ー化した（表 6）。従業員の健康課題は、生活習

慣病、職業関連疾患、生活習慣に分類された。健

康課題の把握方法は、健康経営レポートの活用

といった外部支援、定期健康診断結果の確認な

どの自社内での把握であった。健康状態が向上

すると思った理由は、経営者の理解や協力とい

った組織の特性、意欲的な従業員の特性、運動や

健康経営への意識付けといった期待感に分類さ

れた。取組の阻害要因は、ICT を活用する困難さ

といった従業員の負担、取組内容や回答集計に

時間を要するといった実施方法であった。取組

の促進要因は、支援者の存在、担当者の意欲、環

境、組織意欲の高さ、ターゲティング、参加への

促し、インセンティブ、ナッジの応用、取組内容、

評価のしやすさであった。取り組むきっかけは、

健康経営の推進、ブランディングとしての外部

へのアピール、補助金活用といった金銭的支援、

新規性、健康チャレンジへの関心に分類された。

担当者としての達成感は、実装の楽しさといっ
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た担当者の反応、満足度につながったなど従業

員の反応、ながら運動の実施が定着したといっ

た習慣化であった。担当者としてのメリットは、

コミュニケーションが活性化したなど従業員の

変化、ノウハウや知識、発想を得たといった担当

者の変化、健康への再認識に分類された。今後へ

の要望は、定期的な健康情報の共有、専門職の支

援、ツールの共有であった。 
取組実施に伴う促進要因、阻害要因の関連に

ついて、KJ 法を用いて各カテゴリーをグループ

化し、関連性を示した（図 1）。なお、赤枠が促

進要因、青枠が阻害要因を表す。支援者の存在や

環境、組織意欲の高さといった“環境因子”が担

当者の意欲に影響し、ターゲティングや参加へ

の促し、インセンティブ、ナッジの応用といった

様々な“取組の仕掛け”が取組内容の充実さや参

加状況を促進させた。しかし逆に、取組内容や取

組方法の“不自由さ、工夫不足”が従業員の負担

に影響し、阻害要因にもなっていた。 
 
【研究 2】 

健康への関心度によって、集団全体を「高関心

層」、「中関心層」、「低関心層」に層別化した。そ

れぞれのリスク低下の程度により、ポピュレー

ションアプローチを、「格差拡大を伴う（全層の

リスク低下、高関心層ほど低下大）」、「格差不変

の（全層のリスクは一様に低下）」、「格差縮小を

伴う（全層のリスク低下、低関心層ほど低下大）」、

および「格差縮小を伴う（低関心層のみリスク低

下）」の 4 つに類型化した。 
先行研究や先行事例を用いて、それぞれの類

型の具体的な取組例の整理を行った。なお、詳細

は、「G．研究発表」の論文発表 1 を参照のこと

（著作権を考慮して、本報告書では図表等は掲

載しない）。 
 
【研究 3】 
1）出版物等 

 学術雑誌、国民健康保険関連の広報誌等にお

いて、ナッジと行動経済学に関する論文等を発

表した。詳細は、「Ｇ．研究発表」を参照。 
2）研修会 
 自治体、保険者、事業所等の健康づくりなどの

担当者のための研修会の講師を務めた（表 3）。
なお、新型コロナウイルスの流行のため、いくつ

かの研修会はオンラインで行った。 
3）ガイドブックの作成 
 地域や職域等で、実務者がナッジと行動経済

学を応用しやすくするため、ガイドブックの作

成を行った。「食行動・栄養」、「身体活動・運動」、

「健診・保健指導」、「喫煙対策」の 4 分野をテー

マとした。また、ナッジの理論的枠組みとして、

MINDSPAE は「健診・保健指導」および「喫煙

対策」、EAST は「身体活動・運動」、CAN は「食

行動・栄養」で用いた。 
ガイドブックには、ナッジと行動経済学の総

論、理論的枠組みの説明、理論的枠組みの各ナッ

ジ理論の説明、応用へのヒントおよび良好事例、

評価方法、活用方法等をまとめた。 
作成したガイドブックは一般公開するととも

に、以降の研修会等での資料として活用予定で

ある。 
4）ＨＰによる情報提供 
 研究班のＨＰを開設し、研究成果について情

報提供を行った。 
 
D．考察 

2020 年度は以下である。 
中小事業所の担当者は健康経営や健康づくり

の推進を目指した取組の一手法を体現的に習得

できることが期待される。また、従業員個人にと

っては、自身の健康を振り返り、自発的な健康行

動への動機付けの機会として作用する可能性も

考えられる。今後は、取組実施終了後に調査デー

タを分析し、行動経済学やナッジを応用した健

康づくりの取組が健康行動の変化にどの程度影
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響するのかを検証する。さらに、パイロット的で

ある本取組を横展開し、継続的な事業として発

展させていきたい。 
2021 年度は以下である。  
研究 1 では、健康チャレンジの参加者の特徴

（表 1）として、取組前後において、男性の割合

が 6 割強と高く、40 歳代から 50 歳代前半の生

活習慣病発症リスクが高い年齢層が多いことが

分かった。また、専門・技術や建設・採掘といっ

た比較的身体活動量が多い職種、あるいは逆に、

管理や事務といったデスクワークが多く、比較

的身体活動量が少ない職種の参加が全体的に多

いことが分かった。取組前後での役職の分布は

概ね変化はなく、事業場全体で取り組んでいた

と考えられる。最終学歴の分布をみると、専門学

校、大学、大学院の割合が 5 割弱と、比較的ヘル

スリテラシーが高い集団の参加傾向がみられた。

婚姻の有無や家族構成においては、2 人以上で生

活している割合が 8 割強と、他者の生活習慣に

影響を受けやすい傾向がある。 
取組前後での生活習慣の比較（表 2）について、

身体活動量の増加、歩く速度が速い、食べる速度

が遅いまたは普通といった項目を選択した割合

が増加しており、取組参加によって、運動・身体

活動、食生活・栄養バランスに関する生活習慣が

改善傾向にあることが分かった。また、生活習慣

改善の行動変容を測定する質問項目では、6 か月

未満のうちに、運動・身体活動、食生活・栄養バ

ランスの生活習慣の改善に取り組んでいる割合

が増加していた。健康チャレンジの参加により

選択した可能性も高いが、3 か月間の健康チャレ

ンジをきっかけに、運動や食生活の改善に対す

る関心度が高まり、行動変容へ導かれた可能性

もある。一方で、喫煙習慣の改善や健診・がん検

診、保健指導の受診については、すでに改善に取

り組んでいる割合は低下傾向にあった。しかし、

「近いうちに改善するつもりで始めている（概

ね 1 か月以内）」「改善するつもりである（概ね 6

か月以内）」と選択した割合は取組後で増加して

おり、改善への関心度は高まった可能性がある。 
取組前後での生活習慣改善意欲の比較（表 3）

について、今回の健康チャレンジでは、意欲に差

がないことが分かった。取組前後で集団構成が

異なり、個人データの紐づけが困難であること、

また、サンプル数が少ないことが本調査の限界

点であると考えられる。しかし、取組前後ともに、

運動改善意欲や食生活改善意欲、健診受診意欲

がある人は約 7 割以上を占めており、高い水準

であることが分かる。今後は、生活習慣改善意欲

がない、いわゆる健康無関心層へのアプローチ

も検討する必要がある。 
担当者の取組状況（表 4）について、取組以前

から健康課題を認識し、取組を行うことが従業

員や事業場全体にとって利益につながることを

認識している傾向がある。また、何らかの取り組

むきっかけがすでにあったことで、健康チャレ

ンジ事業の情報にアクセスしやすく、参加意欲

も高まった可能性がある。実際に取組を行う上

での障害や取組後の自己効力感、インセンティ

ブについては、項目の選択にばらつきが認めら

れることから、組織準備性や具体的な取組内容、

進捗状況、それに伴う労力的・時間的工数、協力

者の存在、従業員の反応などに左右されること

が考えられる。 
具体的な取組状況（表 5）および実施に伴う促

進要因、阻害要因の関連（図 1）について、取組

を実施する上で、専門職がいない事業場でも工

夫しながら実施することができていたが、看護

師や栄養士などの専門職がいることで取組全体

が科学的根拠に基づき、より効果的に実施でき

たことがうかがえる。今後の要望としても意見

が挙がっていたが、専門職がいない事業場でも、

専門職の定期的なサポートや派遣などによる支

援体制の構築が必要である。また、健康課題は、

生活習慣病や職業関連疾患が主であり、健康ク

イズやながら運動の取組は、概ね健康課題に沿
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った内容であり、対象事業場のニーズに合って

いた。健康課題の把握方法については、自社内で

把握してはいるものの、定期健康診断等のヘル

スデータを分析できている事業場は少なく、全

国健康保険協会三重支部による健康経営レポー

トにて把握している事業場もあった。マンパワ

ー不足や分析方法が分からないといった課題が

あると考えられ、自社内で分析することは難し

い場合が多い。健康経営レポートの活用を促進

したり、簡易的なヘルスデータ分析方法を教え

るセミナーを開催したりと、外部支援を充実さ

せることも検討することが望ましい。取組を行

うことで従業員の健康状態が向上すると思った

理由は大きく二つに分類できる。一つは、組織や

従業員のヘルスリテラシーがすでに高く、動機

付けのためのリソースが備わっているというこ

と、もう一つは、これから健康経営を推進してい

くためのきっかけとして期待しているというこ

とだ。健康チャレンジに参加する時点で、すでに

ヘルスリテラシーが高い集団であるため、比較

的取組を導入しやすい傾向がある。しかし今後、

健康経営優良法人を増やすためには、ヘルスリ

テラシーが低く、健康への関心が少ない事業場

に対してもアプローチが必要となる。健康経営

を推進する利益性の訴求方法の工夫、社会的・金

銭的インセンティブの導入なども視野に入れて

いくとよい。取組実施に伴う促進要因、阻害要因

の関連として、全体的に促進要因が多く挙がっ

たことは特徴的であった。取組を円滑に推進し

ていくためには、支援者の存在や組織意欲の高

さなどは大きなリソースである。それに加えて、

担当者自身の意欲は特に重要な因子であり、取

組の進捗や参加状況に大きく影響する。また、事

前のオンライン説明会時に各取組内容の工夫点

等を説明したが、その内容をベースに、各事業場

に合った取組の仕掛けを独自で工夫している傾

向があった。担当者の意欲を維持していくため

には、担当者への定期的なサポートや他事業場

の担当者との意見交換会など横のつながりを持

つ機会を創出することも必要である。阻害要因

は、主に取組の実施方法が障害となっているケ

ースが多かった。今年度の健康チャレンジは、専

門家による取組実施期間中の定期的なサポート

がなかったこと、健康クイズの Google フォーム

を使用した回答集計を各事業場の担当者に任せ

たことなどが障害性につながった可能性がある。

今後の取組内容や実施方法については、各取組

内容で複数の実施方法（ICT の活用や紙媒体で

の実施など）を検討する必要がある。取り組むき

っかけとして挙がった、ブランディングの一手

段としての外部アピールや新規性、楽しさなど

の関心は、健康チャレンジの参加公募の案内に

使用する文言として取り込むと参加希望事業場

数が増える可能性もある。担当者自身の達成感

やメリットは概ねポジティブな傾向があり、特

にながら運動の実施が定着化したことは、健康

チャレンジのひとつのゴールでもあり評価でき

るポイントである。今後の要望として、健康全般

や健康の取組に関する定期的な情報配信、専門

職の支援、健康チャレンジ用のアプリやLINEの

活用、ガイドブックやパンフレットなどで好事

例の紹介や横展開を希望しており、状況に応じ

てサポートやツールを導入することが望ましい。 
 研究 2 では、健康無関心層について、二つの

類型化の案を提示した。それによって、健康無関

心層を類型化して、優先順位を考え、効果のある

アプローチを検討することができる。今後は、こ

れらの案で、具体的な集団で類型化ができ、対処

が可能かどうかを検討する必要がある。 
 研究 3 では、論文等の出版物、研修会等で研

究成果に関する発表や周知をする機会を多く得

たことで、昨年度よりナッジと行動経済学の普

及を図ることができた。さらに実務者用のガイ

ドブックの作成、ＨＰでの情報提供を推進した。 
 3 年間の研究では、個々の生活習慣に注目した。

一方、具体的にアプローチするためには、世代や
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“場”（地域、職域等）を考慮することが有効で

あると思われる。次年度以降、世代＝ライフステ

ージを考慮した、健康無関心層を含む集団への

アプローチ方法を検討したい。 
 
E．結論 
 全国健康保険協会三重支部の協力を得て、ナ

ッジを応用した健康チャレンジ事業の実施に貢

献することができた。健康無関心層について、健

康への関心度によって集団を層化したポピュレ

ーションアプローチの類型化によって、健康無

関心層を含めた具体的なアプローチ方法を体系

的に進める理論を提示できた。研究班の研究成

果を、出版物、研修会等を通じて公表し、情報提

供を実施し、現場で活用できるガイドブックを

作成した。 
 
G．研究発表 
1．論文発表 
杉本九実、福田吉治．ポピュレーションアプロー

チの類型化：健康無関心層と健康格差の視点

から．日本公衆衛生雑誌．（印刷中） 
福田吉治、杉本九実．産業保健における行動経済

学の応用．産業医学ジャーナル．2021；44（3）：
98-103． 

福田吉治、杉本九実．身体活動促進のためのナッ

ジを活用したアプローチ インセンティブと

環境デザインの可能性．三重の国保．2021；
391：14-17． 

杉本九実、福田吉治．行動科学的視点からの教育

研修のあり方．産業精神保健．2021；29：24-
28． 

福田吉治、野村洋介．健康づくりにおけるナッジ

や行動経済学への期待．健診・検診や保健指

導への応用．三重の国保．2020；390：12-15． 

福田吉治、杉本九実．ナッジと行動経済学の基礎．

三重の国保．2020；389：12-15． 
福田吉治．ウィズコロナ時代の保健事業．埼玉の

国保．2020；309：1-3． 
杉本九実、福田吉治．行動科学的視点からの教育

研修のあり方．産業精神保健．2021；29：24-
28． 

福田吉治、甲斐裕子、近藤尚己、高橋勇太．ナッ

ジ理論を用いた健康施策のあり方（特別座談

会）．月刊健康づくり．2020；506：4-7. 
福田吉治．ナッジと行動経済学を活用した健康

支援．臨床栄養．2020；136：426-428． 
福田吉治．健康づくりにおけるナッジ（nudge）

と行動経済学の基本．日本栄養士会雑誌．

2020；63：6-10． 
2．学会発表 
杉本九実、甲斐裕子、林芙美、山田卓也、野村洋

介、工藤敦智、杉山聡、福田吉治．中小企業

におけるナッジと応用したマッチング型健康

づくりプロジェクトの推進．第 94 回日本産

業衛生学会（松本）．2021 年 5 月． 
林芙美, 坂口景子, 髙野真梨子, 杉本九実, 福田

吉治．ナッジを活用した自動販売機で無糖飲

料の選択を促す取り組み．第 29 回日本健康

教育学会学術大会（青森、オンライン）．2021
年 9 月． 

杉本九実、福田吉治．ナッジおよび行動経済学の

COVID-19対策における教育機関での応用事

例．第 79 回日本公衆衛生学会（京都）．2020
年 10 月． 

 
H．知的財産権の出願・登録状況 
（該当なし） 
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（2020 年度） 表 1 全国健康保険組合三重支部での各事業の概要 
 
1）社食健康クイズ：“謎解きはランチの中に” 

事業内容 

対象者：食堂で食事をとる従業員 
対象人数：従業員数（20 名～30 名想定） 
介入内容：ランチョンシートの紙を利用したヘルスキャンペーンである。食堂内の
設置されているトレーの上に敷く紙（ファーストフード店などでは広告として用い
ている紙）に健康にまつわるクイズが記載されている。出題クイズは月に 3 回、3
か月間で計 9題となる。クイズの内容は運動、食事、タバコ、飲酒など多岐にわた
るが、1枚の紙に 1 題のみ（別紙参照）とし、回答をすると正解者から抽選で豪華
賞品があたる仕組みとなっている。（インセンティブ） 
回答方法（応募方法）：ランチョンシートの隅にＱＲコードを記載し、そこにスマ
ホから応募できる。（google form などで集計も可能） 
集計したデータや解答は従業員の目のつきやすい場所に公開し共有する。事業所規
模により、景品の当たる確率が異なるため、キャンペーン期間とあわせて、何名の
当選者にするかを決める。 

評価方法 
メイン：健康関心度を計測する指標（事業実施前後比較）、生活習慣の変化を計測
する指標（事業実施前後比較） 
セカンダリ：QR コードを読み取りクイズに参加した割合 

その他 
問題点・課題：食堂での衛生面などを考慮し、実施できない場合もある 
フォローに手間がかかるために、短期間介入の方が良い可能性あり 

 
2）ながら運動 

事業内容 

・ 目 的：職場での筋トレやストレッチ等の実践 
・ 対象企業条件：運動不足の従業員が多い企業  
・ 対象者：全従業員 
・ 内 容：ちょっとした空き時間や体を動かす機会（＝マッスルチャンス）がで

きそうな事業所内の場所に、その場ですぐできる筋トレやストレッチのポスタ
ーや、活動を促すサインを張る。定期的にできるだけ多くの従業員を巻き込ん
で「新たなマッスルチャンス」を探す。マンネリ化を防ぐため、ポスターやサ
インは定期的に張り替えることを推奨。 

・ 場所の例 
・プリンターやコピー機の前（印刷を待つ間にストレッチ） 
・エレベーターの前（エレベーターを待つ間に筋トレ） 
・給湯スペース（お湯を沸かしたり、レンジを待つ間に筋トレ） 
・トイレまでの廊下（歩幅を広げるためのサインを掲示） 
・タイムレコーダーの前（レコードしたら筋トレ） 
・階段の前（階段利用促進）※エレベーター併設の事業所のみ 
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評価方法 

・ プリマリ・アウトカム：筋トレやストレッチの実施頻度（アンケート） 
・ セカンダリ・アウトカム：ポスターやサインの認知度と実践頻度（認知度と実

践頻度が高い場所を明らかにし改善に生かす）、体を動かすことのステージ
（無関心期の人が関心期になることを期待）、肩こりや腰痛の自覚症状（アン
ケート、※肩こりや腰痛対策のストレッチや筋トレを選んだ職場のみ） 

その他 

・ ケガに注意（例えば、高齢者が多い事業所では片足立ちになるようなものは避
ける） 

・ 全員でやるタイプの活動時には、腰が痛い人や持病を持つ人に配慮（例えば、
負荷の軽い別のストレッチ等で代替えする） 

 
3）チーム対抗 

事業内容 

・ 目 的：チームで競いあうことで、健康づくりの意識を高め、みんなで健康に
なる。 

・ 対象企業条件：チーム（4～6人）が 2チーム以上できること 
・ 対象者：限定せず 
・ 内 容：チームを組んで、健康づくりに挑戦する。運動、食事、節酒、禁煙、

減量 
・ 使用するナッジ理論：同調効果 

評価方法 

・ 歩数、食事への注意、飲酒の控え、禁煙の自己申告：開始前の 1 週間、中間の
1 か月、事後にグーグルフォームに登録してもらう。 

・ チームと個人ごとに点数をつけ、表彰する。点数は重みづけ。入力そのものに
も点数。 

・ 歩数については、担当者がスマホ、歩数計等にて確認 

 
4）寄り道パーキング 

事業内容 

・ 目 的：身体活動として日々の歩数を増やし、生活習慣病およびそのリスクの
改善を行う。 

・ 対象企業条件：従業員の多くが車通勤であり、パーキングを使用させてくれる
スーパー等が近隣にある企業 

・ 対象者：車通勤の方 
・ 内 容：会社から少し離れたスーパー等のパーキングを社員駐車場として契約

（自由に利用可能な場合は利用させてもらう）。通勤はそこから歩く。 
・ 使用するナッジ理論：デフォルト、Norm 

評価方法 

・ プリマリ・アウトカム：歩数（スマホで測定。スマホでカウントできない人に
は歩数計貸出） 

・ セカンダリ・アウトカム：駐車場の利用回数、体重やその他の検査結果（健康
診断の前後比較）、スーパー等での購入額 
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備考 

・ 車通勤の従業員が多く、身体活動・運動不足を解消したいと考えていること 
・ 近隣（おおむね 500 メートル程度）に無料あるいは安価で使用させてくれる駐

車場が確保できること（スーパーなどの駐車場を借りてもよい） 
・ 1 社あたり、5～10 名の参加者が確保できる見込みであること 

 
5）自販機無糖飲料ナッジ 

事業内容 

対象者：対象事業所に勤務する全社員 
目的：自動販売機で購入される飲料からのエネルギー摂取量を減らす 
介入方法：①情報提供のみ、②より望ましい選択肢を増やす、③支払い方法を簡便
にする、④経済的インセンティブの 3段階で実施 
介入期間：1～2か月（気候変化や長期休みなどで購買行動に影響が出ない範囲で）
段階的に実施する場合は、2週間ごとに①⇒④へ移行させる。 
使用するNudge： 
・これからの時期、飲料摂取が増えると予想されるため（タイムリー） 
・熱中症対策の水分補給であっても、通常の場合はお茶や水でも十分であることを
権威者が情報提供する（メッセンジャー） 
・（健康事業所宣言をしている事業所に対象を限定するのであれば）健康経営の一
環として、自動販売機の内容を変えることをトップが宣言する（メッセンジャー） 
・販売内容はこれまで通り変えずに、高エネルギー商品は赤マーク、無糖や人工甘
味料の低エネルギー商品は緑マークなど表示する（簡単） 

評価方法 

評価デザイン： 
1） 異なる介入内容を導入した事業所間の比較 
2） 介入をしていない事業所と上記内容の項目について同時期に比較 
（協力が得られれば） 
・ メインアウトカム：導入前後での販売数の変化、・前年同時期の販売数との比

較 
・ サブアウトカム：・社員の認知・行動の変化 
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（2021 年度） 表 2 参加者の基本属性 （取組前：N=404 取組後：N＝119） 
属性 取組前 取組後   取組前 取組後 

N % N ％  N ％ N ％ 
性 別 

  
   勤続年数      

男 267 66.1 80 67.2   1 年未満 59 14.6 20 16.8  
女 137 33.9 39 32.8   1～5 年未満 91 22.5 14 11.8 

年 齢（歳） 
  

    5～10年未満 64 15.8 16 13.4  
16～20 10 2.5 5 4.2   10～15 年未満 47 11.6 17 14.3  
21～25 29 7.2 5 4.2   15～20 年未満 37 9.2 10 8.4  
26～30 36 8.9 7 5.9   20～25 年未満 43 10.6 18 15.1  
31～35 30 7.4 8 6.7   25～30 年未満 24 5.9 11 9.2  
36～40 48 11.9 9 7.6   30年以上 39 9.7 13 10.9  
41～45 49 12.1  18 15.1  交代勤務の有無      
46～50 50  12.4  17 14.3   あり 24 5.9 8 6.7  
51～55 56 13.9 19 16.0   なし 380 94.1 111 93.3  
56～60 35  8.7  9 7.6  1 日の労働時間      
61～65 38 9.4 13 10.9   8 時間以下 141 34.9 37 31.1  
66～ 23 5.7  9 7.6   8 時間 208 51.5 54 45.4 

職種 
  

    8 時間以上 55 13.6 28 23.5  
管理 39 9.7 13 10.9  最終学歴     

 専門・技術 70 17.3 13 10.9   中学 15 3.7 2 1.7 
 事務 93 23.0 32 26.9   高校 157 38.9 52 43.7 
 販売 13 3.2 7 5.9   専門学校 55 13.6 15 12.6 
 サービス 21 5.2 8 6.7   大学 168 41.6 50 42.0 
 保安 1 0.2 0 0.0   大学院 9 2.2 0 0.0 
 農林漁業 3 0.7 0 0.0  婚姻の有無     
 生産工程 42 10.4 4 3.4   あり 263 65.1 82 68.9 
 輸送・機械運転 19 4.7 7 5.9   なし 141 34.9 37 31.1 
 建設・採掘 81 20.0 30 25.2  家族構成     
 運搬・清掃・包装等 3 0.7 1 0.8   単身 44 10.9 10 8.4 

 その他 19 4.7 4 3.4   2 人 169 41.8 53 44.5 

役 職       3 人以上 191 47.3 56 47.1 

 役員 50 12.4 15 12.6        
 管理職 67 16.6 28 23.5        
 一般正社員 259 64.1 66 55.5        
 パート・アルバイト 8 2.0 4 3.4        
 その他 20 5.0 6 5.0        
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表 3 取組前後での生活習慣の比較（取組前：N=404 取組後：N＝119） 

※太字下線がよい生活習慣 

 取組前  取組後 

N ％  N ％ 

現在、たばこを習慣的に吸っている  
いいえ 296 73.3 

 
82 68.9  

はい 108 26.7 
 

37 31.1  
20歳の時の体重から 10Kg 以上増加している  

いいえ 231 57.2  

 
76 63.9   

はい 173 42.8 
 

43 36.1  
1 回 30 分以上の軽く汗をかく運動を週２日以上、1 年以上実施している  

いいえ 285 70.5 
 

94  79.0   
はい 119 29.5  

 
25  21.0 

日常生活において歩行または同等の身体活動を 1日１時間以上実施している  
いいえ 242 59.9  

 
70  58.8   

はい 162 40.1  

 
49  41.2  

ほぼ同じ年齢の同性と比較して歩く速度が速い  
いいえ 210 52.0  

 
60  50.4   

はい 194  48.0  

 
59  49.6  

食事をかんで食べる時の状態はどれにあてはまりますか  
ほとんどかめない 9 2.2  

 
0  0.0  

⻭や⻭ぐき、かみあわせなど気になる部分があり、

かみにくいことがある 

48 11.9  

 
17  14.3  

 
何でもかんで食べることができる 347 85.9  

 
102  85.7  

人と比較して食べる速度が速い  
速い 154 38.1  

 
42  35.3   

遅い 44 10.9 
 

16  13.4  
普通 206 51.0  

 
61  51.3  

就寝前の 2 時間以内に夕食をとることが週に 3回以上ある  
いいえ 292 72.3  

 
80  67.2   

はい 112  27.7  

 
39  32.8  
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表 3 取組前後での生活習慣の比較 （取組前：N=404 取組後：N＝119） （続き） 

※太字下線がよい生活習慣 

 取組前  取組後 

N ％  N ％ 

朝昼夕の 3 食以外に間食や甘い飲み物を摂取していますか  
ほとんど摂取しない 92 22.8  

 
27 22.7   

時々 247 61.1  

 
63  52.9   

毎日 65 16.1  

 
29  24.4  

朝食を抜くことが週に 3回以上ある  
いいえ 316  78.2  

 
87  73.1   

はい 88 21.8  

 
32  26.9  

お酒（日本酒、焼酎、ビール、洋酒など）を飲む頻度  
ほとんど飲まない（飲めない） 197 48.8  

 
55 46.2   

時々 120 29.7 
 

32  26.9  
毎日 87 21.5  

 
32  26.9  

飲酒日の 1 日当たりの飲酒量 

 1 合未満 292 72.3  79 66.4 

 1～2 合未満 72 17.8  31 26.1 

 2～3 合未満 28 6.9  4 3.4 

 3 合以上 12 3.0  5 4.2 

睡眠で休養が十分とれている  
いいえ 131  32.4  

 
49  41.2   

はい 273 67.6  

 
70  58.8  

運動や身体活動の生活習慣を改善してみようと思いますか  
すでに改善に取り組んでいる（6 か月以上） 43  10.6  

 
10  8.4   

すでに改善に取り組んでいる（6 か月未満） 45 11.1  

 
20  16.8   

近いうちに改善するつもりであり、少しずつ始めて

いる（概ね 1か月以内） 

65 16.1  

 
9  7.6  

 
改善するつもりである（概ね 6 か月以内） 148 36.6  

 
50  42.0 

  改善するつもりはない 103 25.5  

 
30  25.2  
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表 4 取組前後の生活習慣改善意欲の比較（取組前：N=404 取組後：N＝119） 

生活習慣改善意欲 取組前 取組後  

N ％ N ％ p 

運動改善意欲  
あり 301 74.5 89  74.8  0.95  
なし 103 25.5 30  25.2  

食生活改善意欲   
あり 274 67.8 84  70.6  0.568 

 なし 130 32.2 35 29.4 

喫煙習慣改善意欲 ※喫煙者のみ 

 あり 73 18.1 21 17.6 0.986 

 なし 73 18.1 21 17.6 

健診受診意欲 

 あり 331 81.9 91 76.5 0.185 

 なし 73 18.1 28 23.5 
 
  

27



表 5 担当者の取組状況（N=28） 

 N ％ 

健康チャレンジに取り組む以前から、従業員の健康課題を感じていましたか 

【脆弱性・重大性・問題の認識】  
そう感じた 13 46.4  
ややそう感じた 11 39.3   
あまりそう感じなかった 3 10.7   
感じなかった 1 3.6  

健康チャレンジを行うことで、従業員の健康状態が向上すると思っていましたか【利益性】  
 そう思った 6 21.4 

 ややそう思った 18 64.3 

 あまりそう思わなかった 4 14.3 

 思わなかった 0 0.0 

健康チャレンジに取り組むのは、労力的・時間的に大変でしたか 【障害性】 

 そう思った 5 17.9 

 ややそう思った 11 39.3 

 あまりそう思わなかった 11 39.3 

 思わなかった 1 3.6 

健康チャレンジに取り組むきっかけはありましたか 【行動のきっかけ】 

 あった 8 28.6 

 ややあった 13 46.4 

 あまりなかった 7 25.0 

 なかった ０ 0.0 

健康チャレンジに取り組んでみて、達成感はありましたか 【自己効力感】 

 あった 4 14.3 

 ややあった 13 46.4 

 あまりなかった 7 25.0 

 なかった 4 14.3 

健康チャレンジの担当者として、あなたにメリットはありましたか 【インセンティブ】 

 あった 3 10.7 

 ややあった 15 53.6 

 あまりなかった 9 32.1 

 なかった 1 3.6 
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表 6 具体的な取組状況（N＝6） 

質問項目 カテゴリー コード 

従業員の健康課題 

【脆弱性・重大性・問題

の認識】 

（従業員の健康課題は何

ですか。また、どのよう

に把握していますか。） 

生活習慣病  肥満 

 高血圧 

 脂質異常 

 高血糖 

職業関連疾患  腰痛 

 肩こり 

生活習慣  喫煙 

 運動習慣がない 

 睡眠不良 

健康課題の把握方法 外部支援  全国健康保険協会三重支部の健康経営レポート 

自社内  定期健康診断結果の確認 

 事後措置の案内時 

 独自の健康アンケート調査 

健康状態向上の理由 

【利益性】 

（取組実施により、従業

員の健康状態が向上する

と思った理由は何です

か。） 

組織の特性  経営者の理解や協力 

 コーポレートビジョンに「健康」を掲げている 

 健康への取組を実施することが当たり前という風土 

従業員の特性  意欲的な従業員が多い 

期待感  会社全体で運動への意識が高められる 

 健康経営の推進への意識付け 

 どのような結果が出るのか期待 

取組の阻害要因 

【障害性】 

（労力的・時間的に大変

でしたか。また、実施に

あたってハードルになっ

たことは何ですか。） 

従業員の負担  業務中の取組実施は対象が限られる 

 高齢の従業員には ICTを活用した参加は難しい 

取組内容  健康クイズの内容が難しい 

実施方法  全従業員を対象にすると大変 

 実施期間がタイト 

 定期的な健康クイズの配信が負担 

 回答集計に時間を要する 
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表 6 具体的な取組状況（N＝6） （続き） 

質問項目 カテゴリー コード

取組の促進要因 

（取組を後押ししてく

れたリソースは何です

か。） 

支援者の存在  経営者や上司の協力

 専門職

担当者の意欲  担当者自身のやる気や実装の楽しさ

環境  コロナ禍で健康への意識が高まる

 従業員数が少ないため、取組を進めやすい

組織意欲の高さ  以前から健康への取組を実施している

 従業員の意識が高い

ターゲティング  参加者のターゲットを絞る

参加への促し  健康維持や取組参加への定期的な呼びかけ

 広報（企画案内書やポスターの掲示、社内放送）

インセンティブ  健康経営優良法人認定の申請書に取組内容を記載で

きる（会社）

 優秀賞や参加賞で何らかの景品を贈呈（従業員）

ナッジの応用  ながら運動のポスター掲示の工夫（動線を意識した

掲示）

 風土づくり（低関心層も自然と周囲に導かれる）

取組内容  事業のネーミングがユーモア

 イラストや大きな文字など分かりやすい媒体

 健康クイズの難易度がやりごたえある

 個人での実施が可能

 業務内容とリンクしている（身体活動量が多い）

評価のしやすさ  効果測定しやすい（健康クイズ）

きっかけ 

【行動のきっかけ】 

（取り組むきっかけは

何ですか。） 

健康経営の推進  健康経営優良法人の認定をめざす

 認定の継続

外部へのアピール  健康経営をブランディングの一手段として外部にア

ピールできる

金銭的支援  全国健康保険協会三重支部の補助金を利用

新規性  新しいことに取り組みたい

関心  健康チャレンジの内容が楽しそう
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表 6 具体的な取組状況（N＝6） （続き） 

質問項目 カテゴリー コード 

達成感 

【自己効力感】 

（担当者として達成感は

ありましたか。） 

担当者の反応  実装の楽しさ 

従業員の反応  取組期間中、参加者数を維持 

 従業員満足度につながった 

 コミュニケーションが活性化 

習慣化  ながら運動の実施が定着した 

メリット 

【インセンティブ】 

（取組を行うことで担当

者自身にどのようなメリ

ットがありましたか。） 

担当者の変化  ノウハウや知識、発想を得た 

 健康への意識の向上 

 健康情報へアクセスするようになった 

従業員の変化  取組へのよい反応がみられた 

 コミュニケーションが活性化 

再認識  改めて体を動かすことの重要性を再認識 

今後への要望 定期的な健康情報の共

有 

 健康情報や健康への取組などについて、定期的に

情報がほしい 

専門職の支援  専門職の定期的なサポート 

 専門家の派遣 

ツールの共有  健康チャレンジ専用のアプリがあればよい 

 LINEを活用した取組の実施 

 ガイドブックやパンフレットなどで、好事例の紹

介や横展開してほしい 
 

 
図 1 取組実施に伴う促進要因、阻害要因の関連 

 

支援者の存在

担当者の意欲

環境 組織意欲の高さ

ターゲティング

参加への促し

インセンティブ

ナッジの応用

評価のしやすさ

取組方法

従業員の負担

環境因子

取組の仕掛け

取組内容

取組の不自由さ・工夫不足
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表 7 研修会等での講演等 
 

 2020 年 9 月 2 日．健康無関心層の特性把握と保健活動の進め方～行動経済学とナッジ理論を

踏まえたアプローチ方法．令和 2 年度健康づくり事業推進指導者育成研修．東京都福祉保健

局．東京都健康プラザハイジア．  

 2020 年 11 月 24 日．多様な働き方になった健康無関心層にどう働きかけるか ナッジの活用

を通じてヒントを得る．日本産業保健師会 2020 年度第 1 回研修会．日本産業保健師会．オ

ンライン． 

 2021 年 1 月 12 日．行動経済学の保健事業への応用 ～ナッジ理論をどう活用するか～．鳥

取県市町村保健師協議会令和 2 年度第 2 回研修会．鳥取県市町村保健師協議会．オンライ

ン． 

 2021 年 2 月 10 日．ウィズ・アフターコロナ時代における新しい働き方．群馬県ヘルスケア

セミナー．群馬県．オンラン．2021 年 2 月 10 日．群馬県．オンライン．  

 2021 年 8 月 23 日．ナッジ理論を用いた特定保健指導の在り方について．令和 3 年度第 1 回

ヘルスサポート研修会．三重県国民健康保険団体連合会．オンライン．  

 2021 年 9 月 22 日．無関心層に届く保健事業のアイデアワーク．令和 3 年度愛知県国保連合

会における保健事業関係の研修会第 2 回．愛知県国民健康保険団体連合会．オンライン． 

 2021 年 9 月 25 日．第 23 回 ダノン健康栄養フォーラム コロナ禍における新たな栄養指

導の実践．ナッジ理論と行動変容～健康づくりへの活用～．オンライン． 

 2021 年 10 月 29 日．行動経済学とナッジの理論と応用～保健事業に活かすヒントを学ぶ．令

和３年度大分県市町村保健活動研究協議会技術研修会．大分県市町村保健活動研究協議会．

ホルトホール． 

 2021 年 11 月 19 日．健康的な食生活の実践を促すナッジの活用について．令和３年度栄養士

等研修会．東京都西多摩保健所．オンライン 

 2021 年 11 月 25 日．ナッジ理論で健康支援．令和３年度政策・実務研修「住民の健康を考え

る～健康寿命を延ばすために～」．全国市町村国際文化研修所． 

 2021 年 11 月．板橋区 YouTube チャンネル．ナッジ理論を健康づくり協力店にどう活かして

いけるか？ オンデマンド配信． 

 2021 年 4 月～2021 年 3 月．（計 8 回）．中央労働災害防止協会 令和 3 年度 実務向上研修

行動経済学とナッジの健康づくりへの応用－理論と実践－． 
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資料2 

健康関心度尺度の開発に向けた研究 

研究分担者 石川ひろの 帝京大学大学院公衆衛生学研究 教授

研究要旨 

 本研究では、「健康無関心層」の特徴を明らかにし、そのような集団に対する効果的なアプローチ

方法を検討していくための前提となる、健康関心度に関する概念の整理と尺度の開発を目的とし

た。研究は、1）健康関心度尺度の作成と信頼性・妥当性の検証（2019 年度）、2）健康関心度と健

康行動との関連の検討および健康無関心層の特性把握（2020 年度）、3）英語版健康関心度尺度の

検討（2021 年度）に大別される。 
1）健康関心度尺度の作成では、健康への関心について概念整理を行ったのちインターネット調

査による横断研究（予備調査 n=400）を実施し、信頼性・妥当性を検証した。健康関心度尺度は 3
因子 12 項目となった。2）健康関心度と健康行動との関連、健康無関心層の特性把握についても同

様にインターネット調査を実施した（本調査 n=800）。健康関心度は年齢、学歴などの属性と関連

するとともに、健康行動とも関連を示し、基本的には関心が高いほど健康的な行動がとられていた。

一方、下位尺度「健康への価値観」は健康行動の種類によって関連が異なることが示唆された。3）
英語版の健康関心度尺度については、日本語版健康関心度尺度を ISPOR タスクフォースのガイドラ

インを参考に英語に翻訳した。今後、英語版健康関心度尺度の信頼性・妥当性についても検証する

ことで、日本のみならず諸外国の健康無関心層の特性についても明らかにできると考える。

今後は、健康無関心層をスクリーニングするためのカットオフ値の設定を含め、尺度得点の

持つ意味を検討していくとともに、対象者の健康関心度に合わせた教育介入、情報提供のあり

方、また、健康関心度そのものを高めるための働きかけについても検討していく必要がある。

研究協力者 

小澤 千枝（帝京大学大学院公衆衛生学研究科） 

Ａ．研究目的 

生活習慣病をはじめとする非感染性疾患の

原因の多くは個人の行動と関連するといわれ

ているが、健康行動へ導くための手法とし

て、これまでポピュレーションアプローチが

多く用いられてきた。一方で、ポピュレーシ

ョンアプローチは健康への関心が低い層は恩

恵を受けにくく、健康格差を増大させてしま

う可能性があることが指摘されている。さら

に、“リスクを持つリスク”の高い集団

vulnerable population においては、複数のリ

スクが集積しているため、通常ひとつのリス

クを対象として実施されるポピュレーション

アプローチの手法では不十分であるとされて

いる。健康への関心が低い“健康無関心層”

はこうした複数のリスクが集積された集団で

ある可能性がある。

健康無関心層や健康への関心という言葉は

よく使用されるが、その概念や定義は明確では

ない。ヘルスリテラシーや健康意識などの関連

概念の質問票・尺度はあるが、健康への関心度

を定量化する尺度は確立されていない。また、

対象となる行動や集団により健康無関心層の

考えが異なることが予想される。

近年では公衆衛生の施策にナッジやインセ

ンティブなどの行動経済学の手法を応用し、健

康無関心層を含むすべての集団に対して行動

変容を促す取り組みが行われている。本科研が

目指す、健康への関心度による集団のグルーピ

ングと特性把握ならびに健康無関心層への効

果的な介入手法の確立の前提として、本研究で

は、1）健康への関心度の概念の整理を行い、

定量化指標（健康関心度尺度）の項目案を作成

すること（予備調査）、予備調査の結果を踏ま

え、2）健康関心度と健康行動との関連を検討

すること（本調査）、海外においても健康無関

心層の研究が行えるよう 3）英語版健康関心度

尺度の作成を目的とした。 
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Ｂ．研究方法 

1）健康関心度尺度の作成（予備調査） 

尺度の作成にあたり、健康への関心、無関心

について文献レビューを行った。得られた文献

における類似概念や尺度について、健康関心度

尺度のアイテムプールを作成した。研究班のメ

ンバーの議論に基づいて整理し、尺度の候補項

目は 33 項目となった。質問形式はリッカート

法とし、「そう思う」から「そう思わない」の

4件法とした。 

調査は、楽天インサイト株式会社にモニター

登録している 30～60 歳代の男女各 50 名、計

400 名を対象にインターネット調査を実施し

た。2週間後、回答した全ての者に対し同様の

アンケートを再度配信し、回答を依頼した。調

査項目は、今回作成する健康関心度尺度の項目

に加えて、健康行動項目（喫煙、運動、飲酒、

睡眠、適正体重の維持、朝食の摂取、間食など）、

外的基準としてヘルスリテラシー尺度（HL）、
ヘルスローカスオブコントロール尺度（HLC）、

個人の属性に関する項目などである。 
解析は、構成概念妥当性検証のための因子分

析（主因子法、プロマックス回転）、クロンバ

ックα係数による内的整合性の確認、再テスト

法による一貫性の確認を行った。収束的妥当性

検証のための HL、HLC との相関係数の確認

を行った。 

（倫理面への配慮） 

帝京大学倫理委員会の許可を得て実施した。

（帝倫 19-209号） 

 
2）健康関心度と健康行動との関連、健康無関

心層の特性把握（本調査） 

 予備調査で得られた結果を再度検討し、健康

無関心層の特性を把握するため、楽天インサイ

ト株式会社にモニター登録している 30～60 歳

代の男女各 100名、計 800名を対象にインター

ネット調査を実施した。調査項目は、予備調査

で作成した 12 項目の健康関心度尺度に加え、

同様の健康行動項目（食事、運動、飲酒、喫煙）、

個人の属性に関する項目である。 

解析は、尺度項目で全て同じ数字を回答した

36 名を除外し、764 名を対象とした。構成概

念妥当性検証のための因子分析（主因子法、プ

ロマックス回転）、クロンバックα係数による

内的整合性の確認を行った。尺度得点と属性に

ついてはｔ検定、一元配置分散分析および共分

散分析を、健康行動の有無についてはロジステ

ィック回帰分析にて検討した。 

（倫理面への配慮） 

帝京大学倫理委員会の許可を得て実施した。

（帝倫 20-149号） 

 

3）英語版健康関心度尺度の検討 

 健康関心度尺度は、ISPOR タスクフォースの

ガイドライン[1]を参考に英語翻訳された。 

（1）英語を母国語とする 2 名のネイティブが

それぞれ、尺度を日本語から英語に順翻訳した。

ネイティブたちは、英文校正・医療翻訳の企業

に所属している。 

（2）2つの順翻訳版と、日本語版尺度を作る際

に参考にした尺度項目の英語原文を、著者を含

む 2名の研究者が比較・統合し、1つの英語原

案を作成した。 

（3）著者を含む 4 名の研究者がレビューを行

い、最終版を作成した。 

 回答は日本語版と同様に 4 件法（1＝そう思

わない、4＝そう思う）とし、9）-12）の健康

への価値観は逆転項目とした。 

 

Ｃ．研究結果 

1）健康関心度尺度の作成（予備調査） 

 対象者の平均年齢は 49.4 歳（SD11.2）で

あった。 

 因子分析の結果、3因子、全 12項目の尺度

となった。各々の因子名は「健康への意識」

「健康への意欲」「健康への価値観」とした

（表 1）。また、確証的因子分析において概ね

許容できる適合度指標が得られた（GFI＝

0.932、AGFI＝0.896、CFI＝0.936、RMSEA＝

0.079）。収束的妥当性の検討として、健康関

心度尺度の合計得点と HLC、自身の健康への

全般的関心との関連を検討したところ、相関

係数はそれぞれ 0.55（p＜0.001）、0.64（p＜

0.001）で、有意な正の相関が確認された。 

内的整合性を示すクロンバックα係数は、

合計尺度で 0.85、下位尺度「健康への意識」

0.85、「健康への意欲」0.82、「健康への価値

観」0.78 で十分であった。再テスト法におけ

る級内相関係数とその 95％信頼区間は、そ
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れぞれ0.84［0.80，0.87］、0.79［0.75，0.83］、

0.69［0.63，0.75］、0.56［0.47，0.63］であ

り、概ね良好な値であった。 

尺度得点と属性との関連は、主に性別、年

齢において有意な差が見られた。 

尺度得点と健康行動の有無は、「健康への

意識」、「健康への意欲」で概ね正の関連が見

られたが、「健康への価値観」ではほとんど

関連が見られなかった。 

 

2）健康関心度と健康行動との関連、健康無関

心層の特性把握（本調査） 

対象者の平均年齢は 49.5 歳（SD11.2）で

あった。 

構成概念妥当性の検討として因子分析を行

ったところ、予備調査と同様の 3因子が得ら

れ、因子の構成項目も同様であった。内的整

合性を示すクロンバックα係数は、合計尺度、

下位尺度とも良好な値であった。 

尺度得点と属性の関連について、年代は予

備調査の結果と同様、合計尺度および下位尺

度全てで有意な差がみられた（p＜0.001、p

＝0.001、p＝0.001、p＝0.032）。学歴は、下

位尺度「価値観」を除いて有意な差がみられ

た（p＝0.012、p＝0.002、p＝0.036）。一方、

性別はいずれも有意差がみられず、予備調査

と異なる結果になった。そのほか、現在の暮

らし向き、時間的なゆとり、既往歴、健康を

サポートする他者、HL などと関連が見られ

た。 

また、性別、年齢に加え、学歴、現在の暮

らし向き、既往歴、時間的なゆとり、健康を

サポートする他者、HL を共変量としてステ

ップワイズ法による重回帰分析を行った結

果（組み入れ／除外基準：0.05／0.2）、年齢

が高い、学歴が高い、既往歴がある、時間的

なゆとりがある、健康をサポートする他者が

いる、HL が高いという特徴をもった者が、健

康関心度が高い傾向にあった。 

健康行動と健康関心度との関連について

は、すべての健康行動において、健康関心度

の上昇に伴い健康行動の実施率も上昇した。

また、健康行動を実施できている者の方が尺

度得点が高い傾向にあり、予備調査の結果と

概ね一致した。ただし運動習慣については、

運動習慣がある者の方が健康への価値観が

低かった（オッズ比［95％信頼区間］：0.90

［0.84，0.97］）。 

個人の属性および外的要因は、健康行動の

種類によって関連が異なった。食行動は年齢、

健康をサポートする他者と、運動習慣は性別

（男性）、年齢、時間的なゆとり、健康をサ

ポートする他者と関連がみられた。一方、飲

酒習慣は年齢が低いこと、喫煙状況は性別

（女性）、学歴の高さが関連しており、外的

要因との関連はみられなかった。 

 

3）英語版健康関心度尺度の検討 

英語版健康関心度尺度を表 2に示す。尺度は

3 因子 12 項目、理論的範囲は 12-48 である。

下位尺度は、健康への意識、健康への意欲、健

康への価値観である。 

 

Ｄ．考察 

1）健康関心度尺度の作成 

3因子、12項目からなる健康関心度尺度を作

成し、予備調査、本調査において、信頼性・妥

当性を確認した。3因子からなる構造は、確証

的因子分析によってモデルとしても概ね許容

できることが確認された。 

2）健康関心度と健康行動との関連、健康無関

心層の特性把握 

健康関心度と健康行動の関連においては、予

備調査、本調査とも、健康行動を実施している

者の方が概ね関心度が高いという結果になっ

た。一方、価値観は、予備調査では健康行動

とほとんど関連がみられなかったが、本研究

では運動習慣と飲酒習慣で関連がみられた。

運動習慣は、価値観が低い方が運動習慣があ

り、想定と逆の結果であった。価値観の項目

には、「健康よりも遊びや趣味が大切だ」な

どの健康以外を優先させる態度が含まれる。

運動を継続する要因として、健康増進の他に

楽しさや高揚感が知られており、運動を習慣

化している者は、健康というより楽しみとし

て実施している可能性がある。よって、健康

のためという目的を前面に出すよりも、遊び

や趣味の一環となるように運動を推進する

ことで、継続的な運動実施につながる可能性

がある。反対に、飲酒習慣は予備調査同様、
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意識、意欲とは関連がみられなかったものの、

健康への価値観が高い方が適正飲酒を行う

傾向にあった。飲酒動機として、気分の高揚

や人との付き合いが知られており、仕事上の

付き合いであることも多い。「遊びや趣味」

「仕事や収入」よりも健康を優先する価値観

が高いことが適正飲酒につながっている可

能性がある。個人の属性および外的要因も、

健康行動の種類によって関連が異なった。食

行動は年齢、健康をサポートする他者と、運

動習慣は性別（男性）、年齢、時間的なゆと

り、健康をサポートする他者と関連がみられ

た。よい食行動や運動習慣の改善にはソーシ

ャルサポートが、運動習慣には時間の確保が

必要であるなど、個人の健康関心度だけでは

なく環境整備が大切であるなどことが示さ

れた。一方、飲酒習慣は年齢が低いこと、喫

煙状況は性別（女性）、学歴の高さが関連し

ており、外的要因との関連はみられなかった。 

また、本調査において、健康関心度と属性の

関連を詳細に検討したところ、健康関心度が

低い、いわゆる「健康無関心層」は、年齢が

低い、学歴が低い、既往歴がない、時間的な

ゆとりがない、健康をサポートする他者がい

ない、ヘルスリテラシーが低いといった特徴

があることが明らかになった。今後、健康へ

の関心を高める取り組みや健康行動を促す

ための環境整備がすすみ、健康無関心層への

効果的なアプローチが確立されることが期

待される。 

本研究では、健康関心度が高いと健康行動

を実施することが示されたが、どの程度の関

心度の高さが望ましいのかについてはさら

なる検討が必要である。極端な健康関心度の

高さは、時に健康自体が目的化された「健康

至上主義」へとつながり、精神的、社会的な

ウェルビーイングを損なう可能性もある。健

康無関心層をスクリーニングするためのカ

ットオフ値の設定を含め、尺度得点の持つ意

味を検討していくとともに、対象者の健康関

心度に合わせた教育介入、情報提供のあり方、

また、健康関心度そのものを高めるための働

きかけについても検討していく必要がある。 

3）英語版健康関心度尺度の検討 

また、健康関心度尺度の英語への翻訳を行っ

た。今回作成した英語版の信頼性、妥当性につ

いては検証されていないため、今回作成した翻

訳版をもとに今後検証を行っていく必要があ

る。ただ、日本語版尺度を作成するにあたって

は、関連する英語文献や英語で開発された尺度

も含めてレビューを行っている。それらに基づ

いて作成された日本語版尺度が、健康行動など

と想定された関連を示したことから、この尺度

はある程度文化的な普遍性を持ち、使用可能で

あることが予測される。今後、日本だけではな

く他の国においても健康関心度尺度が使用さ

れ、健康関心度に関する研究が進むことで、健

康関心度の概念や健康行動への影響について、

普遍性や社会文化的な差異がより具体的に明

らかになることが期待される。また、今回開発

した健康関心度尺度についても、国内外の研究

で使用され、データが蓄積されることで、さら

に外的妥当性が示され、健康無関心層の特性を

明らかにできると考える。今後、英語版尺度の、

信頼性、妥当性の検証を含め、健康無関心層に

関する研究が進むことを期待する。 

 

Ｅ．結論 

3 因子 12 項目からなる健康関心度尺度を開

発した。健康関心度が高いものほど健康行動を

とる傾向にあり、健康への関心が低いいわゆ

る「健康無関心層」は、年齢が低い、学歴が

低い、既往歴がない、時間的なゆとりがない、

健康をサポートする他者がいない、ヘルスリ

テラシーが低いといった特徴があることが

明らかになった。今後、健康無関心層をスク

リーニングするためのカットオフ値の設定

を含め、教育介入や情報提供の仕方、健康関

心度を高める働きかけについても検討して

いく必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

小澤千枝、石川ひろの、加藤美生、福田吉治.

「健康無関心層」とは何か：尺度開発と妥当性

の検証. 第 12 回日本ヘルスコミュニケーシ

ョン学会学術集会、2020年 9月. 

小澤千枝、石川ひろの、加藤美生、福田吉治．
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「健康無関心層」の把握に向けた健康関心度尺

度の開発．日本健康教育学会誌．2021；29(3)：

266-277 
 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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表 1．健康関心度尺度 探索的因子分析の結果 
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表 2．英語版健康関心度尺度

disagree
slightly

disagree
slightly
agree agree

Health Consciousness

1) I’m very self-conscious about my health.

2) I’m interested in information about my health.

3) I pay attention to changes in my health condition.

4) I am more health conscious than people around me.

Health Motivation

5) I am willing to spend some extra money for my health.

6) I do everything I can to stay healthy.

7) We should spend some extra time for health.

8) I want to put health first in my living.

Health Value

9) Work and income are more important than health.

10) I worry about my health only when I get sick.

11) Hobbies and leisure activities are more important than health.

12) Rather than prevent illness, it is just to cure when I get sick.

 Health Value (No.9-12) are reversed items.

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4

1 ---------- 2 ---------- 3 ---------- 4
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資料３ 
 

行動科学を応用して健康への関心度に関連する社会的属性に配慮して考案した職域保健

プログラム「健診戦」の効果に関する研究 

 

 研究分担者  近藤 尚己 （京都大学大学院医学研究科） 

 研究協力者  永田 英恵 （東京大学大学院医学系研究科） 

  

  

研究要旨 特定健診等の効果は限局的と指摘されており、効果的な職域でのメタボリックシン

ドローム対策を見つける必要がある。特に、社会的なストレスを抱えやすい環境に置かれている場

合、健康づくりへの意欲を維持することが難しく、知識啓発や健康教育などのアプローチだけでは

健康格差の拡大を招く可能性がある。健康格差の是正に向けては社会属性による行動の特徴を踏

まえた戦略的なアプローチが求められる。そこで、昨年度検証して慢性疾患リスクの改善効果が認

められた職域保健プログラム「健診戦」が、特定保健指導対象者か否かや、職位の異なる対象者に

対してそれぞれに効果を及ぼし得るかを検討した。同プログラムは将来の自分の行動を確約する

コミットメント等の行動理論をもとにデザインされた。社員 3428 人を対象に、2019 年に実施さ

れた保健プログラム前後の健康診断結果を分析した。傾向スコアでの逆確率重み付けによりプロ

グラム参加群と非参加群の背景を調整した上で評価したところ、健診戦参加者ほど BMI、体重、

腹囲のプログラム前後で数値の改善がみられた。その効果は特定保健指導対象者ほど明確であっ

た。層別分析で雇用形態（正規雇用 vs 非正規雇用）職位（管理職 vs 一般職）ごとの両群の結果の

差を比較した結果、プログラム参加群では非参加群に比べて BMI、体重、腹囲いずれでも検査値

に改善がみられ、その改善度合いに職位による差はみられなかった。コミットメント等行動科学に

基づく工夫を施したプログラムは、職域での心血管疾患対策として有用である可能性がある。 
 

A. 研究目的 
高齢者の医療の確保に関する法律に基づきメタボ

リックシンドロームの対策に焦点をあてた特定健康

診査・特定保健指導が開始されている。特定健診・特

定保健指導の介入効果について、鈴木らや福間らは特

定健診・保健指導制度の介入効果は肥満状態の軽度改

善に留まり、心血管疾患リスクの減少等は見られてお

らずその効果は限定的であることを指摘している 1。

現行の特定健診・特定保健指導の問題点として、保健

指導対象者のうち保健指導が実施され終了した者が

少ないといったことを指摘している。したがって、よ

り効果的な保健プログラムの開発が必要、との指摘が

ある 1。また、保健指導をはじめとしたプログラムの

効果は、対象者の属性により効果が異なる可能性があ

り、アプローチによっては、社会的に不利な集団への

効果を期待できず、健康格差を拡大させる可能性があ

る。社会的ストレスを抱える集団は健康づくりへの関

心や優先順位を上げるのが難しく、通常の教育的指導

の効果が期待しにくいとの指摘もある。 

そこで本研究では、本研究班等によるプロジェクト

の協力を得て博報堂 DYグループが開発した職域保健

プログラムである「健診戦」に着目した。同企業では、

男性社員の肥満率の高さや社員の受動的な健診参加

態度（受診率は 100%に近いが保健指導への関心が薄

いなど）などを課題ととらえ、それらの克服をねらい

として、つまり「自分自身の健康改善に向けてよりポ

ジティブな気持ちで健康診断に臨むためにはどうし

たらいいか」という視点で同プログラムを発案した。
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健診戦では、近年の行動科学理論を参考にして、健診

データをもとに、昨年の自分を競争相手と見立て、そ

れに打ち勝つことを目指して、健診日に向けて健康行

動を促す工夫が施されている。具体的には、社内イン

トラシステムにおいてプログラムへ「参加する」こと

を宣言するエントリーボタンをクリックすることで、

自分の将来の行動を確約する「コミットメント」の効

果を引き出す工夫がなされている。これまでに、コミ

ットメント手段の提供によりワクチン接種率が上が

ることなどが知られている（自身で接種日時を案内状

に書き込むという機会を提供）2。また、同一組織内で

他者と同じゴールを目指す枠組みを構築することや

属する環境で行われる保健プログラムに曝露するこ

とで、自己効力感が高まり、保健プログラムの効果を

上げられることが知られている 3。 
そこで本研究では、健診戦参加者では体重、BMI、

腹囲やその他の代謝性バイオマーカーが非参加者に

比べて改善するか、またその効果は特定保健指導対象

者であるか否かや、職位や雇用形態により異なるかを

検証した。 

 

B. 研究方法 
データ 

博報堂 DYホールディングス、博報堂、博報堂 DYメ

ディアパートナーズに在籍する社員 4915 のうち複数

年健診データが存在する社員 3697 人(全体の 78.7%)
の 2015 年度から 2019 年度の健診データを用いた。 

2019 年度の定期健康診断の実施 1.5 ヶ月前に参加募

集を開始、健診日当日までの間、希望者は随時社内イ

ントラシステム上でエントリー登録をおこなった。参

加の呼びかけにはメール送付や社内通路へのポスタ

ー掲示などが利用された。メールは全社員に週 1 回送

られた。メールにはエントリー登録を促す文面の他、

生活習慣改善の工夫点やメタボリックシンドローム

に関する情報提供、健康行動を取り組んでいる社員の

事例や健康宣言、プログラム企画者の想いに関して、

週ごとに内容を変えながら記載された。プログラムの

宣伝コピーには「去年の自分のカラダに挑む、健康診

断エンターテインメント健診戦」などが用いられ、参

加プロモーションはオリンピックのようなスポーツ

イベントを想像させるようなものであった(図 1)。参

加条件は、職位・年齢・雇用形態を問わず、2018 年度

の健診データがあるすべての社員であり、参加は無料 

 

図 1 健診戦広報資料 

 

であった。参加者には健診実施 3 ヶ月後に、個別の結

果がオンライン上で配布された。指標の改善率等につ

いてレーダーチャートを用いて視覚効果を高めた形

でフィードバックされた(図 2)。また、フィードバック

内容には、同企業独自のアルゴリズムにより、腹囲、

BMI、血圧、脂質、肝機能等 9 項目の改善度を統合し

て全体の改善度を 1 つの数値で示したスコアも示され

た。また 2018 年度から 2019 年度にかけて特に健康改

善・維持できた社員のうち上位 8 名には報奨金などの

景品が贈られることが参加募集時に伝えられていた。

なお参加者への個別のゴール設定はなく、個別化され

た健康指導等もなかった。 

図 2 参加者への結果表 

 

指標の測定 
メタボリックシンドロームの診断基準並びに特定

保健指導対象者の選定基準となる検査項目に準じ、メ

インアウトカムを体重、BMI、腹囲のプログラム参加

前後の値の変化とした。 
 
統計分析 
本プログラムへの参加が健康アウトカムに影響し

ているかを、差の差分析を用いる準実験研究デザイン
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を採用して評価した。プログラム参加前の値として

2018 年度のデータを用いて、健診戦のゴール日に当

たる 2019 年度の健診のデータとの差を評価した。2階

層のマルチレベル線形回帰分析により、1 階を時点、

2 階を個人と設定して分析した。差の差分析を用いる

前提条件である並行トレンド仮定を満たしているか

どうか、2015 年度-2018 年度の 4 年間の健診データを

用いて、プログラム実施前のプログラム参加群と非参

加群の各年度の検査値に統計的に有意な差がないこ

とを確認した。プログラムの参加に関与し得ると考え

る変数を用いてロジスティック回帰分析にて傾向ス

コアを算出した。いずれの変数もプログラム実施より

も前の時点であるデータを用いた。傾向スコアを算出

後、プログラム参加群と非参加群とで各独立変数の群

間の標準化差を計算し、いずれも標準化差が 0.1 より

小さいことを確認した後、傾向スコアの逆確率による

重み付けをした。全ての分析は Stata, version 
16.1(StataCorp.,Texas,USA)で行った。 
＊＊転載ここまで＊＊ 
上記の分析を、今回雇用形態（正規職員か非正規職

員課）職位（管理職か一般職か）で層別に分析した。 
 
倫理的配慮 
本研究は東京大学大学院医学系研究科の倫理委員会

の承認を受けて行われた（No.2019372NI）。 
 

C. 研究結果 
在籍社員 4915 人のうち、2018 年度、2019 年度の健診

結果が揃っていない者及び研究に同意が得られなか

った 1218人、変数の欠損値がある 269人を除外し 3428

人の社員を分析対象とした。プログラム参加群は 1428
人、非参加群は 2000 人であった。 

プログラム参加群・非参加群と特定保健指導対象

者・非対象者間での差の差の差の推定値は体重（-

0.8kg:95％CI -1.49,-0.12）、BMI（-0.25:95％CI -0.48,-

0.02）、腹囲（-1.15cm:95％CI -1.86,-0.43）で特定保健指

導 対 象 者 で 特 に 減 少 が み ら れ た (P for 

interaction=0.02)(表１．表 2. 表３)。 

正規雇用者は非正規雇用者よりも参加者の相対的な

ＢＭＩ減少が大きかった（0.3, P<0.001）非正規雇用者

では差が明確でなかった。職位については、役職の有

無による効果の差は見られず、いずれも、同等（0.35と

0.27，統計的に明確な差はなし）の効果領であった（図

２）。 

 

Ｄ．考察 

職域保健プログラム「健診戦」への参加は参加者の

体重、BMI、腹囲各値が改善と関係した。特に、特定

保健指導対象者においては大きな改善がみられた。正

規雇用者では明確な健診戦の効果がみられた。非正規

雇用者はサンプル数が６１と小さく、統計的に妥当な

検証ができなかった。職位による効果には差は見られ

なかった。以上より、少なくとも職位、すなわち役職

の有無による効果の違いは認められず、健診戦はこの

点においては健康格差を拡大させる可能性は否定さ

れる。 
健診戦の効果には、次の４つが考えられる。まず、

コミットメント効果は健康改善に対する実行意図を

促すものとなり得るため、心理的な強制力が働き選択

した行動を遵守させるとされている。コミットメント

は健康行動のステージモデルにおける行動的なステ

ージで大きく影響することが知られている。本プログ

ラムにおいてプログラムに「参加する」とエントリー

ボタンを押し、将来への行動を確約したことが、健康

行動へ繋がった可能性がある。２つ目に、本プログラ

ムは全社一斉イベントとして行われたことで社会的

規範が形成されたことで、行動を起こしやすくなった

可能性もある。3 つ目にワンクリックで参加完了する

こと、個別の健康指導等による時間が取られないとい

ったプログラムの行動デザインにより、時間選好に影

響を受けやすい人、特に双曲割引傾向のある人への健

康行動に影響を与えた可能性がある。4 つ目に、宣伝

コピーでも見られるように本プログラムがエンター

テインメント性を持ち、またゲーミフィケーションの

要素を持っていたことが関係している可能性がある。 
今回の検証結果に対しては、このような効果が職位

による効果の差を生まなかったことを説明するかも

しれない。 
 

結論 

行動科学に基づく複数の工夫を行った職域健診を活用

した健康推進プログラム「健診戦」には効果があり、

その効果は特定保健指導の対象者ほど大きく、またそ

の効果に職位による差を認めなかった。今後、参加者
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の特徴を、その興味関心や行動パターン等に基づきさ

らに詳しく分類し、属性に応じたプログラムを提供す

るといったテーラーメード化をするなどにより、より

介入ニーズの高い集団に対してより大きな効果を期待

できるようなプログラムを考案できる可能性がある。 

 

Ｅ．研究発表 
査読中 

 
Ｆ．知的財産権の出願・登録状況（予定を含む） 
1.特許取得 

なし 

2.実用新案登録 

なし 

3.その他 

利益相反情報：近藤尚己は博報堂DYホールディングス

から共同研究費の委託を受けている。同社は本研究の

分析プロセスの決定に際して強制力を持たない。 

 

G．引用文献 
1. Fukuma S, Iizuka T, Ikenoue T, Tsugawa Y. 

Association of the National Health Guidance 

Intervention for Obesity and Cardiovascular Risks 

With Health Outcomes Among Japanese Men. 

JAMA Internal Medicine. 2020. 

2. Milkman KL, Beshears J, Choi JJ, Laibson D, 

Madrian BC. Using implementation intentions 

prompts to enhance influenza vaccination rates. 

Proceedings of the National Academy of Sciences. 

2011;108(26):10415-20. 

3. Maibach E, Flora JA, Nass C. Changes in Self-

Efficacy and Health Behavior in Response to a 

Minimal Contact Community Health Campaign. 

Health Communication. 1991 1991/01/01;3(1):1-15. 
 

 

 

 

43



図１. プログラム参加・非参加とプログラム前後での健診データの変化の関連：プログラム参加者と非参加者間の相違（差の差分析） 

 

 

 

  

図２ 属性別の BMI変化 赤線は健診戦参加群、青線は不参加群。 

 

DID= -0.73, p<0.001 DID= -0.25, p<0.001 DID= -0.84, p<0.001 
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表１. プログラム参加・非参加とプログラム前後での健診データの変化予測値:  逆確率重みづけ後のデータ 

  プログラム参加群 プログラム非参加群 差の差 

  2018 年 2019 年 2018 年 2019 年 
 

  予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 P value [95%CI] 

体重 66.9 66.2 67.6 66.6 65.9 67.3 66.9 66.3 67.5 67.3 66.8 67.9 -0.73 <0.001 -0.93 -0.54 

BMI 23.1 22.9 23.2 22.9 22.8 23.1 23.1 22.9 23.2 23.2 23.0 23.4 -0.25 <0.001 -0.31 -0.18 

腹囲 81.7 81.2 82.3 81.6 81.1 82.1 81.8 81.3 82.2 82.5 82.0 82.9 -0.84 <0.001 -1.08 -0.60 

収縮期血圧 118.6 117.7 119.5 116.4 115.5 117.3 119.4 118.6 120.2 118.6 117.8 119.4 -1.37 0.01 -2.33 -0.40 

拡張期血圧 72.7 72.0 73.4 72.0 71.3 72.6 73.8 73.2 74.4 73.5 72.9 74.1 -0.49 0.18 -1.21 0.23 
LDL コレステロール 117.3 115.5 119.0 118.2 116.4 119.9 118.4 117.0 119.7 120.6 119.2 121.9 -1.33 0.21 -3.39 0.74 

HbA1c 5.3 5.2 5.3 5.2 5.1 5.2 5.3 5.3 5.3 5.2 5.2 5.2 0.00 0.60 -0.02 0.01 

 

表２ 健診戦参加群と非参加群の各指標の変化量の群間差 
  女性 男性 
BMI -0.205 -0.282 
腹囲 -0.0254 -0.961 
拡張期血圧 -1.075 -0.379 
収縮期血圧 -2.025 -1.122 
総コレステロール -1.169 -1.938 
HDL 1.002 0.629 
LDL -1.8 -0.598 
γGTP -0.031 -8.563 
HbA1c 0.0107 -0.022 
女性のHDLとHbA1c以外統計的に有意 
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表３ プログラム参加・非参加とプログラム前後での健診データの変化予測値：特定保健指導対象者と非対象者間の相違（差の差の差分析） 

プログラム参加群 プログラム非参加群 DID DIDID 

2018 年 2019 年 2018 年 2019 年 

予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 [95%CI] 予測値 P 値 [95%CI] 予測値 P 値 [95%CI] 

特定保健対象者 

体重 80.2 79.0 81.4 79.0 77.8 80.1 80.4 79.2 81.6 80.6 79.3 81.9 -1.43 <0.001 -2.08 -0.77 -0.80 0.02 -1.49 -0.12

BMI 26.6 26.2 26.9 26.2 25.8 26.5 26.8 26.5 27.2 26.9 26.5 27.3 -0.47 <0.001 -0.68 -0.25 -0.25 0.03 -0.48 -0.02

腹囲 92.8 91.3 93.0 90.7 89.8 91.5 92.5 91.6 93.3 92.2 91.9 93.6 -1.83 <0.001 -2.50 -1.16 -1.15 0.002 -1.86 -0.43

特定保健非対象者 

体重 kg 64.1 63.4 64.8 64.0 63.3 64.7 64.1 63.6 64.7 64.6 64.0 65.2 -0.62 <0.001 -0.82 -0.43

BMI 22.3 22.2 22.5 22.3 22.1 22.4 22.3 22.3 22.4 22.4 22.3 22.6 -0.21 <0.001 -0.28 -0.14

腹囲 79.6 79.1 80.1 79.7 79.2 80.2 79.5 79.1 79.9 80.3 79.9 80.8 -0.68 <0.001 -0.94 -0.43

DID：プログラム参加・非参加における差、  DIDID：プログラム参加・非参加と特定保健対象・非対象による差 
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資料４ 

 

食生活関心度尺度の開発と食生活への関心が低い者の特徴 
 

分担研究者 林 芙美 女子栄養大学食生態学研究室 准教授 

 

【研究要旨】 

 個人の主体的な行動変容を促すには，食生活への関心度は重要な要因の一つと位置付けられ

る。そこで本研究では，既存データの再解析の結果を踏まえて新たに Web 調査を実施し、食生

活への関心度を定量的に評価するための尺度を開発した。また、縦断調査を実施し、コロナ禍

における食生活への関心度の変化に関連する要因について検討を行った。本研究の結果、主に

以下に挙げる 3 つの成果が得られた。 

（1）既存データを用いた栄養・食生活分野における健康無（低）関心層の特徴の把握 

 望ましい食行動を実践していない者を栄養・食生活分野における健康無（低）関心層と定義

し、その関連要因について検討した結果、男性であることや、年齢層が低いことといった属性

のほかに、暮らし向きにゆとりがそれほどないこと者が多いことが示された。また、望ましい

食行動を実践するために必要な食知識や食態度を持っていないこと等の特徴が明らかとなっ

た。 

（2）食生活関心度尺度の開発と信頼性・妥当性の検討 

 12 項目、2 つの下位尺度からなる食生活関心度尺度の信頼性・妥当性を確認した。また，下

位尺度（食生活の重要度，食生活の優先度）ごとの一次元性を確認後に合計得点を算出し，食

行動変容の準備性との関連を検討したところ，基準関連妥当性も確認された。この成果は論文

化し発表した（日本公衆衛生雑誌 2021; 68: 618-630）。 

（3）コロナ禍における食生活への関心度の変化に関連する要因の検討 

 2020 年から 2021 年にかけて対象者を追跡調査し、コロナ禍における食生活の関心度の変化

とその関連要因について検討した。その結果，特に，男性, 未婚者, 暮らし向きにゆとりがない

者では，コロナ禍において食生活への関心度が低下する者が多いことが示された。さらに，食

生活の重要度が変わらず低い者も暮らし向きにゆとりがない者で多かった。 

 国では、東京栄養サミットの成果を踏まえて、「誰一人取り残さない」栄養政策の推進を目指

している。そこで，本研究で明らかとなったリスクの高い集団にも配慮した、包括的なアプロ

ーチを行うことが重要であると示唆された。 

Ａ．研究目的 

 国では、人生 100年時代を見据えた健康づく

り、疾病・介護予防の推進において、個人の健

康寿命の更なる延伸が課題となっている中、健

康無関心層も含め自然に健康になれる持続可

能な食環境づくりを推進している。また、2020

年 2月以降、新型コロナウイルス感染症（以下、

コロナとする）の感染拡大に伴い、人々は新し

い生活様式へのシフトを余儀なくされ、健康へ

の関心にも変化がみられた。しかし、感染拡大

をきっかけに健康への意識が高まった者、望ま

しい行動変容がみられた者もいれば、変わらな
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い、あるいは逆に悪化してしまった者もいた。

そこで本研究では、先ず既存のデータを二次利

用し、栄養・食生活分野における健康無（低）

関心層の特徴を明らかにすることを目的に、複

数の好ましくない食行動を取り上げ、属性や社

会経済的状況、および知識等との関連について

検討した。さらに、新たに食生活への関心度を

定量的に評価する尺度を作成し，その信頼性・

妥当性を確認した。そして、コロナの感染拡大

の影響が続く中での食生活関心度の変化を縦

断的に把握し，その関連要因を検討した。 

 

Ｂ．研究方法 

（1）栄養・食生活分野における健康無（低）

関心層の特徴の把握 

 2017 年度埼玉県民栄養調査データを二次利

用した。調査対象は、県内の特徴を表す 4 市

（朝霞市、深谷市、桶川市、吉川市）から無作

為抽出された各５地区に在住者で、各地区から

無作為抽出された 30～50 歳代の男女各 10 名、

60～65 歳の男女各 6 名、計 72 名、合計 30～65

歳男女 1,440 名である。調査は留め置き法で、

2017 年 10～11 月に実施された。質問紙調査は

639 名（回答率 44％）が回答し、そのうち本人

が回答し、対象者特性（性、年齢、世帯構成、

社会経済的状況等）の回答に不備のない 583 名

（男性 267 名、女性 316 名）を解析対象者とし

た。 

 検討に用いた食行動は、①朝食欠食、②減塩

の工夫、③栄養バランス、④腹八分目、⑤野菜、

⑥栄養成分表示（エネルギー）の活用、⑦栄養

成分表示（食塩相当量）の活用、⑧簡易な食事

の 8 つを取り上げ、これらの好ましくない食行

動に関連する対象者特性について検討した。属

性として、性別、年齢層、婚姻状況、世帯構成、

社会経済的状況として、世帯収入、暮らし向き、

職業、加入保険を検討に用いた。 

 食行動について、対象者の特性との関連をロ

ジスティック回帰分析（強制投入法）により検

討した。すべての統計解析は、 IBM SPSS 

Statistics 25.0 を用いて行った。有意水準は 5%

（両側検定）とした。 

 

（2）食生活関心度尺度の開発と信頼性・妥当

性の検討 

 2020 年 7 月 1 日～3 日，民間の調査会社（株

式会社インテージ）に委託し，同年 4 月～5 月

のコロナの感染拡大に伴う緊急事態宣言期間

中に特定警戒都道府県に指定された 13 都道府

県（東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県，大阪

府，兵庫県，福岡県，北海道，茨城県，石川県，

岐阜県，愛知県，京都府）の 20～69 歳男女を

対象に Web 調査を実施した。調査会社の登録

モニター数は 2020 年 12 月現在 449 万人で，男

女比は男性 53％，女性 47％である。目標サン

プル数は 2,000 名（男女各 1,000 名，10 歳刻み

の年齢層各 400 名）とし，抽出割合が調査対象

都道府県の平成 27 年国勢調査の生産年齢人口

（15～64 歳）と同程度となるように，性・年層

別に都道府県ごとの目標サンプル数を決定し

た。なお，本調査の実施に先立ち，調査目的に

合わせて 6 月下旬に約 10,000 名を対象にスク

リーニングを実施した。本調査は，食料品の購

入頻度もしくは料理を作る頻度が週 2 日以上

とスクリーニング調査で回答した 4,203名に依

頼し，回答者数が目標サンプル数を超えた時点

で調査を終了し，最終的に 2,389 名から回答が

得られた。そのうち，緊急事態宣言期間中に特

定警戒都道府県に在住していなかった者 32 名

と，多くの項目に続けて同じ選択肢を選んだ同

一回答者 64 名を除く 2,299 名を有効回答者（有

効回答率 54.7％）とした。なお，本調査が行わ

れた時期は，政府による第 1 回目の緊急事態宣

言が解除された約 1 ヵ月後であり，単日のコロ

ナ感染者が，緊急事態宣言発令前より減少して

いる時期であった。 

食生活の関心度を把握するための質問は，石
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川らが作成した「健康関心度尺度」1)を参照し，

研究者間で議論し，項目を食生活の関心度を問

う内容に整理した。なお，項目数は 12 項目と

した。質問票では，まず「現在の，あなたの食

生活への意識についてお尋ねします。」とたず

ね，「私は健康的な食生活への関心や意識が人

より高い方だ」など 12 項目について「そう思

う」「ややそう思う」「あまりそう思わない」「そ

う思わない」の 4 件法で回答を得た。分析では，

「そう思う」を 4 点，「そう思わない」を 1 点

にし，得点が高いと関心が高いことを示すよう

にした。「健康的な食生活を送るよりも仕事や

収入が大切だ」など 5 項目は，得点化の際に配

点を逆転させた。なお，機械的に同じ選択肢を

選ぶという同一回答傾向 2）が生じないように，

ランダムな項目順で回答を求めた。 

 尺度の検討では、構成する因子数を確認する

ため，因子数は設定せず固有値１以上で探索的

因子分析を行った（主因子法，プロマックス回

転）。続いて，得られた項目の構成概念妥当性

を確認するため，確証的因子分析を行った。適

合度指標として，Good of Fit Index（GFI），

Adjusted GFI（AGFI），Comparative Fit Index

（CFI），Root Mean Square Error of Approximation

（RMSEA）を採用し，適合するモデルを検討

した。信頼性の検討では，内的整合性を示すク

ロンバック α係数を用いた。また，GP 分析に

より弁別力の検証を行った。その後，基準関連

妥当性を検討するため，食行動変容の準備性に

ついて食生活関心度尺度得点との関連を検討

した。 

 以上の統計解析には，IBM SPSS Statistics 25.0

と IBM SPSS Amos 25.0 を使用し，有意水準は

5%とした（両側検定）。 

 

（3）コロナ禍における食生活への関心度の変

化に関連する要因の検討 

 2020 年の追跡調査として、2021 年 9 月 1～6

日に Web 調査を実施した。対象者は 2020 年の

調査と同様の方法で抽出した。目標サンプル数

は 1 回目回答者を優先し，追加調査者と併せて

2,000 人とし、回答者数が目標サンプル数を超

えた時点で調査を終了した。最終的に回答が得

られた人数は 2,342 人で、不適切回答者を除外

後の有効回答者は 2,267 名（有効回答率 68.8％）

であった。なお，2021 年の調査は第 5 波の途

中で，東京や大阪を含む 21 の都道府県では緊

急事態宣言が発令中であった。 

 関連要因の検討として、属性（性別，年齢層，

婚姻状況）及び社会経済的状況（就業状況，過

去 1 年間の世帯収入，コロナの影響を受ける前

と比べた世帯収入の変化，調査時の暮らし向き，

コロナの影響を受ける前の暮らし向き，最終学

歴）を把握した。なお, 2021 年の調査では，暮

らし向きを経済的・時間的なゆとりに分けて，

調査時およびコロナの影響を受ける前の状況

を把握した。 

統計解析では、食生活関心度尺度の下位尺度

ごとの中央値をそれぞれ確認し，中央値以上を

「高い」，中央値未満を「低い」の 2 群に分け，

2020 年と 2021 年の状況別に「低い／低い」「低

い／高い」「高い／低い」「高い／高い」の 4 群

に分けて，ベースライン時（2020 年）とフォロ

ーアップ時（2021 年）の属性および社会経済的

状況を χ2 検定および残差分析を用いて比較し

た。以上の統計解析には，IBM SPSS Statistics 

27.0 を使用し，有意水準は 5%とした（両側検

定）。 

 

（倫理面への配慮） 

本研究は，女子栄養大学研究倫理審査委員会

の審査・承認を得て実施した(承認日 2020 年 6

月 24 日，2021 年 3 月 17 日)。個人情報の保護

に関しては，登録モニターと調査会社との間で

契約がされており，また収集されたデータは，

回答者のプライバシーは完全に保護された上

で，調査会社より提供を受けた。 
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Ｃ．研究結果 

（1）栄養・食生活分野における健康無（低）

関心層の特徴の把握 

 年齢は男性 49.7±10.3 歳、女性 49.1±10.3 歳

で、有意な差はなかった。男女別に 8 つの食行

動を比較した結果、腹八分目以外のすべての項

目で有意な差がみられ、男性において望ましく

ない行動をとっている者が多いことが示され

た。 

 さらに、8 つの食行動について、それぞれ好

ましくない食行動と属性、社会経済的状況との

関連を検討した（表 1）。その結果、男性は女性

に比べて、朝食欠食があり、栄養バランスがと

れた食事が毎日ではなく、野菜が 1 日 3 皿未満

で、エネルギーの栄養成分表示を参考にせず、

外食や中食などのより簡易な食習慣をもつ者

が多いことが示された。また、年齢層が低いこ

とは、これらの 5 項目に加えて、減塩の工夫が

ない、食塩の栄養成分表示を活用しないことと

も有意な関連が示された。一方、職業では、フ

ルタイムの者に比べて無職やパートタイムの

者で、減塩の工夫がないことや、野菜が 1 日 3

皿未満、食塩の栄養成分表示を活用しないとい

った好ましくない食行動をもつ者が少なかっ

た。暮らし向きでは、ゆとりありに比べて、ふ

つうの者で、減塩の工夫がない者が多かった。 

  

（2）食生活関心度尺度の開発と信頼性・妥当

性の検討 

 探索的因子分析の結果，2 因子が抽出された

（表 2）。全ての項目において因子負荷量 0.50

以上かつ複数因子への分散も見られなかった

ため，第 1 因子 7 項目，第 2 因子 5 項目となっ

た。それぞれの因子名は，第 1 因子を「食生活

の重要度」，第 2 因子を「食生活の優先度」と

した。 

 また，下位尺度ごとに因子分析にし，一次元

性を確認するとともに内的整合性の指標であ

るクロンバックα係数を算出したところ，第 1

因子が 0.838，第 2 因子が 0.734 であり，いず

れも 0.7 以上であったため，信頼性が確認され

た。なお，項目が削除された場合のクロンバッ

ク α係数を確認したところ，問題となる項目は

なかった。因子間の相関係数は 0.467 と中程度

の相関が認められた。 

 確証的因子分析の結果，モデル適合度は 

GFI＝0.958，AGFI＝0.938，CFI＝0.931, RMSEA

＝0.066 であった。以上の結果より，データの

共分散構造へのあてはまりが良いモデルであ

ることが示された。 

 弁別力を確認するためにGP分析を行った結

果，全体および下位尺度ごとに上位群と下位群

の得点には有意な差が認められ，全体および各

下位尺度に弁別力があることが確認された（表

3）。 

 基準関連妥当性については，全体および下位

尺度ごとに尺度値を単純加算した合計得点を

用いて，食行動変容の準備性の各項目の中央値

を比較した（表 4）。その結果，前熟考期の中央

値が最も低く，有意な群間差がみられた（いず

れも p<0.001）。その後の多重比較の結果，全体

および各下位尺度ともに，行動変容のステージ

が上がるほど，おおむね尺度の得点は高くなる

傾向がみられた。 

 

（3）コロナ禍における食生活への関心度の変

化に関連する要因の検討 

 2020 年と 2021 年の 2 時点における食生活へ

の関心度別に，対象者を 4 群に分けてベースラ

イン（2020 年時点）の対象者特性を比較した

（表 5-1, 表 5-2）。 

 食生活の重要度・優先度ともに，ベースライ

ン時の性別，婚姻状況，就業状況，暮らし向き，

最終学歴，およびコロナ前（2020 年 2 月より

前）の暮らし向きに有意な群間差が示された。

さらに，食生活の優先度では，年齢層および世

帯収入にも有意な群間差が示された。 

 2020 年から 2021 年にかけて食生活の重要
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度・優先度が低下した「高い／低い」群では，

ベースライン時の暮らし向きやコロナ前の暮

らしむきにゆとりがなかった者が有意に多か

った。一方，食生活の優先度が高まった「低い

／高い」群では，ベースライン時の暮らし向き

やコロナ前の暮らし向きにゆとりがある者が

有意に多かった。さらに，食生活の重要度が変

わらず低い「低い／低い」群では，男性，未婚，

中・高卒，ベースライン時の暮らし向きやコロ

ナ前の暮らし向きにゆとりがない者が有意に

多かった。

さらに、フォローアップ時（2021 年時点）の

対象者特性を比較した（表 6-1, 表 6-2）。フォ

ローアップ時では，食生活の重要度・優先度と

もに，ベースライン時と同様，性別，婚姻状況，

就業状況には有意な差がみられた。さらに，調

査時の経済的なゆとりと時間的なゆとり，およ

びコロナ前の経済的なゆとりと時間的なゆと

りにも有意な差がみられた。さらに，食生活の

優先度では，年齢層および世帯収入にも有意な

群間差が示された。

2020年から 2021年にかけて食生活の重要度

が低下した「高い／低い」群では，フォローア

ップ時に経済的なゆとりが無かった者が有意

に多かった。一方，優先度が低下した群では，

フォローアップ時の時間的なゆとりや，コロナ

前の時間的ゆとりがない者およびどちらでも

ない者が多かった。食生活の優先度が改善した

「低い／高い」群では，フォローアップ時の時

間的なゆとり，コロナ前の経済的・時間的ゆと

りがある者が有意に多かった。

Ｄ．考察

（1）栄養・食生活分野における健康無（低）

関心層の特徴の把握

本研究では、30～65 歳の成人を対象に、望ま

しい食行動を実践していない者を栄養・食生活

分野における健康無（低）関心層と定義し、そ

の関連要因について検討した。その結果、男性

であることや、年齢層が低いことといった属性

のほかに、暮らし向きにゆとりがそれほどない

者が多かった。また結果には示していないが、

望ましい食行動を実践するために必要な食知

識や食態度を持っていないこと、といった特徴

があることが分かった。

（2）食生活関心度尺度の開発と信頼性・妥当

性の検討

2 つの下位尺度からなる食生活関心度尺度

の信頼性・妥当性を確認した。また，下位尺度

（食生活の重要度，食生活の優先度）ごとの一

次元性を確認後に合計得点を算出し，食行動変

容の準備性との関連を検討したところ，基準関

連妥当性も確認された。健康への関心が低い層

はポピュレーションアプローチの恩恵を受け

にくく，健康格差を拡大させる可能性が指摘さ

れている 3)。新しい生活様式の中で，誰一人取

り残さない栄養・食生活支援を実践するために

も，本研究で作成した尺度などを用いて食生活

への関心度を把握し，高いリスクを持つ可能性

のある集団を特定する必要があると示唆され

た。

（3）コロナ禍における食生活への関心度の変

化に関連する要因の検討

2020年から 2021年にかけて対象者を追跡調

査し、コロナ禍における関心度の変化とその関

連要因を検討した。その結果，食生活の重要度

は男性，未婚者，暮らし向きにゆとりがない者

では変わらず低いことが確認された。一方，女

性，既婚（配偶者あり），専業主婦・主夫，暮

らし向きにゆとりがある者，そして学歴が大学

卒の者では，コロナ禍において変わらず食生活

の重要度が高いことが示された。しかし，食生

活の優先度が変わらず低い者や高い者に共通

する特性は明らかにならなかった。

コロナ禍において食生活の優先度が下がっ

た者では，男性，30 歳代，未婚者，正社員，世
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帯収入が 400-600 万円未満，調査時およびコロ

ナ前の暮らし向きにゆとりがない者が多かっ

た。一方，優先度が改善した者では，女性，60

歳代，専業主婦・主夫，世帯収入 600 万円以上，

調査時およびコロナ前の暮らし向きにゆとり

がある者が多かった。 

 以上の結果より，男性，未婚者，暮らし向き

にゆとりがない者は，コロナ禍において食生活

の重要度が変わらず低く，さらに食生活の優先

度が悪化した者が多いことが分かった。そこで，

栄養・食生活支援を行う上では，学習者の暮ら

し向きの状態に配慮した包括的なアプローチ

を行うことが重要であると示唆された。 

 

Ｅ．結論 

 個人の主体的な行動変容を促すには，食生活

への関心度は重要な要因の一つと位置付けら

れる。本研究では、新たに食生活関心度を定量

的に把握するための尺度を開発し、コロナ禍に

おいて食生活関心度の変化に関連する対象者

の特徴を明らかにした。特に，男性, 未婚者, 暮

らし向きにゆとりがない者では，コロナ禍にお

いて食生活への関心度が低下する者が多いこ

とが示された。さらに，食生活の重要度が変わ

らず低い者も暮らし向きにゆとりがない者が

多かった。国では、東京栄養サミットの成果を

踏まえて、「誰一人取り残さない」栄養政策の

推進を目指している。そこで，本研究で明らか

にしたリスクの高い集団にも配慮した、包括的

なアプローチを行うことが重要であると示唆

された。 
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表5-1　コロナ禍（2020年～2021年）における食生活の重要度の状況別にみたベースライン時（2020年7月）の対象者特性

P
n % n % n % n %

性別
男性 286** 56.6% 64 45.1% 89 54.9% 222* 41.9% <0.001
女性 219* 43.4% 78 54.9% 73 45.1% 308** 58.1%

年齢層
20-29歳 61 12.1% 17 12.0% 21 13.0% 75 14.2% 0.660
30-39歳 97 19.2% 24 16.9% 30 18.5% 84 15.8%
40-49歳 112 22.2% 30 21.1% 33 20.4% 115 21.7%
50-59歳 129 25.5% 32 22.5% 34 21.0% 115 21.7%
60-69歳 106 21.0% 39 27.5% 44 27.2% 141 26.6%

婚姻状況
未婚 208** 41.2% 49 34.5% 61 37.7% 157* 29.6% 0.001
既婚（配偶者あり） 243* 48.1% 82 57.7% 85 52.5% 331** 62.5%
配偶者離別／死別 54 10.7% 11 7.7% 16 9.9% 42 7.9%

就業状況
正社員 169 33.5% 49 34.5% 63 38.9% 167 31.5% 0.001
派遣・契約社員 44 8.7% 10 7.0% 6 3.7% 26 4.9%
パート・アルバイト 99 19.6% 26 18.3% 26 16.0% 85 16.0%
自営業 39 7.7% 14 9.9% 16 9.9% 46 8.7%
学生 3 0.6% 1 0.7% 3 1.9% 11 2.1%
専業主婦・主夫 71* 14.1% 26 18.3% 23 14.2% 136** 25.7%
無職 78 15.4% 16 11.3% 25 15.4% 59 11.1%
その他 2 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%

世帯収入
200万円未満 95 18.8% 28 19.7% 22 13.6% 93 17.5% 0.073
200-400万円未満 116 23.0% 16 11.3% 35 21.6% 95 17.9%
400-600万円未満 92 18.2% 31 21.8% 27 16.7% 91 17.2%
600万円以上 122 24.2% 38 26.8% 43 26.5% 161 30.4%
答えたくない・わからない 80 15.8% 29 20.4% 35 21.6% 90 17.0%

世帯収入の変化（コロナ前と比べて）
増えた 4 0.8% 3 2.1% 1 0.6% 11 2.1% 0.416
減った 171 33.9% 40 28.2% 57 35.2% 171 32.3%
変化なし 330 65.3% 99 69.7% 104 64.2% 348 65.7%

暮らし向き
ゆとりなし 257** 50.9% 57 40.1% 87** 53.7% 178* 33.6% <0.001
どちらでもない 168 33.3% 51 35.9% 48 29.6% 190 35.8%
ゆとりあり 80* 15.8% 34 23.9% 27 16.7% 162** 30.6%

コロナ前の暮らし向き（2020年2月より前）
ゆとりなし 218** 43.2% 48 33.8% 72** 44.4% 141* 26.6% <0.001
どちらでもない 198 39.2% 62 43.7% 58 35.8% 223 42.1%
ゆとりあり 89* 17.6% 32 22.5% 32 19.8% 166** 31.3%

最終学歴（5区分）
中・高卒 174** 34.5% 41 28.9% 46 28.4% 123* 23.2% 0.011
専門学校・短大卒 102* 20.2% 41 28.9% 35 21.6% 132 24.9%
大学卒 198 39.2% 55 38.7% 71 43.8% 244** 46.0%
大学院卒 22 4.4% 2 1.4% 8 4.9% 27 5.1%
答えたくない 9 1.8% 3 2.1% 2 1.2% 4 0.8%

χ2検定、**調整済み残差≧1.96、*調整済み残差≦－1.96

低い／低い(n=505) 低い／高い(n=142) 高い／低い(n=162) 高い／高い(n=530)
2020年／2021年の重要度
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表5-2　コロナ禍（2020年～2021年）における食生活の優先度の状況別にみたベースライン時（2020年7月）の対象者特性

P
n % n % n % n %

性別
男性 46 53.5% 185* 35.6% 277** 66.1% 153 48.6% <0.001
女性 40 46.5% 334** 64.4% 142* 33.9% 162 51.4%

年齢層
20-29歳 16 18.6% 44* 8.5% 74** 17.7% 40 12.7% <0.001
30-39歳 12 14.0% 75* 14.5% 87** 20.8% 61 19.4%
40-49歳 19 22.1% 100 19.3% 106** 25.3% 65 20.6%
50-59歳 19 22.1% 123 23.7% 87 20.8% 81 25.7%
60-69歳 20 23.3% 177** 34.1% 65* 15.5% 68 21.6%

婚姻状況
未婚 35 40.7% 134* 25.8% 191** 45.6% 115 36.5% <0.001
既婚（配偶者あり） 46 53.5% 323** 62.2% 191* 45.6% 181 57.5%
配偶者離別／死別 5 5.8% 62** 11.9% 37 8.8% 19* 6.0%

就業状況
正社員 34 39.5% 126* 24.3% 189** 45.1% 99 31.4% <0.001
派遣・契約社員 9 10.5% 26 5.0% 35 8.4% 16 5.1%
パート・アルバイト 13 15.1% 95 18.3% 63 15.0% 65 20.6%
自営業 7 8.1% 53 10.2% 28 6.7% 27 8.6%
学生 1 1.2% 5 1.0% 7 1.7% 5 1.6%
専業主婦・主夫 13 15.1% 139** 26.8% 47* 11.2% 57 18.1%
無職 9 10.5% 74 14.3% 49 11.7% 46 14.6%
その他 0 0.0% 1 0.2% 1 0.2% 0 0.0%

世帯収入
200万円未満 9 10.5% 96 18.5% 78 18.6% 55 17.5% 0.006
200-400万円未満 15 17.4% 101 19.5% 83 19.8% 63 20.0%
400-600万円未満 14 16.3% 75* 14.5% 100** 23.9% 52 16.5%
600万円以上 28 32.6% 159** 30.6% 98* 23.4% 79 25.1%
答えたくない・わからない 20 23.3% 88 17.0% 60* 14.3% 66 21.0%

世帯収入の変化（コロナ前と比べて）
増えた 1 1.2% 6 1.2% 9 2.1% 3 1.0% 0.471
減った 32 37.2% 157 30.3% 139 33.2% 111 35.2%
変化なし 53 61.6% 356 68.6% 271 64.7% 201 63.8%

暮らし向き
ゆとりなし 39 45.3% 198* 38.2% 200** 47.7% 142 45.1% <0.001
どちらでもない 27 31.4% 161 31.0% 143 34.1% 126** 40.0%
ゆとりあり 20 23.3% 160** 30.8% 76* 18.1% 47* 14.9%

コロナ前の暮らし向き（2020年2月より前）
ゆとりなし 32 37.2% 161* 31.0% 170** 40.6% 116 36.8% <0.001
どちらでもない 31 36.0% 192* 37.0% 171 40.8% 147** 46.7%
ゆとりあり 23 26.7% 166** 32.0% 78* 18.6% 52* 16.5%

最終学歴（5区分）
中・高卒 26 30.2% 128 24.7% 141 33.7% 89 28.3% 0.101
専門学校・短大卒 19 22.1% 135 26.0% 75 17.9% 81 25.7%
大学卒 37 43.0% 231 44.5% 178 42.5% 122 38.7%
大学院卒 3 3.5% 20 3.9% 19 4.5% 17 5.4%
答えたくない 1 1.2% 5 1.0% 6 1.4% 6 1.9%

χ2検定、**調整済み残差≧1.96、*調整済み残差≦－1.96

2020年／2021年の優先度
低い／低い(n=86) 低い／高い(n=519) 高い／低い(n=419) 高い／高い(n=315)
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表6-1　コロナ禍（2020年～2021年）における食生活の重要度の状況別にみたフォローアップ時（2021年9月）の対象者特性

P
n % n % n % n %

性別
男性 286** 56.6% 64 45.1% 89 54.9% 222* 41.9% <0.001
女性 219* 43.4% 78 54.9% 73 45.1% 308** 58.1%

年齢層
20-29歳 36 7.1% 13 9.2% 14 8.6% 57 10.8% 0.146
30-39歳 101 20.0% 22 15.5% 24 14.8% 84 15.8%
40-49歳 113 22.4% 30 21.1% 42 25.9% 119 22.5%
50-59歳 136 26.9% 33 23.2% 33 20.4% 114 21.5%
60-69歳 119 23.6% 44 31.0% 49 30.2% 156 29.4%

婚姻状況
未婚 202** 40.0% 49 34.5% 58 35.8% 152* 28.7% 0.001
既婚（配偶者あり） 247* 48.9% 79 55.6% 87 53.7% 337** 63.6%
配偶者離別／死別 56 11.1% 14 9.9% 17 10.5% 41 7.7%

就業状況
正社員 173 34.3% 47 33.1% 62 38.3% 170 32.1% <0.001
派遣・契約社員 38** 7.5% 11 7.7% 6 3.7% 23 4.3%
パート・アルバイト 101 20.0% 23 16.2% 26 16.0% 93 17.5%
自営業 36 7.1% 16 11.3% 17 10.5% 49 9.2%
学生 2* 0.4% 1 2 1.2% 10** 1.9%
専業主婦・主夫 69* 13.7% 28 19.7% 23 14.2% 133** 25.1%
無職 84** 16.6% 16 11.3% 26 16.0% 51* 9.6%
その他 2 0.4% 0 0.0% 0 0.0% 1 0.2%

世帯収入
200万円未満 98 19.4% 21 14.8% 26 16.0% 77 14.5% 0.116
200-400万円未満 107 21.2% 22 15.5% 30 18.5% 86 16.2%
400-600万円未満 86 17.0% 29 20.4% 26 16.0% 100 18.9%
600万円以上 125 24.8% 42 29.6% 46 28.4% 178 33.6%
答えたくない・わからない 89 17.6% 28 19.7% 34 21.0% 89 16.8%

世帯収入の変化（コロナ前と比べて）
増えた 11 2.2% 1 0.7% 5 3.1% 19 3.6% 0.531
減った 136 26.9% 36 25.4% 42 25.9% 129 24.3%
変化なし 358 70.9% 105 73.9% 115 71.0% 382 72.1%

経済的なゆとり
ゆとりなし 241** 47.7% 47 33.1% 80** 49.4% 165* 31.1% <0.001
どちらでもない 162 32.1% 56** 39.4% 44 27.2% 168 31.7%
ゆとりあり 102* 20.2% 39 27.5% 38 23.5% 197** 37.2%

時間的なゆとり
ゆとりなし 130** 25.7% 24 16.9% 35 21.6% 101 19.1% <0.001
どちらでもない 164 32.5% 46 32.4% 55 34.0% 129* 24.3%
ゆとりあり 211* 41.8% 72 50.7% 72 44.4% 300** 56.6%

コロナ前の経済的ゆとり
ゆとりなし 187** 37.0% 36 25.4% 57 35.2% 116* 21.9% <0.001
どちらでもない 215 42.6% 60 42.3% 70 43.2% 223 42.1%
ゆとりあり 103* 20.4% 46 32.4% 35 21.6% 191** 36.0%

コロナ前の時間的ゆとり
ゆとりなし 134** 26.5% 29 20.4% 38 23.5% 107* 20.2% 0.007
どちらでもない 207 41.0% 55 38.7% 70 43.2% 190 35.8%
ゆとりあり 164* 32.5% 58 40.8% 54 33.3% 233** 44.0%

最終学歴（5区分）
中・高卒 172** 34.1% 38 26.8% 45 27.8% 125* 23.6% 0.007
専門学校・短大卒 102* 20.2% 45** 31.7% 37 22.8% 126 23.8%
大学卒 196 38.8% 53 37.3% 70 43.2% 245** 46.2%
大学院卒 23 4.6% 3 2.1% 8 4.9% 29 5.5%
答えたくない 12 2.4% 3 2.1% 2 1.2% 5 0.9%

χ2検定、**調整済み残差≧1.96、*調整済み残差≦－1.96

2020年／2021年の重要度
低い／低い(n=505) 低い／高い(n=142) 高い／低い(n=162) 高い／高い(n=530)
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表6-2　コロナ禍（2020年～2021年）における食生活の優先度の状況別にみたフォローアップ時（2021年9月）の対象者特性

P
n % n % n % n %

性別
男性 46 53.5% 185* 35.6% 277** 66.1% 153 48.6% <0.001
女性 40 46.5% 334** 64.4% 142* 33.9% 162 51.4%

年齢層
20-29歳 12 14.0% 32* 6.2% 44 10.5% 32 10.2% <0.001 
30-39歳 13 15.1% 59* 11.4% 102** 24.3% 57 18.1%
40-49歳 19 22.1% 118 22.7% 105 25.1% 62 19.7%
50-59歳 20 23.3% 118 22.7% 91 21.7% 87 27.6%
60-69歳 22 25.6% 192** 37.0% 77* 18.4% 77 24.4%

婚姻状況
未婚 35 40.7% 130* 25.0% 184** 43.9% 112 35.6% <0.001
既婚（配偶者あり） 46 53.5% 331 63.8% 194* 46.3% 179 56.8%
配偶者離別／死別 5 5.8% 58 11.2% 41 9.8% 24 7.6%

就業状況
正社員 36 41.9% 128* 24.7% 189** 45.1% 99 31.4% <0.001
派遣・契約社員 7 8.1% 21* 4.0% 34** 8.1% 16 5.1%
パート・アルバイト 14 16.3% 95 18.3% 69 16.5% 65 20.6%
自営業 7 8.1% 56** 10.8% 28 6.7% 27 8.6%
学生 1 1.2% 5 1.0% 7 1.7% 2 0.6%
専業主婦・主夫 13 15.1% 144** 27.7% 40* 9.5% 56 17.8%
無職 8 9.3% 69 13.3% 51 12.2% 49 15.6%
その他 0 0.0% 1 0.2% 1 0.2% 1 0.3%

世帯収入
200万円未満 14 16.3% 86 16.6% 70 16.7% 52 16.5% 0.026
200-400万円未満 15 17.4% 88 17.0% 87 20.8% 55 17.5%
400-600万円未満 13 15.1% 77* 14.8% 97** 23.2% 54 17.1%
600万円以上 27 31.4% 175** 33.7% 102* 24.3% 87 27.6%
答えたくない・わからない 17 19.8% 93 17.9% 63 15.0% 67 21.3%

世帯収入の変化（コロナ前と比べて）
増えた 1 1.2% 18 3.5% 10 2.4% 7 2.2% 0.077
減った 25 29.1% 117 22.5% 128 30.5% 73 23.2%
変化なし 60 69.8% 384 74.0% 281 67.1% 235 74.6%

経済的なゆとり
ゆとりなし 37 43.0% 178* 34.3% 176 42.0% 142** 45.1% <0.001
どちらでもない 25 29.1% 155 29.9% 144 34.4% 106 33.7%
ゆとりあり 24 27.9% 186 35.8% 99* 23.6% 67* 21.3%

時間的なゆとり
ゆとりなし 16 18.6% 95* 18.3% 111** 26.5% 68 21.6% <0.001
どちらでもない 31 36.0% 114* 22.0% 143** 34.1% 106 33.7%
ゆとりあり 39 45.3% 310** 59.7% 165* 39.4% 141 44.8%

コロナ前の経済的ゆとり
ゆとりなし 29 33.7% 130* 25.0% 135 32.2% 102 32.4% <0.001
どちらでもない 37 43.0% 203 39.1% 186 44.4% 142 45.1%
ゆとりあり 20 23.3% 186** 35.8% 98* 23.4% 71* 22.5%

コロナ前の時間的ゆとり
ゆとりなし 20 23.3% 104* 20.0% 116** 27.7% 68 21.6% <0.001
どちらでもない 36 41.9% 162* 31.2% 181** 43.2% 143** 45.4%
ゆとりあり 30 34.9% 253** 48.7% 122* 29.1% 104* 33.0%

最終学歴（5区分）
中・高卒 26 30.2% 127 24.5% 138 32.9% 89 28.3% 0.093
専門学校・短大卒 19 22.1% 136 26.2% 73 17.4% 82 26.0%
大学卒 37 43.0% 227 43.7% 179 42.7% 121 38.4%
大学院卒 3 3.5% 22 4.2% 20 4.8% 18 5.7%
答えたくない 1 1.2% 7 1.3% 9 2.10% 5 1.6%

χ2検定、**調整済み残差≧1.96、*調整済み残差≦－1.96

2020年／2021年の優先度
低い／低い(n=86) 低い／高い(n=519) 高い／低い(n=419) 高い／高い(n=315)
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資料５ 

行動経済学を応用した体を動かす人を増やす研究 

研究分担者 甲斐 裕子 1、金森 悟 2 

研究協力者 山口 大輔 1、吉葉 かおり 1、村松 祐子 1、荒尾 孝 1、石倉 恭子 2 

1. 公益財団法人 明治安田厚生事業団 体力医学研究所

2. 帝京大学大学院 公衆衛生学研究科

研究要旨

【目的】行動経済学を活用した身体活動促進の検討は少ない。そこで、本研究班では、無関心

層にもアプローチ可能な身体活動促進の手法を検討するために、5 つの課題を実施した。 

【課題】まず対象者特性と行動経済学を用いた介入の関係を整理した（課題①）。次に、本テー

マに関する知見を国内外の学術研究（課題②）および実社会（課題③）から収集整理した。こ

れらの知見をもとに、身体活動促進の介入手法を考案・試行する（課題④）とともに、知見を

整理するためのモデルを構築した（課題⑤）。

【結果】対象者特性に応じた介入の検討は少なかったが、身体活動促進に寄与する可能性のあ

るナッジを特定した。開発した新規プログラムは、無関心層にも一定の効果が認められた。こ

れらの知見から「活動的な選択を促すナッジのモデル」を試作することができた。

【結論】プロンプティング、社会的規範等の行動経済学やナッジの応用により、無関心層も含

めて身体活動を促進できる可能性があるが、継続性等についてはさらなる検討が必要である。

A. 研究目的

疾病予防や健康増進において身体活動促

進は重要なテーマである。そのため、健康

日本 21（第二次）では「歩数増加」、「運動

習慣者増加」が目標として掲げられている

が、中間評価ではいずれも目標値に達して

いない。身体活動促進を支援する現場で

は、「わかっているけど続かない」「そもそ

も始める気がない」という課題に直面する

ことが多い。特に後者は「無関心層（期）」

と呼ばれており、公衆衛生上の大きな課題

である（ステージモデルに基づくと前熟考

期とするべきであるが、本稿ではわかりや

すさから無関心と呼称する）。国民全体の身

体活動の底上げには、無関心層にもアプロ

ーチできる手法の開発が急務である。

行動経済学を応用した介入は、健康への

関心度や特性にかかわらず、行動変容しや

すくなることが期待されている。しかし、

他の健康行動（食行動、禁煙など）に比べ

て、身体活動促進の学術研究や実践事例に

ついての検討は少ない（Forberger et al., 

2019; Ledderer et al. 2020）。 

そこで本分担研究では、行動経済学の観

点から、無関心層にもアプローチ可能な身

体活動促進手法を検討することを目的に、

以下の 5 つの課題に取り組んだ。 

B. 研究課題

課題①：対象者特性の把握 

目的：行動経済学的特性と無関心に着目し

て身体活動に関する対象者特性を分析する
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課題①-A：行動経済学的および心理学的

特性と運動習慣の関連 

課題①-B：身体活動量の多い運動無関心

層の特徴 

課題②：学術研究の知見の収集と整理 

目的：先行研究をレビューし、学術面での

知見と課題を明らかにする 

課題②-A：行動経済学を活用した身体活

動促進の先行研究レビュー 

課題②-B：身体活動促進アプリに関する

先行研究レビュー 

課題③：実社会の知見の収集と整理 

目的：調査を実施し、実社会における知見

と課題を明らかにする 

課題③-A：企業での無関心層へのアプロ

ーチ手法に関する調査 

課題③-B：企業での行動経済学を活用し

た身体活動促進の好事例収集 

課題④：身体活動促進介入手法の試行 

目的：行動経済学を活用した身体活動促進

の介入手法を考案し効果を検証する 

課題⑤：知見の整理とモデル化 

目的：行動経済学を活用した身体活動促進

について知見を整理し、モデルを構築する 

 

C. 課題① 対象者特性の把握 

 

課題①-A：行動経済学的および心理学的特性

と運動習慣の関連 

 

1. 目的 

行動経済学的あるいは心理学的特性に着

目して、運動習慣者（以下、習慣者）と運

動非習慣者（以下、非習慣者）の間でどの

ような差異があるかを明らかにすることを

目的とした。 

2.方法 

2020 年 9 月（Time1）と 2022 年 3 月

（Time2）時点の 2 回に渡って株式会社 NTT

データ経営研究所が実施した「人間情報デ

ータベース FY18-02」のデータを分析データ

とした。全国 47 都道府県、18 歳以上の日本

人 2101 名（男性 1142 名、女性 959 名; 平均

年齢 52.1±13.3 歳）を対象に、Time1 では、

運動習慣の有無に加えて、行動経済学的特

性の項目（遅延価値割引、ハーディング、

損失忌避など）および心理学的特性として

Big 5（外向性、協調性、誠実性、神経症傾

向、解放性、小塩ら 2012）を収集した。

Time2 では、Time1 同様に運動習慣の有無に

関してデータ収集を行った。Time1 における

運動習慣のデータから、習慣者と非習慣者

間で各項目に対して一要因被験者間分散分

析を行った。 

3.結果 

Time1 の習慣者と非習慣者間の行動経済学

的特性において、遅延価値割引率にのみ有

意な差が認められ、習慣者の方が非習慣者

よりも割引率が小さかった。 

心理学的特性ではすべての項目で有意な

差が認められ、神経症傾向のみ非習慣者が

習慣者よりも高く、それ以外は習慣者の方

が高かった（表 1）。 

4.考察 

行動経済学的特性では、遅延価値割引の

項目においてのみ習慣者と非習慣者に特徴

の差異が見られた。遅延価値割引とは、将

来の報酬よりも即時の報酬を選好する傾向

のことで、非習慣者は習慣者に比べて即自

的な報酬を選好する特性が示された。 

運動実践の文脈では、それを実践して得

られる健康効果はすぐには得られない。そ

のため、即自的な報酬を好む傾向は、運動

実践を取りづらくする特性の一つと考えら

れる。これらの特性から、非習慣者には、

将来的にしか得られない健康効果ではな

く、即自的な効果（変化）を認識させるア

プローチが必要になると考えられる。たと
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えば、感情的な効果（喜び、楽しさ）は即

座に得られるため、運動や身体活動に付随

する感情喚起を狙ったメッセージを盛り込

むなどの工夫が必要になるだろう。 

次に、心理学的特性においては、非習慣

者は神経症傾向が習慣者よりも高かった。

神経症傾向とは、抑うつや不安などのネガ

ティブな感情を経験しやすい傾向を指す。

これは回避的な意思決定スタイルと関連

し、意思決定を可能な限り遅延させるのが

特徴とされる。健康行動のほとんどに明確

な期限はなく、その実施は遅延される傾向

が強い。そのため、非習慣者には、運動や

身体活動が伴う選択肢をデフォルト（選択

する負荷を下げる）にする環境設定を行え

ばより効果的かもしれない。習慣者は、社

会的参照によって歩行が減るなどの可能性

もあるため、ナッジ介入によって逆効果に

ならないよう注意が必要である。 

以上のように、身体活動促進介入の対象

集団として典型的な習慣者と非習慣者の間

に、ナッジ介入に関連する行動経済学的特

性ならびに心理学的特性の差異があった。

このことは、ナッジする対象者の特性が、

各種ナッジのフレームワークと並んで、重

要な設計要素であることを示唆する。 

 

課題①-B：身体活動量の多い運動無関心層の

特徴 

 

1．目的 

 高齢者の中には運動行動に関心が低いに

もかかわらず、健康の保持・増進に必要な 1

日 30 分以上の歩行を実施している者がい

る。しかし、そのような集団がどのような

特性を有しているのかについて明らかにさ

れていない。これらの特性を明らかにすれ

ば、運動行動の変容ステージを考慮した歩

行促進のポピュレーションアプローチに有

用な情報を得られる可能性がある。そこ

で、本研究では、運動行動の変容ステージ

別に、1 日 30 分以上の歩行を行っている高

齢者の特性を明らかにすることとした。 

2．方法 

 日本老年学的評価研究（JAGES）が 2019

年に自記式郵送法調査を行い、本研究はそ

の結果を用いた横断研究である。24 都道府

県 62 市町村在住の要介護認定を受けていな

い 65 歳以上の高齢者 45,939 名を対象とし

た。調査項目は 1 日の歩行時間、運動行動

（1 回 20 分以上、週 1 回以上）の変容ステ

ージ、身体活動の関連要因（人口統計・生

物学的要因 8 項目、心理・認知・情緒的要

因 3 項目、行動要因 8 項目、社会文化的要

因 40 項目、環境要因 3 項目）とした。運動

行動の変容ステージで 3 群（①前熟考期、

②熟考期・準備期、③実行期・維持期）に

層別し、目的変数を 1 日 30 分以上の歩行の

有無、説明変数を身体活動の関連要因、調

整変数を人口統計・生物学的要因全 8 項目

としたポアソン回帰分析を行った。 

3．結果 

 回答者 24,146 名（回収率 52.6%）のう

ち、分析に必要な項目に欠損がある者、介

護・介助が必要な者を除いた 18,464 名を分

析対象とした。運動行動を定期的に実施し

ていない群にあたる前熟考期のみ、または

前熟考期と熟考期・準備期のみ、1 日 30 分

以上の歩行ありと有意な関連が認められた

要因は、人口統計・生物学的要因 3 項目

（配偶者がいる、負の関連では年齢が 80 歳

以上、および手段的日常生活動作が非自

立）、行動要因 2 項目（外出頻度が週 1 回以

上、テレビやインターネットでのスポーツ

観戦をしている）、社会文化的要因 6 項目

（手段的サポートの提供がある、友人と会

う頻度が週 1 回以上（図 1）、町内会に参加

している、互酬性が高い、趣味が読書、負
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の関連では趣味が囲碁）であった。 

4．結論 

 高齢者において、運動行動を定期的に実

施していない者、つまり前熟考期のみ、ま

たは前熟考期と熟考期・準備期のみで 1 日

30 分以上の歩行と関連が認められたのは、

人口統計・生物学的要因、行動要因、社会

文化的要因の中の 11 項目であった。運動行

動の変容ステージが低い層に焦点を当てた

歩行促進のポピュレーションアプローチに

は、身体活動を前面に出さず、人とのつな

がりなどを促進することが有用である可能

性が示された。具体的には、スポーツ観戦

や読書の促進、町内会やボランティア活動

への参加促進などが良いかもしれない。 

 

D. 課題② 学術研究の知見の収集と整理 

 

課題②-A：行動経済学を活用した身体活動促

進の先行研究レビュー 

 

1.目的  

行動経済学を活用した身体活動促進に関

する先行研究をレビューし、体系的な分類

基準を用いてナッジの手法ごとに分類し

た。さらに、対象者特性を考慮したナッジ

介入が現状どのくらい研究されていて、そ

こからどのようなことが明らかとなってい

るかについても整理した。 

2.方法 

レビューの詳細な手法については、2020

年度の報告書に記載した。分類には、

Münscher et al.（2016）の基準を用いた。

さらに、2 収集した論文について、運動の行

動変容ステージ、BMI、年齢等、介入前の

対象者特性を考慮して介入効果を検討した

研究を抽出した。その中で、層別化した分

析を行ったものはその効果を整理した。効

果については、統計的な有意差があるもの

を効果ありとして、有意差がなければ効果

なしとラベリングした。 

3.結果 

106 編の論文が採択された。分類の結果、

最も多かったナッジの手法は「選択肢のデ

フォルト」であった。介入の内容を見る

と、身体活動が高まるように導くプロンプ

ティングが多用されていた。次に多かった

のは「情報の言い換え」であり、フレーミ

ング効果が検証されていた。しかし、多く

の研究で取り上げられているのは階段利用

であり、それ以外の身体活動促進について

は検証が少なかった。 

対象者特性を考慮した研究は全体の

16.0 %（17 / 106 編）であった。対象者特性

には、行動変容ステージ、活動度、年齢、

性別、体形（BMI や体重等）、文化要因の 6

つの要因が取り上げられていた。分類の結

果、最も多かったナッジはやはり階段利用

のプロンプティングなど「選択肢のデフォ

ルトを変化させる」分類で 9 偏、次いで

「情報の言い換え」や「情報の明確化」で

それぞれ 2 編ずつあり、複数分類が含まれ

たものが 3 編であった（表 2）。 

階段利用おいて、プロンプティングの効

果は、男性、若年層において増加してい

た。情報の言い換えによる身体活動促進介

入は、獲得フレーミングで、高齢者の身体

活動を増加させていた。さらに、この効果

は高齢男性においてのみ確認された。BMI

に関しては、獲得フレーミングが過体重

（あるいは肥満）者でのみ身体活動増加を

もたらしていた。 

4.考察  

本テーマに関して、公表される論文数は

年々増えており、身体活動促進に関して行

動経済学の活用が少しずつ進んでいること

がうかがえた。特に、プロンプティングは

身体活動促進に一定の効果を持つ可能性が
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示唆された。ただし、階段利用など、即自

的な場面での効果検証が多いことに注意が

必要である。 

また、対象者特性を考慮した研究は少数

であった。高齢者はポジティブな情報への

選好が強く、メッセージ内容を行動するこ

とによる潜在的な効果を強調する獲得フレ

ーミングにすることで行動に影響を及ぼし

やすかった。その反面、そうしたメッセー

ジは若者には効果的でない可能性がある。

また、BMI の高い人にのみ獲得メッセージ

の介入が効果的であったとの報告もあっ

た。こうした一連の結果は、対象者特性に

応じて適切なナッジ的介入を届ける必要性

を示唆するものである。 

無関心層へのナッジの効果を直接検討し

た研究や、日本人を対象とした研究はほと

んどなく、今後の課題と考えられた。特

に、日本人はナッジ利用に対して賛成度が

他の国よりも低いことが知られている。こ

うした文化的背景はナッジの効果を損ねる

可能性がある。海外の知見を応用するだけ

でなく、日本国内でナッジ効果を検討する

研究や実践を踏まえて日本版ナッジを発展

させることも重要であろう。 

 

課題②-B：身体活動促進アプリ等に関する先

行研究レビュー 

 

1．目的 

行動経済学を利用した身体活動促進にお

いては、物理的環境の制約や金銭的課題、継

続性の課題がしばしば挙げられる。これらを

補うツールとして、携帯電話などに搭載され

るアプリ等が注目されるが、介入や取組みに

ついての現状は定かでない。そこで、学術論

文と国内自治体事例をもとに、身体活動促進

の介入に用いられるアプリにおける行動経

済学のナッジ要素を調査した。 

2．方法 

1）学術論文 

「physical exercise」等と「app」等を検索

語とし、Scopus, Pubmed, Web of Science, 
CiNii より、検索期間を 2014～2019 年とし、

身体活動を促進する無作為化比較介入試験

（RCT）を抽出した。介入や取組みの内容に、

英国の行動インサイトチーム（BIT）が作成し

た MINDSPACE の要素が含まれているか否

かをコード化した。尚、MINDSPACE は、強

制はしないが人の行動に対する強い影響を

持つ “Messenger”， “Incentives”， “Norms”，

“Defaults”，“Salience”，“Priming”，“Affect”，

“Commitments”，“Ego”の 9要素で構成される。 
2）国内自治体事例 

平成 31 年度の本報告書にてまとめた一般

公開データ・調査データに基づく事例収集の

うち、新聞データベースを用いた調査データ

から身体活動促進を目的とした自治体のア

プリ等に関する記事を抽出し、1）と同様に分

類した。 

3．結果 

論文データベースより抽出された 31 編の

論文のうち分析対象の RCT は 32 件、新聞デ

ータベースより抽出された国内自治体事例

のうち分析対象は 36 件であった。また、分

類された平均要素数は、RCT が 4.2 個（最小

2 個）、国内自治体事例が 1.4 個（最小 0 個）

であった。 
RCT は全て海外の研究であり、最も多く分

類された要素は“Priming”（93.8％）であった

（例：身体活動に関するクイズにて潜在意識

に働きかけ、その後の身体活動を誘導）。続い

て “Ego” （81.3%、例：歩数や消費カロリー

の結果数値など自己監視機能等）、“Norms” 
（53.1%、例：自分や所属するグループとそ

の他のグループトップ 20 の歩数をツール上

に表示）、 “Commitments” （46.9%、例：長

期目標達成に貢献する1日の歩数目標を設定）
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が分類された。要素 2 個の組合せが最も多か

った。

国内自治体事例では 86.1%が“Incentives”
に分類され、さらにその 90.3%が経済的報酬

（例：景品や買物割引）であった。一方、RCT
で分類された “Incentives” は非経済的報酬

が 87.5%であった（例：アプリの他の利用者

から仮想ギフトを受け取る）。

要素2個の組み合わせで最も多かったのは、

RCT が“Priming”と“Ego”（75.0%）、国内

自治体事例は“Incentives”と“Ego”（n=4, 
11.1%）であった。 
4．考察 

BIT 手引きに、最も効果的な介入は異なる

要素を確実に組合せることとあるが、抽出し

た RCT の全てに要素の組合せがみられた。

また、“Incentives”については、国内自治体事

例ののうち殆どが経済的報酬であり、RCT と

の大きな違いがあった。日本再興戦略（平成

26 年 6 月）でインセンティブが推奨され、多

くの自治体が住民を対象にインセンティブ

を付与しているが、継続した運用には予算確

保の課題が残り。“Incentives” に 関するレ

ビュー論文（Anderson et al. 2011）では、個

人が経済的 “Incentives” により健康的な選

択をする可能性は高くないとされ、人々の健

康への関心を高め、社会関係性を活用し報酬

システムと組合せることを提言している。こ

れは “Norms”と“Incentives” を組合せるこ

とに通じる。RCT の“Incentives” の非経済的

報酬は社会関係性 “Norms” に働きかけて

おり、また金銭的な課題も回避できる。今後、

国内での身体活動促進を意図したアプリ開

発においては、複数のナッジを組み合わせる

こと、非経済的“Incentives”等を取り入れる

ことを考慮し、効果的なナッジの検証と活用

が望まれる。

E. 課題③ 実社会の知見の収集と整理

課題③-A：企業での無関心層へのアプローチ

手法に関する調査 

1. 目的

無関心層にアプローチするヒントを得る

ために、全国の企業における好事例を収集

し、体系的な分類基準を用いてナッジの手

法ごとに分類した。なお、本研究の詳細は

令和 2 年度の総括・分担研究報告書（P52～
53）にて報告している。

2. 方法

四季報に登録された全国の一部上場企業

のうち、従業員 50 名以上を雇用する全企業

（3,287 社）を対象に郵送法による自記式質

問紙調査を実施した。回答を得た 289 社の

うち、運動の取組みを実施しておりかつ、

その取組みに無関心層の参加があったと回

答した 59 社の自由記述を分析の対象とし

た。課題②-A と同様に Münscher の基準をも

とに、運動の取組みをナッジの手法ごとに

分類した。 

3. 結果

1）カテゴリーとの運動の取組み割合

A）選択の際に用いる情報の変化では、A

1（情報の言い換え）が 3.4％、A 2（情報

の明確化）が 11.9％、A 3（社会的参照点

の提供）が 35.6％であった。B）選択肢構造

の変化では、B1（選択のデフォルト）が

3.4％、B2（選択に関する努力）が 15.3％、

B3（選択肢の範囲や構成）が 1.7％、B4
（選択肢の結果の変化）が 16.9％であっ

た。C）選択のアシスタントでは、C1（リ

マインド）が 5.1％、C2（コミットメントの

促進）が 8.5％であった。

2）各カテゴリーの取組みの工夫例

運動の取組みに「無関心層を参加させる

ことができた要因」について、カテゴリー
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ごとに整理した。最も多かった A 3 には、

「トップの参加」、「チーム対抗の取組み」、

「職場の一体感」などの要素を含む回答が

分類された。 

4. 考察 

無関心層へのアプローチに成功した企業

での運動の取組みには、「社会的参照点を提

供する」を用いた取組みが最も多かった。

これは、組織・集団としての介入が可能と

いう企業ならではの特徴であると考えられ

た。一方、社会的参照点以外のナッジを用

いた取組みは少なく、今後、効果的な取組

みを充実させるためには、あまり用いられ

ていなかったナッジの適応可能性について

も検証する価値はあると考えられた。 

 

課題③-B：企業での行動経済学を活用した

身体活動促進の好事例収集 

 

1. 目的 

行動経済学やナッジを活用した身体活動

促進の介入手法のヒントを得るために、実

社会で実施されている身体活動促進に関す

る好事例を収集した。詳細な結果は平成 31
年度の総括・分担研究報告書（ P62～
78）にて報告している。コロナ禍におけ

る事例を収集するために、追加調査を実

施したので、その一部を報告する。 

2. 方法 

中央官公庁や地方自治体等が公開してい

るウェブサイトや報告書等から、職域や地

域が実施している運動の取り組みのうち、

行動経済学の要素を含むと判断された事例

に関する情報を入手した。 

3. 結果 

1）通勤を活用した取り組み 

出社時の３密を避けることと、社員の健

康維持の両立を考え、自転車通勤を推奨。

会社敷地内に無料駐輪場を設置したり、使

用距離に応じた手当を支給したりしている

（東京都スポーツ推進企業 2021 年認定）。 

2）テレワーク中の取り組み 

自宅用のスタンディングデスクの購入費

用の一部を会社がサポートし、在宅勤務で

もスタンディングデスクの使用を推奨（東

京都スポーツ推進企業 2021 年認定）。 

3）自宅での身体活動促進の取り組み 

社員間で歩数を競うウォーキングキャン

ペーンでは、室内での足踏みやストレッチ

なども歩数に換算して参加できるよう工夫

（東京都スポーツ推進企業 2020 年認定）。 

4. 考察 

 コロナ禍による外出自粛や働き方の変化

により、身体活動量の低下が報告されてい

る。特に、テレワーク（在宅勤務）を導入

した企業では、その傾向が顕著である。そ

れに対応するための対策にも、行動経済学

やナッジが活用されていた。インセンティ

ブや ICT を活用した取り組みが多く見られ

た。これは、在宅勤務では、勤務する環境

（自宅）に直接介入することが難しいた

め、インセンティブによって自宅の設備投

資を促したり、ネット上で競争できるよう

な仕掛けを提供したり等の工夫がなされた

結果と考えられた。 

 

F. 課題④ 身体活動促進介入手法の試行 

 

1. 目的 

課題②-A 学術論文レビューによって「プロ

ンプティング」が一定の効果を持つことが明

らかになった。さらに、課題③-A 企業事例収

集によって、企業では「社会的参照点を提供

する」ことによって、無関心層にアプローチ

できる可能性が示唆された。そこで、これら

を融合した身体活動促進のための介入手法

を開発し、トライアルを実施し、本介入手法

の実現可能性を検証した。 
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2. 方法

1）介入手法の開発

実現可能性を重視し、特別な機器や技術が

必要ない「職場で出来るながら運動プログラ

ム」を開発した。本プログラムは、職場の中

で、ちょっとした空き時間や場所を活用して、

ストレッチや筋力トレーニングを促す取組

みである。具体的には、待ち時間ができそう

な場所に、その場ですぐできるストレッチや

筋力トレーニングのポスターを掲示 （プロ

ンプティング） するとともに、各従業員の実

践状況を見える化するために「実践記録表」

を従業員が目に付く場所に掲示し、毎日、記

入してもらった （社会的参照点の提供）。

2）トライアル実施

a. 実施企業

協会けんぽ三重に加入する A 社を実施企

業とした。A 社は、化学及び工業用薬品の卸

売・管理を行う、従業員数は約 90 名（非正社

員約 4 割）の企業である。 

b. 実施期間

ながら運動プログラムを実施したのは、

2020 年 12 月～2021 年 1 月であった。 

3. 結果

複数の種類のポスターが職場内の 5か所に

掲示された（図 2）。ながら運動プログラム実

施後の調査の結果、88%の従業員がポスター

を認知していた。ながら運動の実施頻度は、

ほぼ毎日が 14%、週 1 回以上が 41%、月 1 回

以上が 15%、実施なしが 30%であった（図 3）。

ながら運動プログラム実施前の調査におい

て、生活習慣改善に無関心だった従業員は 19

名であった。この 19 名のうち 10 名 （53%）

は、ながら運動を週 1 回以上実施していた。 

 ながら運動実施後の従業員への調査から

は、良かった点として「仕事の合間にできて

良かった」「リフレッシュできた」「ストレッ

チ方法を学べた」等が挙げられた。課題点に

ついては「運動習慣がある者にとっては物足

りない」という点が挙げられた。トライアル

終了後は、担当者の負担感のため、プログラ

ムは継続されなかった。

4. 考察

 「職場で出来るながら運動プログラム」は、

従業員の大多数にアプローチできており、生

活習慣改善に無関心だった従業員の一部に

も運動のきっかけづくりとして有益であっ

た。また、好意的な従業員の意見が多く、職

場で受け入れられたことが推察された。一方、

継続性には課題が残った。特に、プロンプテ

ィングに関しては慣れによる効果の希薄化

が懸念されるため、ポスター等をアップデー

トしていく必要がある。この点が担当者の負

担感を増しているとも考えられ、運営面での

さらなる工夫が必要と考えられた。

G. 課題⑤：知見の整理とモデル化

1. 目的

行動経済学を活用した身体活動促進の介

入手法の提案につなげるために、知見を整

理するためのモデル構築を試みた。

2. 方法

1）モデルの枠組み

Münscher et al.（2016）の基準をモデルの

枠組みに採用した。これは Münscher et al. 

がエビデンスに基づいて 127 の選択的アー

キテクチャ介入事例を分析して作成した基

準である。ナッジの分類においては、

MINDSPACE が著名である。しかし、

MINDSPACE は介入にどのような認知的プ

ロセス（心理的メカニズム）が関連するか

という観点から分類がなされている。一方

で、Münscher の基準は、選択的アーキテク

チャ介入を設計するためのオプションを提

供するものであり、実際に介入を設計する

実践家にとって有益な情報提供につながる

とされている。
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2）モデル構築のプロセス 

課題②と③で収集された学術研究や事例

を本分類に分けて整理した。整理にあたっ

ては、複数の研究班のメンバーが独立して

分類し、相違があった場合は、議論により

分類を決定した。ナッジや行動経済学を活

用した身体活動促進は、言い換えると身体

活動が高くなる「行動の選択」を促すこと

と捉えられる。学術的に最も数多く研究さ

れていた行動選択の場面は「階段とエスカ

レーターの両方がある場所で、階段利用を

どうやって促すか」であった。そこで、そ

の場面の簡易なイラストを描き、上記の 9

つの介入手法が、どこにどのように働きか

けている手法なのか？を直感的にイメージ

できるようモデル図を作成した。 

3. 結果 

 作成した「活動的な選択を促すナッジの

モデル」を図 4 に示した。また、本モデル

をもとにしたワークシートを試作した（図

5）。本ワークシートは、身体活動促進の介

入を考える専門職や実践家を対象とした講

習等で使用することを想定している。 

4. 考察 

 基本の枠組みに Münscher の基準を採用し

たことで、現場での介入設定を考えるうえ

での「視点」を提供するモデルと、モデル

にもとづくアイディアを考えるためのワー

クシートを試作することができた。本モデ

ルが示すのは、身体活動促進に寄与する

「情報の提示方法」「選択肢（環境）の構

造」「行動選択のアシスタント」の 3 つに働

きかけるという視点である。日常生活の中

で行動を選択する場面は無数にある。身体

活動促進の介入を設計する者は、まずは

「誰のどの場面の行動選択をナッジしたい

のか」を特定する必要がある。その上で、

上記の 3 つの視点にもとづき、実現可能性

のある介入策を組み合わせることが有益と

考えられる。今後は、研究者と実践家との

意見交換を通じて、モデルの妥当性とワー

クシートの実用性を高めていくことが必要

である。 

 

H. まとめ 

 

本研究班では、無関心層にもアプローチ

可能な身体活動促進の手法を検討するため

に、行動経済学やナッジを活用した身体活

動促進に関して研究を行った。その結果、

以下のことが明らかになった。 

 運動習慣者と非習慣者では行動経済学的

な特性が違うこと、また運動に無関心で

も身体活動が高い者では社会的つながり

が強い等の特徴が明らかになった。しか

しながら、これらの特性を考慮した介入

研究や、無関心層にターゲットを絞った

介入研究は行われていなかった。 

 先行研究からは、行動を選択する場面で

は、「プロンプティング」がより活動的

な行動を促すことが明らかになった。加

えてアプリを使った介入では、「プライ

ミング」や「インセンティブ」が多用さ

れていた。実社会では、無関心層へのア

プローチには「社会的参照点の提供」が

有用と考えられていた。 

 「プロンプティング」と「社会的参照点

の提供」を組み合わせた、「職場で出来

るながら運動プログラム」を開発・試行

したところ、運動のきっかけづくりとし

ては無関心層にも一定の効果があった。

しかし継続性については課題が残った。 

 以上の知見をまとめて作成された「活動

的な選択を促すナッジのモデル」とワーク

シートは、身体活動促進の介入を立案する

うえで、多様な視点や気づきを専門職や実

務家に提供することが期待される。 

 今後は、対象者特性に応じたナッジや行
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動経済学を活用した身体活動促進方策の研

究が必要である。さらに、ナッジが有用な

場面は、階段利用など即自的な選択場面で

あることが多い。代表的な身体活動である

運動やスポーツは、行動に至るまでのプロ

セスが長く複雑である。そのため、ナッジ

以外の介入も求められる。また、身体活動

促進によって健康効果を得るには、長期間

の継続が必須である。しかし、プロンプテ

ィングに代表されるナッジは慣れや飽きに

よって、効果が継続しにくい。加えて、ナ

ッジのない場面でも身体活動を高めるに

は、ヘルスリテラシーを高めるための健康

教育との併用も考えることが必要である。 
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表 1 運動習慣者と非習慣者における行動経済学的特性と心理的特性の比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 運動行動の変容ステージ別の友人と会う頻度と歩行時間 1 日 30 分以上の Prevalence Ratio 

  

基準 基準 基準

1.10 1.06 1.01 

0.0

0.5

1.0

1.5

前熟考期 熟考期・準備期 実行期・維持期

週1回未満
週1回以上

友人と会う頻度

* *

* p<0.05歩
行
時
間
1
日
30
分
以
上
のPrevalence Ratio

運動行動の変容ステージ

mean SE mean SE

行動経済学的特性

遅延価値割引率 0.90 0.00 0.89 0.00 5.57 *

心理的特性(Big Five)

外向性 7.65 0.09 7.05 0.06 27.98 *

協調性 9.54 0.08 9.22 0.05 9.95 *

誠実性 8.37 0.09 7.80 0.06 27.03 *

神経症傾向 7.84 0.09 8.30 0.06 17.16 *

解放性 7.85 0.08 7.48 0.06 13.35 *

運動習慣有無

運動習慣者(n  = 678) 運動非習慣者(n  = 1,423)
F (1,2099)

note: * p <0.05

73



 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

分
類

カ
テ

ゴ
リ

ー
(
M
ü
n
s
c
h
e
r
e
t
 
a
l
.
,
 
2
0
1
6
)

研
究

数
対

象
者

の
属

性
・

特
性

対
象

行
動

介
入

内
容

例
対

象
者

の
属

性
・

特
性

に
依

存
し

た
効

果

選
択

に
関

わ
る

情
報

情
報

の
言

い
換

え
(
フ

レ
ー

ミ
ン

グ
，

単
純

化
)

7
年

齢
，

性
別

，
有

病
,
 
座

り
す

ぎ
身

体
活

動
 
・

利
得

・
損

失
の

フ
レ

ー
ミ

ン
グ

を
 
 
 
利

用
し

た
メ

ッ
セ

ー
ジ

の
呈

示

特
性

間
比

較

肥
満

・
過

体
重

:利
得

メ
ッ

セ
ー

ジ
＞

損
失

メ
ッ

セ
ー

ジ
  v

.s.
　

正
常

体
重

:違
い

な
し

(C
oh

en
 e

t a
l.,

 2
01

7)
高

齢
層

:利
得

メ
ッ

セ
ー

ジ
＞

損
失

メ
ッ

セ
ー

ジ
 v

.s.
 若

年
層

:違
い

な
し

(N
ot

th
of

f &
 C

ar
ste

ns
en

 2
01

4,
 st

ud
y1

)
活

動
度

高
低

(IP
A

Q
):違

い
な

し
(K

oz
ak

 e
t a

l. 
20

13
)

対
象

者
特

性

高
齢

男
性

:利
得

メ
ッ

セ
ー

ジ
＞

損
失

メ
ッ

セ
ー

ジ
(N

ot
th

of
f &

 C
ar

ste
ns

en
 2

01
4,

stu
dy

2)
座

り
す

ぎ
：

利
得

メ
ッ

セ
ー

ジ
＞

損
失

メ
ッ

セ
ー

ジ
(L

at
im

er
 e

t a
l. 

20
08

)
有

病
者

(心
臓

疾
患

):利
得

メ
ッ

セ
ー

ジ
＞

損
失

メ
ッ

セ
ー

ジ
(M

cC
al

l &
 M

ar
tin

 G
in

is,
 2

00
4)

情
報

の
明

確
化

(
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

，
情

報
の

見
え

る
化

)
1

体
型

(
B
M
I
)

階
段

利
用

 
・

階
段

や
エ

レ
ベ

ー
タ

ー
利

用
の

前
に

身
体

の
線

 
 
(
太

く
，

細
く

)
を

変
え

る
鏡

で
自

分
の

姿
を

チ
ェ

ッ
ク

 
 
す

る
。

特
性

間
比

較
過

体
重

v.
s.通

常
体

重
：

違
い

な
し

(H
od

gi
n 

&
 G

ra
ha

m
 2

01
6)

社
会

的
参

照
点

の
提

供
(
模

範
，

オ
ピ

ニ
オ

ン
リ

ー
ダ

ー
)

-
-

-
-

-
選

択
の

構
造

選
択

肢
の

デ
フ

ォ
ル

ト
(
デ

フ
ォ

ル
ト

オ
プ

シ
ョ

ン
，

プ
ロ

ン
プ

ト
，

フ
ッ

ト
プ

リ
ン

ト
)

11
年

齢
，

性
別

，
人

種
階

段
利

用

 
・

階
段

利
用

を
促

す
足

跡
の

プ
リ

ン
ト

を
掲

示
す

る
。

 
・

階
段

の
蹴

込
み

板
面

(
階

段
と

階
段

の
間

)
に

 
 
 
ポ

ジ
テ

ィ
ブ

な
メ

ッ
セ

ー
ジ

を
掲

示
す

る
。

 
・

階
段

利
用

す
る

こ
と

に
よ

る
カ

ロ
リ

ー
消

費
に

 
 
 
つ

い
て

の
メ

ッ
セ

ー
ジ

を
掲

示
す

る
。

特
性

間
比

較

・
男

性
v.

s.女
性

 &
 高

齢
層

v.
s.若

年
層

：
違

い
な

し
(G

rim
st

ve
dt
　

et
 a

l.,
 2

01
0)

・
男

性
：

違
い

な
し

 v
.s.
女

性
：

通
勤

女
性

＞
買

い
物

中
の

女
性

(K
er

r e
t a

l. 
20

01
)

・
過

体
重

：
ポ

ス
タ

ー
掲

示
>b

as
el

in
e 

v.
s.通

常
体

重
：

違
い

な
し

 (L
ew

is 
&

 E
ve

s 2
01

2)
・

男
性

v.
s.女

性
：

(L
ew

is 
&

 E
ve

s 2
01

2)
・

過
体

重
＞

通
常

体
重

(W
eb

b 
&

 C
he

ng
 2

01
0)

・
男

性
v.

s.女
性

：
違

い
な

し
(W

eb
b 

&
 E

ve
s 2

00
7)

・
男

性
v.

s.女
性

：
違

い
な

し
(W

eb
b 

&
 E

ve
s 2

00
7)

・
男

性
v.

s.女
性

 &
 白

人
v.

s.非
白

人
：

違
い

な
し

(W
eb

b 
&

 E
ve

s 2
00

5)

選
択

肢
に

関
連

す
る

努
力

(
身

体
的

，
経

済
的

な
努

力
の

増
減

)
-

-
-

-
-

選
択

肢
の

範
囲

あ
る

い
は

構
成

(
カ

テ
ゴ

リ
ー

の
変

化
，

グ
ル

ー
ピ

ン
グ

の
変

化
)

-
-

-
-

-
選

択
肢

の
結

果
の

変
化

(
決

定
と

利
益

や
コ

ス
ト

と
の

結
び

つ
き

，
決

定
に

対
す

る
社

会
的

影
響

)
-

-
-

-
-

選
択

の
ア

シ
ス

ト

リ
マ

イ
ン

ド
-

-
-

-
-

コ
ミ

ッ
ト

メ
ン

ト
促

進
-

-
-

-
-

複
合

(
社

会
的

参
照

点
の

提
供

と
リ

マ
イ

ン
ド

)
1

不
活

動
身

体
活

動

➀
P
A
フ

ィ
ー

ド
バ

ッ
ク

②
社

会
的

（
ソ

ー
シ

ャ
ル

サ
ポ

ー
ト

、
規

範
的

フ
ィ

ー
ド

バ
ッ

ク
、

モ
デ

リ
ン

グ
）

③
感

情
的

（
ス

ケ
ジ

ュ
ー

リ
ン

グ
、

ア
タ

ッ
チ

メ
ン

ト
）

い
ず

れ
か

の
情

報
を

ア
プ

リ
ケ

ー
シ

ョ
ン

か
ら

受
け

取
る

(
8

週
間

使
用

）

対
象

者
特

性

・
不

活
動

者
：

社
会

的
規

範
情

報
の

提
供

＞
感

情
を

喚
起

す
る

情
報

や
ニ

ュ
ー

ト
ラ

ル
(K

in
g 

et
 a

l.2
01

6)

合
計

20
編

表
2
ナ
ッ
ジ
分
類
ご
と
の
対
象
者
特

性
と

介
入

効
果

74



図 2 職場で出来るながら運動プログラム 

 

 

 

 

 

図 3 職場で出来るながら運動プログラムの認知度と実践頻度 

ちょっとした空き時間に体を動かせそうな場所に、
その場でできる筋トレやストレッチのポスター掲示

（プロンプティング）

職員が目に付く場所に「実践記録表」を掲示し
各職員が毎日記入

（社会的規範形成・社会的競争）

手洗い場 自動販売機 給湯室

ポスターに
気づいたか？

はい：88%

実際に
やってみたか？

ほぼ毎日
14%

週1回以上
41%

月1回以上
15%

実践なし
30%
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図 4  活動的な選択を促すナッジのモデル 
  

A. 選択時の情報に働きかけるナッジ

B. 選択肢の構造や環境に働きかけるナッジ

C. 選択のアシストを
するナッジ

ポスターや
フットプリントで

活動的な選択に導く

活動的選択の
バリアを下げる

（不活動的選択のバリア↑）

活動的になる場を
魅力的にする

活動的な選択をした結果
良いことが起こる仕掛け

活動的になることへの
ポジティブなメッセージ

楽しいイメージ

活動（量）についての
フィードバック

他者との競争
ランキング

メールやディバイスでのリマインド

目標設定と周囲への宣言

活動的なことを
好ましいとする社会規範
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図 5 活動的な選択を促すナッジを考えるためのワークシート 
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分
担
研
究
（
分
担
研
究
者
：
甲
斐
裕
子
）
の
成
果
で
す
。

行
動
の
選
択
肢
：
どん
な
場
面
の
どん
な
行
動
を
ナ
ッジ
した
い
で
す
か
？A.

 選
択
時
の
情
報
に
働
き
か
け
る
ナ
ッジ

B.
 選
択
肢
の
構
造
や
環
境
に
働
き
か
け
る
ナ
ッジ

C.
 選
択
の
ア
シ
ス
ト
を
す
る
ナ
ッジ

ポ
ス
ター
や
フッ
トプ
リン
トで

活
動
的
な
行
動
に
導
け
ま
せ
ん
か
？

活
動
的
な
行
動
の
バ
リア
を
下
げ
られ
ま
せ
ん
か
？

（
も
し
くは
不
活
動
な
行
動
の
バ
リア
を
上
げ
る
）

活
動
的
に
な
る
場
所
を

魅
力
的
に
で
き
ま
せ
ん
か
？

活
動
的
な
行
動
を
した
結
果

良
い
こと
が
起
こる
よ
うに
で
き
ませ
ん
か
？

活
動
的
に
な
る
こと
へ
の
ポ
ジ
テ
ィブ
な
メッ
セ
ー

ジ
や
楽
しい
イメ
ー
ジ
を
つ
くれ
ませ
ん
か
？

活
動
（
量
）
に
つ
い
て
の

フィ
ー
ドバ
ック
は
で
き
ま
せ
ん
か
？

メー
ル
や
デ
ィバ
イス
で
の
リマ
イン
ドは
で
き
ま
せ
ん
か
？

目
標
設
定
や
周
囲
へ
の
宣
言
は
で
きま
せ
ん
か
？

活
動
的
な
こと
を
好
ま
しい
とす
る

社
会
規
範
を
つ
くれ
ま
せ
ん
か
？

活
動
的
な
行
動

不
活
動
な
行
動

ナ
ッジ
した
い
人
：
誰
の
行
動
を
ナ
ッジ
しま
す
か
？

他
者
との
競
争
や
ラン
キ
ン
グ
は

で
き
ま
せ
ん
か
？

☆
使
い
方
：
最
初
に
「行
動
の
選
択
肢
」と
「ナ
ッジ
した
い
人
」を
決
め
ま
す
。A

~
Cの

に
つ
い
て
、思

い
つ
い
た
アイ
デ
ィア
を
書
き
込
み
まし
ょう
。書
き
や
す
い
とこ
ろ
か
ら記

入
して
くだ
さい
。

（
場
面
）

に
お
け
る
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資料６ 
 

マルチメディアを用いる、健康関心度に応じた行動促進介入の探索に向けた研究 

 

研究分担者 加藤美生 帝京大学大学院助教 
 

研究要旨 

 本研究では、健康関心度に応じた行動促進介入アプローチ（マルチメディアを用いる）を検討す

るため、健康行動決定因子を探索するとともに、その因子を包含したメディアキャンペーンをデザ

インすることを目的とした。研究は、1）マスメディアキャンペーンを用いた健康促進介入研究の

文献検討（2019 年度）、2）特定保健指導実施率向上に向けた健康関心度に応じた行動変容決定要

因の調査（2020 年度）、3）メディアキャンペーンのデザイン（2021 年度）に大別される。 
1） マスメディアキャンペーンを用いた健康促進介入研究の文献検討では、介入効果を評価した

研究のレビュー論文 6 本から、ヘルスリテラシーに制限のある集団に対しては、テレビやラ

ジオなどの伝統的なメディアでの取り組みがあった一方、スマホなどの情報通信機器に習慣

的にアクセスする集団へは Twitter などのソーシャルメディアを用いた取り組みが報告され

ていた。 
2） 健康関心度や健康習慣の高低と、行動経済学的要因との関連性を明らかにするため、インタ

ーネット質問紙調査（n=500）を行ったところ、低関心度・高習慣の群（n=75）には定期健

診（p<.05）、がん検診（p<.01）の未受診者が多かった。また、他の 3 群と比較し、行動経済

学的要因（インセンティブ、規範、利己性）の 3 項目で関連性があった。また、高関心度・

低習慣群（n=98）は健康行動の開始または継続について具体的な介入が望まれた。 
3） 1）と 2）の結果より、「低関心度・高習慣群」及び「高関心度・低習慣群」を対象としたマル

チメディアキャンペーンをデザインした。 
今後は、デザインしたメディアキャンペーンを展開し、効果を評価する必要がある。 

 

研究協力者 

野村洋介（帝京大学大学院公衆衛生学研究科） 

 

Ａ．研究目的 

生活習慣病予防を目的とした健康増進手法

のひとつとして、自治体や研究者らがマスメ

ディアやソーシャルメディアなどを用いたメ

ディアキャンペーンを実施することがある。

このようなメディアキャンペーンは、健康無

関心層を含む不特定多数の人々を対象とする

ため、健康増進を目的とした事業で多用され

る手法のひとつであるが、その効果について

日本国内での研究結果は公表されていない。 
そこで、研究 1）では諸外国で実施された

メディアキャンペーンのうち、効果を検討し

た研究について概観し、日本国内での実施で

用いる指標を見出すことを目的とした。 
一方、国は 40～74 歳を対象として、生活

習慣病予防を促進するため、特定健診を実施

し、高リスク者に対して特定保健指導（動機

づけ支援、積極的支援）を実施している。し

かし、全国で特定保健指導の実施率は低い
1)。平成 22 年の国民生活基礎調査から、健診

等を受けなかった理由として「時間がないか

ら」「めんどうだから」「何かあればいつでも

医療機関にかかれるから」が挙げられ 2)、健

康への関心の高低が、健診を受けること（予

防行動）に関連している可能性が示されてい

る。 
そこで、研究 2）では、受診者の健康関心

度と健康習慣の関連性を明らかにするととも

に、強制的でなく自発的に行動に移させる仕

組み（ナッジ）への反応を見ることを目的と

した。 
最後に、研究 3）では、研究 1）で得たメ

ディアキャンペーンの指標を用い、研究 2）
で得た対象集団に向けて、具体的なマルチメ

ディアキャンペーンをデザインすることを目

的とした。 
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Ｂ．研究方法 

1）マスメディアキャンペーンを用いた健康

促進介入研究の文献検討 

検索対象データベースPubmedの論文を対象

として、検索語「health promotion」、

「effective」、「systematic review」を用い

て文献を抽出した。組入れ条件として、本文

が英語で記載され、論文題名にmedia 
campaignが含まれていること、行動変容は禁

煙、栄養、身体活動、健診・検診に関連する

こととした。論文の発表期間は2015年1月1日
～2019年12月31日とした。抽出された文献に

対し、記述分析を行った。 

 
2）特定保健指導実施率向上に向けた健康関心

度に応じた行動変容決定要因の調査 

■対象者と調査方法 
令和2年10月27日にインターネットによる質

問紙調査を行った。対象者はリサーチ会社登

録モニター全国40～64歳（5歳刻みに男女50
名）500人。 
■調査項目の概要 
①属性：年齢/性別/職業/最終学歴/居住地/身長

/体重②健康に関する項目：主観的健康状態/健
康診断の受診経験/がん検診の受診経験/健康関

心度（1-10）/健康習慣（JHPI*3)に基づく健

康習慣スコア）③MINDSPACE4)に基づく行

動決定因子とした。対象者は特定健診を受け

た後、特定保健指導を受けると仮定した。調

査結果は個人情報を除いたデータである。 
*JHPI：日本総合健診医学会の問診検討委員

会が提唱した本邦独自の 10 項目の生活習慣

（体重増加、飲酒、喫煙、運動不足、食生

活、甘いもの、脂肪分、塩味、睡眠不足、歯

磨き）の指標 Japanese Health Practice 
Index の略であり、数値が低いほど良。 
■ 行動決定因子に関する質問票 
ナッジ理論のフレームワークのひとつである

MINDSPACE（メッセンジャー、インセンテ

ィブ、規範、デフォルト、顕著性、プライミ

ング、感情、コミットメント、エゴ）を基

に、保健指導を受けることに対する勧奨文章

や勧奨ポスターやリーフレットをイラストや

図などから直感的に選択できる質問で構成し

た。 

■ 分析方法 
健康関心度と健康習慣の高低で 4 群に分け、

年齢/性別/BMI/主観的健康状態/健康診断の未

受診割合/がん検診の未受診割合をχ²検定に

て分析した。また、各群における各行動決定

因子（MINDSPACE）への反応度合いをχ²

検定にて分析した。 
 

（倫理的配慮） 

帝京大学医学系研究倫理委員会による審査・承

認を受けた（帝倫 20-107号）。 
 

3）マルチメディアキャンペーンのデザイン 

■介入マッピングの作成 
各集団を対象としたマルチメディアキャンペ

ーンの目的に合わせて、理論と実践ストラテ

ジーを一覧化した。 
■メディアチャンネルの選択 
Theory-Informed Media Selection（TIMS）
フレームワーク 5)を基に、メディアチャネル

を選択した。TIMS フレームワークは Media 
Richness Theory と Uses and Gratifications 
Theory に基づいており、目的に合わせた最適

メディア選択に用いられる。 
■ メッセージの作成 
各群に対して、介入の目的に沿ったメッセー

ジを作成した。作成手順は、McGuire の効果

階層モデル 6)に基づいた。また、ナッジ理論

のフレームワークのひとつである

MINDSPACE も参考にした。 
■ 評価指標の設定 
段階的な効果指標を設定した。 
 

Ｃ．研究結果 

1）マスメディアキャンペーンを用いた健康促

進介入研究の文献検討 

 6本のレビュー論文が抽出された。身体活動

促進に関するキャンペーンでは、Facebook や

Instagram、スマートフォンサイト等ソーシャ

ルメディア広告を実施することで、身体活動ア

プリの新規ユーザ数、リテンション数、アクテ

ィブユーザ数をキャンペーン指標とした 7)。加

糖飲料水の摂取量低下を目的としたキャンペ

ーンでは、テレビやラジオ、映画などの伝統的

マスメディアへの広告、インターネット広告、
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ソーシャルメディア広告を出稿するとともに、

消費者コミュニティへの活動が併用されてい

た。指標はこれらのキャンペーン名の想起や認

知であった 8)9)。さらに、組織内でのキャンペ

ーンとしては、英国 NHS職員を対象としたコミ

ュニケーション事例が挙げられた 10)。本研究

ではキャンペーン名の想起や、特定行動へのエ

ンゲージメント、キャンペーン内で扱われたメ

ッセージの妥当性及び受容性などを指標とし、

半構造的面談調査によって測定された。

2）特定保健指導実施率向上に向けた健康関心

度に応じた行動変容決定要因の調査

■対象者について

対象者の年齢の平均値は男性 51.8 歳

（SD7.1）女性 52.0 歳（SD7.0）であった。

BMI の平均値は男性が 23.8（SD3.4）女性が

21.6（SD3.8）であった。健康関心度の平均

値は男性 7.2（SD2.0）、女性 7.4（SD1.8）、
健康習慣スコアの平均値は男性 3.48
（SD1.9）、女性 3.22（SD1.2）であった。性

別及び年代別の比較では、健康関心度ではい

ずれの群においても有意差はなく、健康習慣

スコアにおいて 40 代男性は 40 代女性と比較

し有意に高い結果であった（p=0.04）。
健康関心度と健康習慣について

健康関心度の平均は 7.3（SD1.7）、健康習慣

スコアは 3.2（SD1.8）であった。健康関心度

が低い群（6 未満）は健康診断とがん検診の

未受診者の割合が有意に高く（p＜0.001）、健

康習慣が不良の群はがん検診未受診の割合が

高かった（p=0.02）。健康関心度と健康習慣

スコアの関連性はなかった（Pearson 相関係

数 0.017, p=0.71）。
■健康関心度と習慣の高低で４つの群『高関

心・高習慣』（303 人、60.6％）、『低関心・高

習慣』（75 人、15.0％）、『高関心・低習慣』

（98 人、19.6％）、『低関心・低習慣』（24
人、4.8％）に区分けられた。

健康に関する質問項目では、『低関心・低習

慣』・『高関心・低習慣』は BMI が他の 2 群

よりも高く、『高関心・低習慣』は健康状態が

「あまりよくない・よくない」と自覚してい

る割合が高く、日常生活においての健康上の

問題を抱えている割合も高かった（37.8％、

p=0.004）。一方で、『低関心・高習慣』はか

かりつけ医がおらず（77.3％、p=0.002）、健

康診断（38.7％、p=0.02）やがん検診

（42.7％、p=0.001）の未受診者割合が顕著

に高かった。

■各行動決定因子への反応

『低関心・高習慣』は、他の 3 群と比較

し、インセンティブ（利得フレーズと損失フ

レーズ）（p=0.03）、規範（電話・新聞や雑

誌）（p=0.01、p=0.01）、利己性（周囲のせい

だと感じるかどうか）（p=0.04）の 3 項目で

反応が高かった。

3）マルチメディアキャンペーンのデザイン

対象集団とその特徴（研究 2 から）、介入の

目的、理論、実践的戦略、メディアチャネルを

一覧化した（表）。なお、メディアチャネルは

TIMS フレームワークに基づいて選択した。示

されている次の手順で選択した。メッセージの

作成には McGuire の効果階層モデルに基づく

12ステップに準じた。指標として、キャンペー

ン名の想起や認知、特定の生活習慣行動のエン

ゲージメント、キャンペーン内で扱われたメッ

セージの妥当性及び受容性、コミュニティ活動

の参加者数、メッセージ理解度、ソーシャルメ

ディアのシェア数などを設定した。

Ｄ．考察 

1）マスメディアキャンペーンを用いた健康促

進介入研究の文献検討

コミュニティがメディアキャンペーンを展

開する際の有用な指標としては、視聴者や参加

者等の対象集団におけるキャンペーンの想起

率と認知率とともに、メッセージの受容性を用

いることで、多元的なキャンペーン評価を行う

ことが可能であろう。米国の独立系公衆衛生専

門家によるタスクフォースによるマスメディ

アを含むヘルスコミュニケーション・キャンペ

ーンのガイドライン 11)12)を参照し、日本国内で

活用できるガイドを作成することで、自治体や

研究者主導のキャンペーンが効果的に且つ透

明性を保った状態で実施されることが期待さ

れる。

2）特定保健指導実施率向上に向けた健康関心

度に応じた行動変容決定要因の調査
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本調査参加者の約 60％は健康に関心が高く健

康習慣が良好である一方、約 40％は予防行動

に課題が見られた。そのうち、低関心・高習

慣群はインセンティブや規範、利己性への反

応が他の 3 群と比較して高かったため、これ

らの要素を含むヘルスプロモーション活動

が、また、高関心・低習慣群では行動意図と

具体的な行動を繋ぐようなヘルスプロモーシ

ョン活動が効果的かもしれない。なお、低関

心・低習慣群では自発的な行動変容への期待

は難しく、個人の価値観を鑑みた介入が求め

られる。 
 

3）マルチメディアキャンペーンのデザイン 

メディアキャンペーンを理論に基づいてデ

ザインすることを目的とした。社会心理学やマ

ーケティング、コミュニケーション学などで提

唱される理論やモデルを複合的に採用し、生活

習慣病予防行動への低関心・高習慣群と高関

心・低習慣群に対して介入を検討し、図示した。

実際にキャンペーンを展開するには、時間的経

済的人材的制限を鑑みつつ、優先度をつけて実

施する必要がある。 

 

Ｅ．結論 

生活習慣病の予防行動を効果的に促進する

ためには、まず、関心度の高低および健康習慣

の良悪で集団を層別化し、次に各集団でのキャ

ンペーン目的を設定し、理論に基づいた介入活

動をデザインすることが望まれる。特に、活動

の目的達成度を測定するために、段階的な評価

基準を設けることが必要である。 

 

Ｆ．健康危険情報 

なし 

 

Ｇ．研究発表 

野村洋介、石倉恭子、加藤美生、石川ひろの、

福田吉治. 街に点在する行動経済学的アプロ

ーチの実例から医療分野への応用を考える. 

第 11 回日本ヘルスコミュニケーション学会学

術集会、2019年 9月. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

 なし 
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表 各集団を対象とした介入マッピング 

対象集団 特徴（研究 2 から） 目的 理論 実践的戦略 メディアチャネル

低関心・

高習慣群

 BMI 高め

 かかりつけ医がいな

い

 健康診断やがん検診

を受診しない傾向

 インセンティブ（利

得フレーズと損失フ

レーズ）に関心示す

 規範（電話・新聞や

雑誌）に関心示す

 利己性（周囲のせい

だと感じるかどう

か）に関心示す

生活習慣病の

予防行動の 

認知向上

 拡張並列プロセス

モデル

 規範

 インセンティブ

 利己性

 リスクコミュニケーション

 バズマーケティング

 ソーシャルマーケティング

対象者が利用しやすいテレ

ビ番組、ラジオ番組、テレ

ビやラジオのコマーシャル

複数のソーシャルメディア

での広告

屋外広告、スポーツジム広

告、食料品や飲食店での広

告

高関心・

低習慣群

 主観的な健康状態が

低い

 日常生活における健

康上の問題を抱えて

いる

生活習慣病の

予防行動の 

行動意図向上

 社会的学習理論

 自己効力感

 ポジティブデビア

ンス

 エンターテイメント・エデ

ュケーション

 行動のブレイクダウン

 トレイン・ザ・トレイナー

モデル

トランスメディアでのスト

ーリー展開

コミュニティ活動（オフラ

イン、オンライン）
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